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日本税理士会連合会 

令和８年７月 23日 





第 70 回定期総会にあたって 

ＡＩが加速させるデジタル革命、国境を越える経済圏、国際紛争と自然災害の

多発、そして多様化する価値観など、今、社会の形はかつてないスピードで塗り

替えられています。この激動は国民・納税者の日常を変え、税理士のあり方にも

再定義を迫っています。税理士は、これらデジタル化やグローバル化の波を的確

に捉え、技術革新を柔軟に取り入れることで、新たな時代の要請に即応していか

なければなりません。

しかし、時代がどれほど変化しようとも、税理士の本質である使命、すなわち、

申告納税制度の維持・発展と納税者利便の追求、そして、これらを実現するため

の基盤となる税理士業務の無償独占といった普遍的な価値は変わりません。

日本税理士会連合会は、未来を展望し、変化を恐れず、このあるべき税理士像

に係る揺るぎない信念の下、引き続き積極的に事業を展開してまいります。

令和８年７月２３日

日本税理士会連合会 

会長 
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一 令和７年度事業活動概況 

持続可能な組織基盤の構築と未来を担う人材の創出を柱に、変化する社会の要請へ的確に応え、税

理士制度の公共性をより確かなものとするために、令和７年度においては、次のとおり積極的な事業

活動を展開した。 

１ 時代に即した税理士制度の構築に向けた税理士法改正について 

令和４年税理士法改正時の未実現項目を含め、これまで継続的に検討されてきた項目について、現

時点での論点と方向性を「次期税理士法改正へ向けた論点報告」として取りまとめた。 

適時の税理士法改正に向け、当該論点報告の中から早期改正を目指す６項目を抽出した上で、国税

庁及び財務省主税局との意見交換を実施し、「税理士法に関する改正要望書（案）」を策定した。

２ 電子申告・納税制度の利便性向上施策の推進及び税理士の業務のデジタル化について 

電子申告制度の更なる普及・改善に向けた施策として、税務の専門家である税理士の視点から「電

子申告に関する要望事項」を取りまとめ、国税庁、総務省及び地方税共同機構に提出した。

また、令和８年２月に「税理士のための電子申告Ｑ＆Ａ」を改訂・公表するなど電子申告の利用促

進に努めるとともに、令和７年８月から税理士認証カード及び第六世代税理士用電子証明書の発行を

開始した。

税理士法第４１条及び第４８条の１６に基づき作成が義務付けられている業務処理簿については、

デジタル化に対応すべく従来の標準様式の改訂を検討した。

国税庁が推進している税務行政におけるオンラインツールの利用に関し、先行実施されている国税

局における問題点等の事例を収集し、事例集の作成に向けた検討を進めた。

３ 対外広報の強化及び若者の税理士への関心を促すための施策について 

対外広報では、社会全体における税理士・税理士会の認知及びイメージの向上を目的とし、税理士

の使命と仕事（社会貢献を含む。）を紹介するとともに、税理士を目指す若者を増やすべく学生等への

ＰＲを重点的に実施した。

メディア展開としては、全国紙への広告出稿及びインターネット上の各媒体へのウェブ広告出稿を

行ったほか、ＦＭラジオ特別番組「日本税理士会連合会ｐｒｅｓｅｎｔｓ潮紗理菜の税理士さんに聞

いてみよっ」を令和８年２月に放送するなど、若者の税理士への関心を喚起することに注力した。

このほか、税理士試験の受験資格要件の緩和をＰＲし、若年層の職業としての税理士への関心を喚

起するため、高等学校及び専門学校の生徒・学生に対して税理士制度に関する講演を実施するととも

に、税理士会の協力を得て、寄附講座及び「税理士による租税講座」の関係大学に対し、学生への周

知を依頼した。

４ 税制改正建議について 
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税制改正への対応については、各税理士会及び部・委員会から提出された意見を、五つの基本的視

点（担税力に即した公平な税負担、中立的で簡素な税制、合理的な事務負担、時代の変化に適合する

税制、透明な税務行政）から検討し、「令和８年度税制改正に関する建議書」として取りまとめ、財務

省、国税庁、総務省等に提出した。

また、日本税理士政治連盟と連携し、各政党の税制調査会等のヒアリングにおいて本会の意見を説

明した。その結果、令和８年度税制改正では、インボイス制度導入に伴う各種特例措置について、対

象範囲を縮小するなどした上で適用期限が延長されたほか、少額減価償却資産等の取得価額基準の引

上げなどの建議項目が実現した。

近年、各税理士会で税務研究所等の設置が進んでいることを受け、研究成果の情報共有と研究活動

の更なる発展を目的として税理士会税務研究所等連絡会議を開催した。

所得税の確定申告期間等に関する国税庁、総務省及び財務省との議論を踏まえ、地方公共団体の事

務負担軽減の観点から、業務フローの把握等を目的とする同団体向けアンケートを実施した。

このほか、個人住民税における現年課税化、取引相場のない株式の評価、事業承継税制のあり方等

について関係省庁等と意見交換を行い、税務の専門家の立場から意見を述べた。

５ 持続可能な会務運営の確立に向けた事業及び財政のあり方について 

本会及び税理士会における持続可能な会務運営の確立に向け、事業効率化とともに、強固な財政基

盤を構築するための方策を検討し、令和７年７月に会費並びに登録等手数料及び登載等手数料の見直

し方針を含む「財政の安定化に向けた検討について」を取りまとめた。 

 本方針に基づき、会則の一部変更案を策定し、令和８年４月２３日開催の臨時総会に上程し、原案

どおり可決された。 

６ 積極的改善措置の適切な運用及び多様な人材の会務参加促進について 

令和７年７月の役員改選を機に、理事選任における積極的改善措置（クオータ制）を本格的に稼働

させた。本措置に基づき、各税理士会から推薦を受けた女性会員１９人を、会則第１８条の２の規定

による理事として選任した。さらに、選任された理事のうち１４人を各分掌機関の委員に任命し、会

務運営の中枢における女性登用の促進と、意思決定プロセスの多様化を図った。 

７ 本会、税理士会の会務運営における情報基盤の整備について 

本会及び各税理士会がそれぞれ個別の情報基盤で運用している役員・会員の情報管理について、会

務運営の合理化・効率化を図るべく、共通基盤となる新たな会員管理システムの構築に向けた検討を

進めた。令和８年１月には発注事業者を選定し、当該発注事業者と連携の上、各税理士会に対するシ

ステムの仕様説明及び要望の聴取を実施した。同様に、会員の利便性向上と事務のデジタル化を推進

するため、会員マイページの構築についても検討を重ねた。

８ 人生１００年時代を見据えた付加価値の高い税理士の業務の実現及び公益活動の推進について 

人生１００年時代を見据え、従前の公益活動に加え、相続、遺言及び信託等の関連業務に関する充
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実を図るため、公益活動対策部及び日税連成年後見支援センターを統合し、公益業務支援部を設置し

た。

相続、遺言、信託及び任意後見等に関する事項については、他士業等の専門家との連携に必要な知

識を得るための研修の実施及び今後の活動方針等について検討を進め、成年後見制度については、研

修体系及び単位数等を見直し、成年後見制度研修実施要領の全部変更を行った。

地方公共団体監査制度については、地方公共団体の監査制度研修実施要領に基づき実務研修を実施

し、政治資金監査制度については、制度概要に関する研修を研修受講管理システムにおいて配信した

ほか、改正政治資金規正法に対応するため、パンフレット「税理士が行う公益業務」を改訂し、日本

公認会計士協会、日本弁護士連合会及び総務省政治資金適正化委員会と協議の上、政治資金監査契約

書ひな型及びその解説を改訂した。

９ 中小企業の事業の回復・継続・発展に向けた創業及び事業承継の推進について 

雇用の創出や地域経済の活性化に向けて、税理士会と日本政策金融公庫等が連携し、創業前又は創

業後間もない者を対象とした「創業支援セミナー等」を全国で合計３８回開催し、参加者に対して創

業に関連する税金や資金調達等について解説を行うとともに、個別相談会を開催した。

また、税理士会員向けに、事業承継マッチング支援や税理士と連携した資金繰り支援、創業計画書

の作成、Ｍ＆Ａにおける税理士の役割やマッチング事例について、それぞれ研修を行い、その模様を

研修受講管理システムにおいて配信した。

このほか、中小企業庁、日本政策金融公庫及び中小企業基盤整備機構とそれぞれ意見交換会を開催

し、中小企業支援施策に関する意見交換や情報共有を行った。

10 研修受講義務の履行の徹底並びに登録時研修の受講義務化及び職業倫理研修の必修化について 

研修事業については、税理士の業務の改善進歩及びその資質の向上を図るため、全国統一研修会、

登録時研修及びマルチメディア研修を企画・実施した。

令和６年度に引き続きウェブ研修を充実させ、会員の研修受講機会の確保を図るため、１５９本（３

１３時間）の研修を配信した。その結果、令和７年度における税理士の研修受講義務の達成率は、速

報値ベースで８３.７％となり、過去最高の水準となった。 
全国統一研修会については、令和８年度実施分の本数及びテーマについて、研修全体の構成や分野

間のバランス等を考慮し、調整を行った。

登録時研修については、その位置付けや運用のあり方等について、現行制度の課題や実務上の論点

を踏まえつつ、受講義務化に向けた問題点の抽出及び整理を進めるとともに、円滑な制度運用に資す

る観点から、関連諸規則の見直しについても検討した。

マルチメディア研修は、「令和７年度税制改正について」、「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の税

務と会計について」、「マネー・ローンダリング等対策について」及び「調査におけるオンラインツー

ルの活用について」の４テーマを収録の上、配信した。これに加え、税理士に求められる職業倫理の

重要性に鑑み、全国統一研修会として、「税理士の職業倫理」をテーマとする研修についても配信を行

った。 
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11 租税教育等の普及、推進及び充実について 

租税教育等の中心事業である租税教室の普及推進及び水準維持のために発行している副読本「税っ

て何かな？」及び特別支援学校向けの同副読本点字版・音声版・拡大版の改訂作業を進めるなど、教

材の充実を図った。 

将来の租税教育を担う教員の養成を目的とした「教員養成大学への寄附講座」を７大学に開設した

ほか、令和８年度に新規開設する佐賀大学において助成金目録贈呈式を執り行った。また、令和９年

度から開設する「税理士による寄附講座」の運用等について検討を進めた。 

このほか、租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）に賛助会員として参画し、引き続き関係

省庁との連携を進めた。 

12 税理士の綱紀の保持、品位の向上及び職業倫理の高揚並びに非税理士の排除について 

個々の税理士が自らの業務を振り返って税理士業務の適法性を簡易に自己診断できるセルフチェッ

クシートのひな型を作成し、税理士法違反行為の未然防止を図った。あわせて、「税理士の職業倫理」

と題し、遵守すべき税理士法の規定を詳細に解説した研修を収録・配信した。 

また、税理士法以外の一般法令等に違反した税理士会会員への会則処分について、各税理士会で量

定に差異がある現状を踏まえ、これまでの会則処分履歴に係る情報を収集した上で、統一的な基準作

成に向けて検討を進めた。

13 税務支援事業への対応について 

受託事業については、前年度の税務支援の実施結果を踏まえ、８項目の要望事項を取りまとめ、国

税庁課税部個人課税課に提出し、同課との意見交換の場において要望事項に対する回答を得た。

協議派遣事業については、全国商工会連合会及び全国農業協同組合中央会との懇談をそれぞれ開催

し、前年度の協議派遣事業事績を踏まえ、情報交換及び相互理解に努めた。また、税理士過疎地、離

島及び遠隔地等におけるＩＣＴを活用したリモート対応を推進するために、協議派遣団体との事前調

整に係る旅費の補助を目的とした「リモート税務支援推進補助金」を創設した。

14 書面添付制度の普及、定着について 

国税庁に対し、本会及び国税庁間の書面添付制度の普及定着に向けた協議の場を引き続き設けるこ

と、税理士会と国税局、支部と税務署間の協議を積極的に開催することを要望した。

また、書面添付制度のリーフレット及び本会ホームページの「書面添付制度」に関するページの見

直しを行った。

15 令和６年能登半島地震の被災者支援について 

令和６年能登半島地震の被災会員等を支援するため、北陸税理士会が令和７年４月５日及び６日に

開催した雑損控除計算相談会、同年１０月２５日に開催した同相談会に対する資金支援として、それ

ぞれ１,２７０,３６７円、３,３８６,７５５円を同会に支弁した。
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また、会報「税理士界」において、被災地の税理士会員との座談会を実施し、被災地の現況や復興

への展望、被災地における納税者支援のあり方等を広く周知した。 

（注）本事業活動概況においては、事業年度終了後、総会議案書作成の日までに生じた重要事項についても

記述している。
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二 役 員 会 等 に 関 す る 事 項 
 
 
１ 総     会 
 
令 ７． ７．２４ 第６９回定期総会（於、帝国ホテル） 

≪議案≫ 
第１号議案  令和６年度事業報告承認の件 
第２号議案  令和６年度決算承認の件 
第３号議案  日本税理士会連合会会則の一部変更の件 
第４号議案  日本税理士会連合会会務執行規則の一部変更の件 
第５号議案  令和７年度事業計画決定の件 
第６号議案  令和７年度予算決定の件 
第７号議案  役員の任期満了に伴う改選の件 

   
２ 正 副 会 長 会 
 
令 ７． ４．２４ 第１回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪代位決定事項≫ 
一 税理士会会則の一部変更案に対する意見示達（案）について（具申）＜

会務制度委員会＞ 
≪協議決定事項≫ 
一 事業本部の組織等及び国際関係業務の事務分掌の見直しに係る会務執行

規則等の一部変更案について 
二 ○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）の一部変更案について（具

申）＜財務部＞ 
三 第５１回公開研究討論会実施細目の一部変更について（具申）＜調査研

究部＞  
四 対外機関委員への就任について 
五 令和７年度相続、遺言、信託、成年後見制度に関する無料相談等実施要

領（案）について（具申）＜日税連成年後見支援センター＞ 
六 第１回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 
１ 令和７年度事業計画（案）について 
２ 令和７年度予算（案）について＜財務部＞ 
３ 令和７年度対外広報計画について＜広報部＞ 
４ 登録時研修の義務化について 中間報告（具申）＜研修部＞ 
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５ 令和７年度「地方公共団体の監査制度研修」実施細目（案）について（具

申）＜公益活動対策部＞ 
６ 「政治資金監査制度研修」実施細目について（具申）＜公益活動対策部

＞ 
７ 第六世代電子証明書の発行に伴う税理士認証カードの交付について（周

知依頼）＜デジタル・システム委員会＞ 
８ 都市圏と地方圏が連携・融合した会務運営のための支部会員との意見交

換について 
９ 「デジタルインボイス・デジタルシームレス等普及に向けた検討委員会

（仮称）」について 
10 「農業会計ルール普及・利用拡大検討委員会」について  

11 業務センターへの郵送等に係る対応について（周知依頼）  

12 令和７年２月２１日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について（周知依頼）  

13 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」の開催について（周知依頼） 
14 政治資金監査の質の向上に係る総務省政治資金適正化委員会の取組につ

いて（周知依頼） 

15 その他 
（１）クールビズの実施について 

（２）２０２４年度の運用実績及び税理士会活動費について＜日本税理士企

業年金基金＞ 
 
令 ７． ５．２２ 第２回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪協議決定事項≫ 
一 令和６年度事業報告（案）について 
二 令和６年度予算の流用について（具申）＜財務部＞ 
三 令和６年度決算（案）について（具申）＜財務部＞ 
四 令和７年度事業計画（案）について 
五 令和７年度予算（案）について（具申）＜財務部＞ 
六 第６９回定期総会の招集日時及び場所について 
七 令和８年度税制改正に関する建議書（案）について（具申）＜調査研究

部＞ 
八 令和７年度会長選任に関する日程等について 
九 税理士職業賠償責任保険の加入促進等の方策について（具申）＜総務部

＞ 
十 税理士情報検索サイトのシステム改修について（具申）＜総務部＞ 
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十一 令和７年度対外広報計画について（具申）＜広報部＞

十二 令和７年度「日本税理士会連合会・金子宏賞」受賞者について

十三 第１回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 令和７年春の叙勲受章者について

２ 次期税理士法改正へ向けた論点報告について（具申）＜制度部＞

３ 令和８年度以降の公開研究討論会の運営のあり方について（具申）＜調

査研究部＞

４ 所得税の確定申告期間の拡大等について＜調査研究部＞

５ 会員管理システムについて＜総合企画室情報管理分科会＞ 

６ 国立研究開発法人理化学研究所との共同研究（ＡＩ等のテクノロジーの

進化が税理士の業務に及ぼす影響）に係る契約書の改訂について

７ 猶予制度に関するリーフレットの公表について（周知依頼） 

８ 所得税の基礎控除の見直し等に関する周知について（周知依頼） 

令 ７． ６． ４ 第３回正副会長会（於、日税連会議室）

≪協議決定事項≫

一 令和７年度被表彰者の選定について（具申）＜総務部＞

二 事務局職員就業規程に基づく被表彰者の選定について（具申）＜総務部

＞

三 税務署掲示板の取扱いについて（具申）＜総務部＞

四 第１回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 次期税理士法改正へ向けた論点報告について（具申）＜制度部＞

２ 税理士情報の提供について（依頼）＜研修部＞

３ 「教員養成大学への寄附講座」と「税理士による租税講座」との統合に

ついて（答申）＜租税教育推進部＞

４ 令和７年度の税制審議会に対する諮問（案）について（具申）＜税制審

議会専門委員会＞

５ 財政の安定化に向けた検討について（案）＜総合企画室中長期事業財政

分科会＞

６ ｅＬＴＡＸ自動ダイレクト機能に関するＷｅｂアンケートへの協力につ

いて（周知依頼） 

７ 防衛特別法人税の創設について（周知依頼）

令 ７． ６．２４ 第４回正副会長会（於、日税連会議室）

≪代位決定事項≫
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一 役員の任期満了に伴う改選について

二 専務理事の定数見直しに伴う日本税理士会連合会会則及び関係諸規則の

一部変更案について

≪協議決定事項≫

一 外部役員の指名について

二 対外機関委員への就任について

三 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について

四 税理士掲示板における会員情報の掲載取止め時期について（報告）＜総

務部＞

五 職業説明会等の実施要領の一部変更（案）について（具申）＜広報部＞

六 令和７年度税務支援に関する国税庁への要望事項案について（具申）＜

税務支援対策部＞

七 令和７年度電子申告に関する要望事項について（具申）＜デジタル・シ

ステム委員会＞

八 第１回理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 第４８回「日税研究賞」の選考結果について

２ 「令和８年度税制改正に関する建議書」のリーフレットについて＜調査

研究部＞

３ 職業倫理に関する研修のあり方について 中間報告（具申）＜研修部＞

４ 税務支援事業におけるフリーランス新法への対応及び遵守について＜税

務支援対策部＞

５ 国際関係事業に関する報告書について＜国際部＞

６ 令和６年度「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」

に係る税理士会における登録団体業務の事績報告について（依頼）＜中

小企業対策部＞

７ 日税連成年後見支援センターＨＰドメインの第三者取得等について（報

告）＜日税連成年後見支援センター＞

８ 調査等におけるオンラインツールの利用等について（周知依頼）

９ インボイス登録センターの移転等について（周知依頼）

令 ７． ７．２３ 第５回正副会長会（於、日税連会議室）

≪協議決定事項≫

一 日税連表彰に関する諸規則の一部変更案について（具申）＜総務部＞

二 「税理士会の会費を滞納する会員の懲戒手続に係る勧告に関する規程」

に基づく調査結果について（具申）＜綱紀監察部＞

三 税理士掲示板における会員情報の掲載取止め時期について（報告）＜総
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務部＞

四 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について（具申）＜広報

部＞

五 税理士証票の定期的な交換義務の履行の推進について（具申）＜登録調

査部＞

六 「税理士による寄附講座」実施要領（案）について（具申）＜租税教育

推進部＞

七 令和８年度「教員養成大学への寄附講座」新規開設大学について（具申）

＜租税教育推進部＞

八 令和７年度税理士会租税教育助成金の配賦額決定について（具申）＜租

税教育推進部＞

九 「税理士法人による成年後見事務に関するガイドライン」の改訂につい

て（具申）＜日税連成年後見支援センター＞

十 「民法（成年後見等関係）等の改正に関する中間試案」に関する意見募

集への対応について（具申）＜日税連成年後見支援センター＞

十一 財政の安定化に向けた検討について＜総合企画室中長期事業財政分科

会＞

十二 第２回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫ 

１ 令和６年度期末監査結果について

２ 第６９回定期総会の運営について

３ 顧問相談役・執行役員懇談会について

４ 国税庁幹部との懇談会について

５ 事務引継事項について

６ 資格審査会委員の補充委嘱について

７ 「税理士会滞納会費徴収整理細則Ｑ＆Ａ」の改訂について（具申）＜財

務部＞

８ 機関紙「税理士界」の電子配信について（中間報告）（具申）＜広報部＞

９ 「綱紀事案未然防止のためのセルフチェックシート」の作成について（具

申）＜綱紀監察部＞

10 アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）の法人

化に伴う定款案の作成について（具申）＜国際部＞ 

11 会員管理システムの構築について（具申）＜総合企画室情報管理分科会

＞ 

12 行政書士法の改正について 

13 社会保険労務士法の改正について

14 国税審判官（特定任期付職員）の採用について 
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15 国税審判官（特定任期付職員）の募集について（周知依頼） 

16 税理士法違反行為の未然防止について（周知依頼） 

17 食料システム法について（周知依頼） 

18 その他 
（１）日本税理士企業年金基金の決算及び事業報告について＜日本税理士企

業年金基金＞ 
（２）年金記録に係る訂正請求の受付・処理状況について 

 
令 ７． ８． ７ 第６回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪代位決定事項≫ 
 一 分掌機関委員の割当数について 
≪協議決定事項≫ 
一 相談役の委嘱について 
二 部長及び委員長の委嘱について  
三 登録審査会委員の委嘱について 
四 会則１８条の２理事の割当数について 
五 令和６年能登半島地震災害対策本部設置要綱の変更について 
六 主要会議日程について 

≪報告事項≫ 

１ 会長の職務を代理又は代行する副会長の指名について 
２ 副会長の担当部門の指定について 
３ 専務理事の委嘱とその職務分担について 
４ 総合企画室の編成について 
５ 無任所常務理事候補者の推薦について 
６ 国税庁幹部との懇談会について 
７ 部・委員会の事務引継事項について 
８ 税理士職業賠償責任保険調査委員会調査委員の推薦について 
９ ｅＬＴＡＸにおける第六世代税理士用電子証明書管理ツール利用端末上

でのエラー画面について（注意喚起） 
10 所得税の基礎控除の見直し等について（周知依頼） 

11 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」のリモート開催について（周知

依頼） 

12 その他 
（１）会議に係る情報公開の取り扱いについて 

 
令 ７． ８．２１ 第７回正副会長会（於、日税連会議室） 
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≪協議決定事項≫

一 会則１８条の２理事の選任及び分掌機関委員の委嘱について

二 評議員候補者の推薦について

三 表彰規程第３条第１項第３号該当者の選定について（具申）＜総務部＞

四 第２回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 無任所常務理事の委嘱について

２ 部・委員会の編成について

３ 総合企画室分科会の編成について

４ 税制審議会委員の委嘱について

５ 国際税務情報研究会委員の委嘱について

６ 国税庁・日本税理士会連合会懇談会について

７ 令和７年６月１３日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について（周知依頼）

令 ７． ９．２４ 第８回正副会長会（於、日税連会議室）

 ≪協議決定事項≫

一 運営評価委員会委員の選任について

二 対外機関委員への就任について

三 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について（具申）＜広報

部＞

四 令和７年度「税を考える週間」行事実施要領（案）について（具申）＜

広報部＞

五 第３回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 評議員の委嘱について

２ 相談役の逝去について

３ 令和７年度（第７５回）税理士試験試験問題に関するアンケートの実施

について（依頼）

４ 令和７年度中小企業支援に係る研修会実施細目（案）について（具申）

＜中小企業対策部＞

５ 令和６年能登半島地震に係る国税の申告・納付等の期限延長措置の石川

県輪島市、珠洲市、鳳珠郡穴水町及び鳳珠郡能登町における終了につい

て（周知依頼）

６ 宗教法人の売買に類似した取引による違法行為の助長防止に係る周知及

び注意喚起について（周知依頼）

７ 調査等におけるオンラインツールの利用等について（周知依頼）
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８ 地域経済分析システムＲＥＳＡＳ説明会について（周知依頼）

９ ｅ－ＴａｘにおけるＩＤ・パスワード方式の見直しについて（周知依頼） 
10 第２回理事会付議議案について 

令 ７．１０．２０ 第９回正副会長会（於、香川県高松市）

≪協議決定事項≫

一 税務署における税理士掲示板の取扱いについて（報告）＜総務部＞

二 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について（具申）＜広報

部＞

三 第３回常務理事会付議議案について

≪報告事項≫ 

１ 法対策実行本部の編成について

２ 副部長及び副委員長の委嘱について

３ 令和６年度研修受講義務達成率について（報告）＜研修部＞

４ 第六世代税理士用電子証明書「リモート署名登録サーバ」メンテナンス

に伴うサービス利用停止について（周知依頼）＜デジタル・システム委

員会＞

５ 修正「中小企業の会計に関する指針」の公表について

６ 日本公証人連合会の遺言・任意後見等の制度普及に関する広報活動の連

携及び公正証書のデジタル化についての周知活動への協力について（依

頼）

７ インボイス制度に関する周知について（周知依頼）

８ 政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マニュアル）の改定

について（周知依頼）

９ 食料システム法の計画認定制度における中小企業経営強化税制特例の申

請手続きについて（周知依頼）

10 令和７年度「しわ寄せ」防止キャンペーン月間の実施について（周知依

頼）

令 ７．１１．２６ 第１０回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪協議決定事項≫ 

一 債券による資金管理について（具申） ＜財務部＞ 

二 公開研究討論会実施要綱の変更案について（具申）＜調査研究部＞ 

三 第４９回「日税研究賞」実施要領（案）について（具申）＜調査研究部

＞ 

四 会員管理システムの構築について（具申）＜総合企画室情報管理分科会

＞ 
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五 第３回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 令和７年度の上半期事業概況について 

２ 令和７年度の上半期（中間）決算について＜財務部＞ 

３ 令和７年秋の叙勲受章者及び褒章受章者について 

４ 特定個人情報保護評価書（ＰＩＡ）の変更について＜総合企画室情報管

理分科会＞ 

５ 令和７年度の協議派遣事業（青色申告会等）及び令和７年分確定申告期

の受託事業（無料税務相談）における電子申告（代理送信）について（通

知） 

６ 令和７年分確定申告期における税務署等の閉庁日対応の実施について

（周知依頼） 

７ 令和７年分の所得税の確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周

知のお願いについて（周知依頼） 

８ 相続税ｅ－Ｔａｘの利便性向上策等について（周知依頼） 

９ 通勤手当の非課税限度額の引上げについて（周知依頼） 

令 ７．１２．２２ 第１１回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪協議決定事項≫ 

一 会費の見直しに係る日本税理士会連合会会則及び会費免除規程の一部変

更案について 

二 日本税理士会連合会会則及び税理士登録等手数料取扱規程等の一部変更

案について（具申） ＜登録調査部＞ 

三 対外機関委員への就任について 

四 令和７年度「税理士記念日行事」に関する実施要領（案）について（具

申）＜広報部＞ 

五 第５２回日税連公開研究討論会実施細目（案）について（具申）＜調査

研究部＞ 

六 研究開発税制Ｑ＆Ａパンフレットの作成委託について＜調査研究部＞ 

七 第６１回（令和８年度）全国統一研修会実施細目（案）について（具申）

＜研修部＞ 

八 協議派遣事業におけるリモート税務支援推進補助金取扱要領（案）及び

令和８年度における補助金上限額について（具申）＜税務支援対策部＞ 

九 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について（令和６年

能登半島地震災害関連） 

十 第六世代税理士用電子証明書に係る各種規定の変更について（具申）＜

デジタル・システム委員会＞ 
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十一 次代の税理士制度を担う者、職業会計人の輩出・育成に向けた施策に

ついて＜総合企画室＞ 

十二 令和７年度税務相談室の運営費用について 

十三 第４回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 令和７年度中間監査結果について 

２ 分掌機関委員の変更について 

３ 相談役の逝去について 

４ 新年賀詞交歓会次第について 

５ 第３３回全国事務局職員研修会の実施について（具申）＜総務部＞ 

６ 第６３回全国事務局連絡会議の開催について＜総務部＞ 

７ 令和７年度第２、３、４回マルチメディア研修実施細目（案）について

（具申）＜研修部＞ 

８ 令和７年度綱紀保持に係る協議会等の開催及び事績報告について（依頼）

＜綱紀監察部＞ 

９ 政治資金監査契約書（ひな型）及び政治資金監査契約書のひな型の解説

の一部変更について （具申）＜公益業務支援部＞ 

10 パンフレット「税理士が行う公益活動」の改訂について（具申）＜公益

業務支援部＞ 

11 ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議の開催結果について＜報告＞＜国

際部＞ 

12 第六世代税理士用電子証明書に係る情報提供について（具申）＜デジタ

ル・システム委員会 ＞ 

13 役員・委員に占める女性会員数及び若手会員数について＜総合企画室多

様性活躍推進分科会＞ 

14 令和７年分所得税の申告手続について（周知依頼） 

令 ８． １． ８ 第１２回正副会長会（於、ホテルオークラ東京） 

≪協議決定事項≫ 

一 評議員に対する書面による諮問について 

二 対外機関委員への就任について 

三 第４回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 新年賀詞交歓会について 

２ 令和８年度与党税制改正大綱に取り上げられた建議項目について 

令 ８． １．２２ 第１３回正副会長会（於、日税連会議室） 
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≪協議決定事項≫ 

一 対外機関委員への就任について 

二 「税理士会の会費を滞納する会員の懲戒手続に係る勧告に関する規程」

に基づく調査結果について（具申）＜綱紀監察部＞ 

三 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について（令和６年

能登半島地震災害関連他） 

四 第５回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 総合企画室分科会の編成について 

２ 「税理士のための電子申告Ｑ＆Ａ」の改訂について（具申）＜デジタル・

システム委員会＞ 

３ 経済産業省によるイノベーション関連税制の説明会について 

４ ｅＬＴＡＸにおける償却資産申告書税制改正対応について（周知依頼） 

５ 令和８年９月のｅＬＴＡＸ更改に伴うサービス停止期間について（周知

依頼） 

６ キャッシュレス納付推進動画の活用について（周知依頼）

７ その他 

（１）「税務六法」（令和８年版）の最優先取扱い方について（お願い） 

（２）令和８年度事業計画及び予算、令和７年度の事業実績について＜日本

税理士企業年金基金＞ 

（３）税務実務に関する地方自治体向けアンケート（案）について

令 ８． ２．１９ 第１４回正副会長会（於、日税連会議室） 

≪協議決定事項≫ 

一 令和８年度日本税理士会館の修繕工事について（具申）＜総務部＞ 

二 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について 

三 登録システム（ＲＥＯＳ）の機器類の更新について（具申）＜登録調査

部＞ 

四 成年後見制度研修実施要領の全部変更案について（具申）＜公益業務支

援部＞ 

五 令和８年度税理士職業賠償責任保険の加入促進に係る委託金について

（具申）＜総務部＞ 

六 ホームページでの会員名簿の掲載にあたっての留意事項及び日税連税理

士情報検索サイトの活用について（依頼）＜総務部＞ 

七 事務局内複合機の入替について（具申）＜総務部＞ 

八 創業支援セミナー等実施要領案について（具申）＜中小企業対策部＞ 

九 第５回常務理事会付議議案について 
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≪報告事項≫ 

１ 税務実務に関する地方自治体向けアンケートに係る協力のお願いについ

て＜調査研究部＞ 

２ 令和８年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）等の研修について

（具申）＜中小企業対策部＞ 

３ 令和８年度「日本税理士会連合会・金子宏賞」について 

４ 会員管理システム及び税理士マイページについて＜総合企画室情報管理

分科会＞ 

５ 税制改正に係る財務省主税局による説明会の開催について 

６ 特定の基準所得金額の課税の特例について（周知依頼） 

７ 国家公務員の再就職等規制について（周知依頼） 

８ その他 

（１）令和８年税理士会定期総会の日程について 

令 ８． ３．２４ 第１５回正副会長会（ウェブ会議） 

≪協議決定事項≫ 

一 臨時総会の招集日時及び場所について 

二 対外機関委員への就任について 

三 令和８年度地方公共団体に対する外部監査人・監査委員等への選任要請

活動及び成年後見制度利用促進に向けた連携等の活動に係る補助金の支

給について（具申）＜公益業務支援部＞ 

四 第５回常務理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 税務相談室相談員の委嘱について 

２ 「デジタル相談室」の運営に関する(一社)日税連税法データベースとの

協定の変更について 

３ 会員管理システム及び税理士マイページに係るシステム開発・運用・保

守業務委託基本契約書について 

４ 中小企業技術基盤強化税制Ｑ＆Ａについて＜調査研究部＞ 

５ 令和８年度「地方公共団体の監査制度研修」実施細目（案）について（具

申）＜公益業務支援部＞ 

６ 令和８年度「政治資金監査制度研修」実施細目（案）について（具申）

＜公益業務支援部＞ 

７ 諮問「ドイツ事業承継税制等に焦点を当てたベンチマーキング研究につ

いて」に対する答申について＜国際税務情報研究会＞ 

８ 令和９年１月以降の給与所得の源泉徴収票の提出方法の改正について

（周知依頼） 
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９ その他

（１）食料品消費税率ゼロについて

３ 常 務 理 事 会 

令 ７． ６． ５ 第１回常務理事会（於、日税連会議室）

≪承認事項≫

一 税理士会会則の一部変更案に対する意見示達について（令７．４．２４ 正

副会長会代位決定）

≪議決事項≫

一 令和６年度事業報告（案）について

二 令和６年度決算（案）について

三 令和７年度事業計画（案）について

四 令和７年度予算（案）について

五 事業本部の組織等及び国際関係業務の事務分掌の見直しに係る会務執行

規則等の一部変更案について

（１）日本税理士会連合会会務執行規則の一部変更案

（２）事務局庶務規程の一部変更案

六 第６９回定期総会の招集日時及び場所について

七 令和８年度税制改正に関する建議書（案）について

八 第５１回公開研究討論会実施細目の一部変更について

九 令和７年度会長選任に関する日程等について

十 令和７年度被表彰者の選定について

十一 事務局職員就業規程に基づく被表彰者の選定について

十二 ○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）の一部変更案について

十三 第１回理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 令和７年春の叙勲受章者について

２ 令和７年度「日本税理士会連合会・金子宏賞」受賞者について

３ 対外機関委員への就任について

４ 令和６年能登半島地震及び同地震被災地における令和６年９月２０日か

らの大雨被災者に対するフリーダイヤル税務相談事績について

５ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費用の支援

について

６ 税理士職業賠償責任保険の加入促進等の方策について

７ 税理士情報検索サイトのシステム改修について 

８ 税務署掲示板の取扱いについて 
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９ 令和７年度対外広報計画について 

10 次期税理士法改正へ向けた論点報告について 

11 税理士情報の提供について 

12 第六世代税理士用電子証明書の発行に伴う税理士認証カードの交付につ

いて 

13 令和７年度相続、遺言、信託、成年後見制度に関する無料相談等実施要

領について 

14 都市圏と地方圏が連携・融合した会務運営のための支部会員との意見交

換について 

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 業務センターへの郵送等に係る対応について 

２ 令和７年２月２１日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について 

３ 猶予制度に関するリーフレットの公表について 

４ 所得税の基礎控除の見直し等に関する周知について 

５ 防衛特別法人税の創設について 

６ 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」の開催について 

７ 政治資金監査の質の向上に係る総務省政治資金適正化委員会の取組につ

いて 

８ ｅＬＴＡＸ自動ダイレクト機能に関するＷｅｂアンケートへの協力につ

いて 

令 ７． ９． ４ 第２回常務理事会（於、日税連会議室） 

≪承認事項≫

一 専務理事の定数見直しに伴う関係諸規則の一部変更について（令７．６．

２４ 正副会長会代位決定）

（１）総合企画室規程の一部変更について

（２）法対策実行本部設置要綱の一部変更について

二 分掌機関委員の割当数について（令７．８．７正副会長会代位決定）

≪議決事項≫

一 相談役の委嘱について

二 会則１８条の２理事の選任について

三 令和６年能登半島地震災害対策本部の設置要綱の変更について

四 表彰規程第３条第１項第３号該当者の選定について

五 表彰規程の一部変更案について

六 会則第６８条の２に関する勧告について
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七 第２回理事会付議議案について

≪報告事項≫

１ 会長の職務を代理又は代行する副会長の指名について

２ 副会長の担当部門の指定について

３ 専務理事の委嘱とその職務分担について

４ 部長及び委員長の委嘱について

５ 常務理事の委嘱について

６ 部・委員会の編成について

７ 登録審査会委員の委嘱について

８ 資格審査会委員の補充委嘱について

９ 総合企画室の編成について 

10 税制審議会委員の委嘱について 

11 国際税務情報研究会委員の委嘱について 

12 税理士職業賠償責任保険調査委員会調査委員の推薦について 

13 評議員候補者の推薦について 

14 対外機関委員への就任について 

15 国税庁幹部との懇談会について 

16 税理士掲示板における会員情報の掲載取止め時期について 

17 表彰規程第７条に基づく表彰実施の細目の一部変更について

18 職業説明会等の実施要領の一部変更について 

19 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について 

20 税理士証票の定期的な交換義務の履行の推進について（示達） 

21 「税理士による寄附講座」実施要領について 

22 令和８年度「教員養成大学への寄附講座」新規開設大学について 

23 令和７年度税理士会租税教育助成金の配賦額決定について 

24 「税理士法人による成年後見事務に関するガイドライン」の改訂につい

て 

25 財政の安定化に向けた検討について 

26 主要会議日程について 

27 その他 

（１）会議に係る情報公開の取り扱いについて 

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 国税審判官（特定任期付職員）の募集について 

２ 所得税の基礎控除の見直し等について 

３ 令和７年６月１３日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について 

４ 税理士法違反行為の未然防止について 
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５ 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」のリモート開催について 

６ 食料システム法について 

 

令 ７．１１．２７ 第３回常務理事会（於、日税連会議室） 

≪議決事項≫ 

一 運営評価委員会委員の選任について 

二 公開研究討論会実施要綱の変更案について 

          ≪報告事項≫ 

１ 令和７年度の上半期事業概況について 

２ 令和７年度の上半期（中間）決算について 

３ 令和７年秋の叙勲受章者及び褒章受章者について 

４ 法対策実行本部の編成について 

５ 副部長及び副委員長の委嘱について 

６ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費用の支援

について 

７ 税務署における税理士掲示板の取扱いについて 

８ 債券による資金管理について 

９ 令和７年度「税を考える週間」行事実施要領について 

10 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について 

11 第４９回「日税研究賞」実施要領について 

12 第３回理事会付議議案について 

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 令和７年分確定申告期における税務署等の閉庁日対応の実施について 

２ 通勤手当の非課税限度額の引上げについて 

３ インボイス制度に関する周知について 

４ 政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マニュアル）の改定

について 

５ 食料システム法の計画認定制度における中小企業経営強化税制特例の申

請手続きについて 

６ 令和７年度「しわ寄せ」防止キャンペーン月間の実施について 

７ 令和７年分の所得税の確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周

知のお願いについて 

８ 相続税ｅ－Ｔａｘの利便性向上策等について 

 

令 ８． １． ８ 第４回常務理事会（於、ホテルオークラ東京） 

≪議決事項≫ 

21



一 会費の見直しに係る日本税理士会連合会会則及び会費免除規程の一部変

更案について 

（１）日本税理士会連合会会則の一部変更案 

（２）会費免除規程の一部変更案 

二 税理士名簿の登録等手数料に係る日本税理士会連合会会則及び税理士登

録等手数料取扱規程等の一部変更案について 

（１）日本税理士会連合会会則の一部変更案 

（２）税理士登録等手数料取扱規程の一部変更案 

（３）税理士法人届出等手数料取扱規程の一部変更案 

（４）税理士登録事務取扱規程の一部変更案 

三 評議員に対する書面による諮問について 

四 会員管理システムの構築について 

五 第４回理事会付議議案について 

≪報告事項≫ 

１ 対外機関委員への就任について 

２ 令和７年度「税理士記念日行事」に関する実施要領について 

３ 第５２回日税連公開研究討論会実施細目について 

４ 研究開発税制Ｑ＆Ａパンフレットの作成委託について 

５ 第６１回（令和８年度）全国統一研修会実施細目について 

６ 協議派遣事業におけるリモート税務支援推進補助金取扱要領及び令和８

年度における補助金上限額について 

７ 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について（令和６年

能登半島地震災害関連） 

８ 第六世代税理士用電子証明書に係る各種規定の変更について 

９ 次代の税理士制度を担う者、職業会計人の輩出・育成に向けた施策につ

いて 

10 令和８年度与党税制改正大綱に取り上げられた建議項目について 

11 令和７年度税務相談室の運営費用について 

令 ８． ３．２４ 第５回常務理事会（ウェブ会議） 

≪議決事項≫ 

一 臨時総会の招集日時及び場所について 

二 令和８年度日本税理士会館の修繕工事について 

三 会則第６８条の２に関する勧告について 

四 登録システム（ＲＥＯＳ）の機器類の更新について 

五 成年後見制度研修実施要領の全部変更案について 

六 第４回理事会付議議案について 
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≪報告事項≫ 

１ 総合企画室分科会の編成について 

２ 対外機関委員への就任について 

３ 税務相談室相談員の委嘱について 

４ 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について（令和６年

能登半島地震災害関連他） 

５ 令和８年度税理士職業賠償責任保険の加入促進に係る委託金について 

６ ホームページでの会員名簿の掲載にあたっての留意事項及び日税連税理

士情報検索サイトの活用について 

７ 事務局内複合機の入替について 

８ 創業支援セミナー等実施要領について 

９ 令和８年度地方公共団体に対する外部監査人・監査委員等への選任要請

活動及び成年後見制度利用促進に向けた連携等の活動に係る補助金の支

給について 

10 会員管理システム及び税理士マイページについて 

11 その他

（１）食料品消費税率ゼロについて

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 特定の基準所得金額の課税の特例について 

２ 国家公務員の再就職等規制について 

３ 令和９年１月以降の給与所得の源泉徴収票の提出方法の改正について 

４ 令和８年９月のｅＬＴＡＸ更改に伴うサービス停止期間について 

５ キャッシュレス納付推進動画の活用について

４ 理 事 会 

令 ７． ６．２５ 第１回理事会（於、日税連会議室）

≪議決事項≫ 

一 第６９回定期総会提出議案について 

第１号議案 令和６年度事業報告承認の件 

第２号議案 令和６年度決算承認の件 

第３号議案 日本税理士会連合会会則の一部変更の件 

第４号議案 日本税理士会連合会会務執行規則の一部変更の件 

第５号議案 令和７年度事業計画決定の件 

第６号議案 令和７年度予算決定の件

第７号議案 役員の任期満了に伴う改選の件 

二 第６９回定期総会の招集日時及び場所について 
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三 令和８年度税制改正に関する建議書（案）について 

≪報告事項≫ 

１ 税理士会会則の一部変更案に対する意見示達について 

２ 外部役員の指名について 

３ 令和７年度会長選任に関する日程等について 

４ 令和７年春の叙勲受章者について 

５ 対外機関への委員の就任について 

６ 事務局庶務規程の一部変更について 

７ 令和７年度被表彰者の選定について 

８ 事務局職員就業規程に基づく被表彰者の選定について 

９ 税務署掲示板の取扱いについて 

10 ○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）の一部変更について

11 次期税理士法改正へ向けた論点報告について 

12 第５１回公開研究討論会実施細目の一部変更について 

13 税理士情報の提供について 

14 令和７年度税務支援に関する国税庁への要望事項について 

15 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について 

16 国際関係事業に関する報告書について 

17 令和７年度電子申告に関する要望事項について 

18 第六世代税理士用電子証明書の発行に伴う税理士認証カードの交付につ

いて 

19 令和６年能登半島地震及び同地震被災地における令和６年９月２０日か

らの大雨被災者に対するフリーダイヤル税務相談事績について 

20 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費用の支援

について 

21 令和７年度「日本税理士会連合会・金子宏賞」受賞者について 

22 都市圏と地方圏が連携・融合した会務運営のための支部会員との意見交

換について 

23 その他

（１）分掌機関の事業活動概況について

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 業務センターへの郵送等に係る対応について 

２ 令和７年２月２１日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について 

３ 猶予制度に関するリーフレットの公表について 

４ 所得税の基礎控除の見直し等に関する周知について 

５ 防衛特別法人税の創設について
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６ 調査等におけるオンラインツールの利用等について 

７ インボイス登録センターの移転等について

８ 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」の開催について 

９ 政治資金監査の質の向上に係る総務省政治資金適正化委員会の取組につ

いて 

令 ７． ９．２４ 第２回理事会（於、日税連会議室）

≪議決事項≫ 

一 相談役の委嘱について 

二 会則１８条の２理事の選任について 

≪報告事項≫ 

１ 会長の職務を代理又は代行する副会長の指名について 

２ 副会長の担当部門の指定について 

３ 専務理事の委嘱とその職務分担について 

４ 部長及び委員長の委嘱について 

５ 常務理事の委嘱について 

６ 部・委員会の編成について 

７ 登録審査会委員の委嘱について 

８ 資格審査会委員の補充委嘱について 

９ 総合企画室の編成について 

10 税制審議会委員の委嘱について 

11 国際税務情報研究会委員の委嘱について 

12 税理士職業賠償責任保険調査委員会調査委員の推薦について 

13 評議員の委嘱について 

14 対外機関委員への就任について 

15 相談役の逝去について 

16 総合企画室規程の一部変更について 

17 法対策実行本部設置要綱の一部変更について 

18 令和６年能登半島地震災害対策本部の設置要綱の変更について 

19 国税庁幹部との懇談会について 

20 表彰規程第３条第１項第３号該当者の選定について 

21 表彰規程の一部変更について 

22 税理士掲示板における会員情報の掲載取止め時期について 

23 会則第６８条の２に関する勧告について 

24 税理士証票の定期的な交換義務の履行の推進について（示達） 

25 財政の安定化に向けた検討について 
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26 主要会議日程について 

27 その他 

（１）会議に係る情報公開の取り扱いについて

≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 国税審判官（特定任期付職員）の募集について 

２ 所得税の基礎控除の見直し等について 

３ 令和６年能登半島地震に係る国税の申告・納付等の期限延長措置の石川

県輪島市、珠洲市、鳳珠郡穴水町及び鳳珠郡能登町における終了につい

て 

４ 令和７年６月１３日付ＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪収益移転防止法の適

正な履行等について 

５ 宗教法人の売買に類似した取引による違法行為の助長防止に係る周知及

び注意喚起について 

６ 調査等におけるオンラインツールの利用等について 

７ 税理士法違反行為の未然防止について 

８ 令和７年度「政治資金監査に関する研修（登録時研修）」及び「政治資金

監査実務に関するフォローアップ研修」のリモート開催について 

９ 食料システム法について 

10 地域経済分析システムＲＥＳＡＳ説明会について 

11 ｅ－ＴａｘにおけるＩＤ・パスワード方式の見直しについて 

令 ７．１２．２３ 第３回理事会（於、日税連会議室）

≪報告事項≫ 

１ 令和７年秋の叙勲受章者及び褒章受章者について 

２ 運営評価委員会委員の選任について 

３ 分掌機関委員の変更について 

４ 法対策実行本部の編成について 

５ 副部長及び副委員長の委嘱について 

６ 対外機関委員への就任について 

７ 相談役の逝去について 

８ 税務署における税理士掲示板の取扱いについて 

９ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費用の支援

について 

10 公開研究討論会実施要綱の変更について 

11 ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議の開催結果について 

12 その他 

（１）分掌機関の事業活動概況について
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≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 令和７年分確定申告期における税務署等の閉庁日対応の実施について 

２ 通勤手当の非課税限度額の引上げについて 

３ インボイス制度に関する周知について

４ 政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マニュアル）の改定

について 

５ 食料システム法の計画認定制度における中小企業経営強化税制特例の申

請手続きについて 

６ 令和７年分の所得税の確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周

知のお願いについて 

７ 相続税ｅ－Ｔａｘの利便性向上策等について 

８ 令和７年分所得税の申告手続について

令 ８． ３．２５ 第４回理事会（ウェブ会議）

≪議決事項≫ 

一 日本税理士会連合会会則の一部変更案について 

二 臨時総会の招集日時及び場所について 

≪報告事項≫ 

１ 総合企画室分科会の編成について 

２ 対外機関委員への就任について 

３ 税務相談室相談員の委嘱について 

４ 会費免除規程の一部変更について 

５ 令和８年度日本税理士会館の修繕工事について 

６ 会則第６８条の２に関する勧告について 

７ 税理士登録等手数料取扱規程の一部変更について 

８ 税理士法人届出等手数料取扱規程の一部変更について 

９ 税理士登録事務取扱規程の一部変更について 

10 登録システム（ＲＥＯＳ）の機器類の更新について 

11 成年後見制度研修実施要領の全部変更について 

12 評議員に対する書面による諮問について 

13 会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について（令和６年

能登半島地震災害関連他） 

14 会員管理システムの構築について 

15  令和８年度与党税制改正大綱に取り上げられた建議項目について 

16 その他 

（１）分掌機関の事業活動概況について

（２）食料品消費税率ゼロについて
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≪省庁等からの周知依頼≫ 

１ 特定の基準所得金額の課税の特例について 

２ 国家公務員の再就職等規制について 

３ 令和９年１月以降の給与所得の源泉徴収票の提出方法の改正について 

４ 令和８年９月のｅＬＴＡＸ更改に伴うサービス停止期間について 

５ キャッシュレス納付推進動画の活用について

５ 監 事 会 

令 ７． ４． １ 現金監査（於、日税連会議室）

令和７年３月３１日現在の現金等の有高について

令 ７． ４． １ 常任監事打合せ（ウェブ会議）

１ 令和６年度期末監査の進め方について

令 ７． ７． １ 第１回監事会（於、日税連会議室）

～ １ 令和６年度の会計及び業務の監査について

令 ７． ７． ２ （１）事業報告書（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（２）計算書類（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

令 ７． ８．２７ 第２回監事会（於、日税連会議室）

１ 常任監事の互選について

２ 監事の代表者の選出について

３ 今後の監査計画について

（１）監事会等の日程

（２）監査の分担

４ その他

令 ７．１０． １ 現金監査（於、日税連会議室）

令和７年９月３０日現在の現金等の有高について

令 ７．１０． １ 常任監事打合せ（ウェブ会議）

１ 令和７年度中間監査の進め方について

令 ７．１２． ９ 第３回監事会（於、日税連会議室（１日目）・ウェブ会議（２日目））

～ １ 令和７年度上半期の会計及び業務の監査について

令 ７．１２．１０ （１）事業報告書（令和７年４月１日から令和７年９月３０日まで）
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（２）計算書類（令和７年４月１日から令和７年９月３０日まで）

６ 評 議 員 会 

特記事項なし

７ 顧問・相談役会 

令 ７． ７．２４ 顧問相談役・執行役員懇談会（於、帝国ホテル）

１ 都市圏と地方圏が連携・融合した会務運営のための支部会員との意見交

換について

２ 研修について

３ 税理士法改正について
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三 部・委員会等に関する事項              

１ 総 務 部

表彰規程及び同実施細目を見直し、年齢要件を撤廃するとともに研修受講義務達成状況による除外

要件の整理等を行った。 

税理士情報検索サイトの機能の充実を踏まえ、税務署における税理士掲示板の取扱いについて検討

を行い、同掲示板から既存の名札を取り外し、今後は支部と税務署で協議の上で掲示板の所有者を判

定し、原則として、支部及び税務署の情報を掲載する掲示板として共同利用することとした。 

また、税理士職業賠償責任保険への加入促進に係る施策を検討するとともに、保険制度の安定的な

運営に努めた。 

このほか、日本税理士会館の適正な管理・運営に努めた。

令 ７． ４．２８ 第１回総務部常任委員会（於、日税連会議室）

１ 税理士職業賠償責任保険の加入促進方策について 

２ 日税連表彰に関する諸規則の見直しについて 

３ 令和７年度被表彰者の選定について 

４ 事務局表彰基準に基づく被表彰者の選定について 

５ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

６ 税理士会における会費免除について 

７ 事務引継事項について 

８ その他 

（１）税理士職業賠償責任保険事故例の会報掲載について 

（２）災害対応について 

（３）弔慰規程について 

（４）事務局庶務規程に基づく文書の電子収受について 

（５）衛生委員会の設置について 

（６）第３２回事務局職員研修会の開催結果について 

（７）第６２回事務局連絡会議の開催結果について 

（８）事務局メールシステム契約先における不正アクセスについて 

（９）会議スケジュール 

令 ７． ５．１２ 第１回総務部会（ウェブ会議）

１ 税理士職業賠償責任保険制度について 

２ 日税連表彰に関する諸規則の見直しについて 

３ 令和７年度被表彰者の選定について 
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４ 事務局表彰基準に基づく被表彰者の選定について 

５ 税理士情報検索サイトのシステム改修について 

６ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

７ 税理士会における会費免除について 

８ 事務引継事項について 

９ 個人情報漏えい・サイバーリスク保険（包括引受方式）について 

10 その他 

（１）災害対応について 

（２）弔慰規程について 

（３）事務局庶務規程に基づく文書の電子収受について 

（４）衛生委員会の設置について 

（５）第３２回事務局職員研修会の開催結果について 

（６）第６２回事務局連絡会議の開催結果について 

（７）事務局メールシステム契約先における不正アクセスについて 

（８）会議スケジュール 

 

令 ７． ７． ３ 第２回総務部常任委員会（ウェブ会議） 
１ 税理士職業賠償責任保険制度について 

２ 日税連表彰に関する諸規則の変更について 

３ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

４ 税理士会における会費免除について 

５ 育児・介護休業法への対応について 

６ 事務局インターネット回線の契約変更について 

７ 事務引継事項について 

８ 第６９回定期総会懇親会の運営について 

９ その他 

（１）令和６年度期末監査実施報告について 

（２）税理士情報検索サイトの公開情報変更依頼書について 

（３）会議スケジュール 

 

令 ７． ７． ８ 第２回総務部会（於、日税連会議室） 
１ 税理士職業賠償責任保険制度について 

２ 日税連表彰に関する諸規則の変更について 

３ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

４ 税理士会における会費免除について 

５ 育児・介護休業法への対応について 

６ 事務局インターネット回線の契約変更について 
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７ 事務引継事項について 

８ 第６９回定期総会懇親会の運営について 

９ その他 

（１）令和６年度期末監査実施報告について 

（２）税理士情報検索サイトの公開情報変更依頼書について 

（３）会議スケジュール 

令 ７． ９． ８ 第３回総務部会（於、日税連会議室）

１ 副部長候補者の推薦について 

２ 常任委員会等の設置について 

３ 令和７年度事業計画及び予算について 

４ 事務引継事項について 

５ 税理士掲示板の取扱いについて 

６ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

７ 表彰規程について 

８ 税理士会における会費免除について 

９ その他 

（１）税理士職業賠償責任保険の加入勧奨について 

（２）災害時初動対応について 

（３）会議スケジュール 

令 ７．１０．１０ 書面審議 

≪審議事項≫ 

１ 「税務署における税理士掲示板の取扱い（報告）」案について 

令 ７．１１．１３ 第３回総務部常任委員会（於、日税連会議室）

１ 税理士職業賠償責任保険の加入勧奨について 

２ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

３ 税理士会における会費免除について 

４ 第３３回全国事務局職員研修会について 

５ 全国税理士会紛議調停委員長会議の運営について 

６ その他 

（１）税理士掲示板の取扱いについて 

（２）新年賀詞交歓会について 

（３）第６３回全国事務局連絡会議について 

（４）会議スケジュール 
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令 ７．１２．１５ 第４回総務部会（於、日税連会議室） 

１ 税理士職業賠償責任保険の加入勧奨について 

２ 令和８年度事業計画案及び予算案について  

３ 令和８年新年賀詞交歓会について  

４ 税理士会における会員情報の取扱いについて 

５ 税理士会における会費免除について  

６ 第３３回全国事務局職員研修会について  

７ 第６３回全国事務局連絡会議の開催について 

８ その他 

（１）税理士掲示板の取扱いについて 

（２）日本税理士会館火災・地震保険について 

（３）日税連パンフレットの改定について 

（４）会議スケジュール 

令 ８． １．２３ 第４回総務部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 令和８年度日本税理士会館の修繕計画について  

２ 税理士職業賠償責任保険の加入勧奨について  

３ 税理士会における会員情報の取扱いについて  

４ 税理士会における会費免除について  

５ その他 

（１）税理士掲示板の取扱いについて 

（２）第７０回定期総会における表彰について 

（３）事務局内複合機の入替について 

（４）令和９年度税制改正建議書作成に係る意見募集について 

（５）会議スケジュール 

令 ８． ２．１０ 第５回総務部会（ウェブ会議） 

１ 令和８年度日本税理士会館の修繕計画について  

２ 税理士職業賠償責任保険の加入勧奨について  

３ 税理士会における会員情報の取扱いについて  

４ 税理士会における会費免除について  

５ 事務局内複合機の入替について  

６ その他 

（１）税理士掲示板の取扱いについて 

（２）第７０回定期総会における表彰について 

（３）令和９年度税制改正建議書作成に係る意見募集について 

（４）会議スケジュール 
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２ 財  務  部  
 
令和６年度決算に係る計算書類を作成するとともに、令和７年度の予算原案として、時代に即した

税理士制度の構築のための税理士法改正に向けた検討、電子申告・納税制度の利便性向上に向けた施

策の推進及び税理士の業務のデジタル化の推進並びに急速なデジタル化への対応、国民の税理士制度

への理解を深めるための対外広報の強化及び若年層が職業としての税理士に関心を持つための施策に

係る費用などを計上した。 
また、国家資格等情報連携・活用システムとの連携によるＲＥＯＳシステムの改修費用及び長期修

繕計画に基づく会館修繕費用について特定資産を取り崩して支出に充当するとともに、次年度以降の

修繕計画及び次世代税理士用電子証明書の発行に向けて特定資産の積立を行った。さらに、大規模災

害発生時における本会の機能回復と被災地税理士会への支援を目的とする大規模災害対策特定資産に

１億円を積み立てた。 
このほか、滞納会費の徴収整理事務が効率的に行われるとともに、より実効性のある手続となるよ

う「○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）」を改正し、併せて、「税理士会滞納会費徴収整理細

則Ｑ＆Ａ」の改訂を行った。 
 
令 ７． ４． ４ 第１回財務部会（於、長崎県長崎市） 
 １ 令和６年度特別会計決算見込について 
 ２ 令和７年度予算（案）について 
 ３ ○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）及び○○支部滞納支部会費

徴収整理細則（モデル）の一部変更案について 
 ４ 税理士会滞納会費徴収整理細則Ｑ＆Ａの改訂について 
 ５ 滞納会費事績等に係る資料提供方について 
 ６ その他 
           （１）今後の会議日程 
 
令 ７． ５．１２ 第２回財務部会（於、日税連会議室） 
 １ 令和６年度予算の科目間流用について 
 ２ 令和６年度決算（案）について 
 ３ 令和７年度予算（案）について 
 ４ 事務引継事項について 
 ５ 税理士会滞納会費徴収整理細則Ｑ＆Ａの改訂について 
 ６ その他 

（１）登録事務諸経費に関する調査への協力依頼について 
（２）今後の会議日程 
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令 ７． ９．２２ 第３回財務部会（於、日税連会議室） 
 １ 副部長候補者の推薦について 
 ２ 常任委員会の設置について 
 ３ 令和７年度財務部の事業計画及び予算について 
 ４ 事務引継事項について 
 ５ 令和７年度予算について 
 ６ 令和６年度期末監査指摘事項（経理関係）について 
 ７ その他 

（１）今後の会議日程 
 
令 ７．１１．１１ 第４回財務部会（ウェブ会議） 

１ 令和７年度上半期実績（中間決算）について 
２ 当部の令和８年度事業計画案及び予算案について 
３ 債券による資金管理について 
４ 滞納会費徴収整理事務に関する勉強会の開催について 
５ その他 

           （１）災害対策積立金に関する税理士会の対応状況 
           （２）今後の会議日程 
 
令 ８． ２． ９ 第５回財務部会（於、日税連会議室） 

１ 令和７年度中間監査指摘事項（経理関係）について 
２ 令和７年度一般会計決算見込について 
３ 令和８年度一般会計予算（案）について 
４ ○○税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）及び○○支部滞納支部会費

徴収整理細則（モデル）の一部変更案について 
５ 新公益法人会計基準について 
６ その他 

           （１）今後の会議日程 
 
３ 広 報 部 

 

機関紙「税理士界」を第１４４７号から第１４５８号まで発行し、本会の諸施策や動向及び業界ニ

ュース等を会員に報道したほか、同紙の電子化の具体的手法や税理士会会員への配信方法等について

検討を行った。 
対外広報ツールとして、全国統一ポスター、ＴＶＣＭ等の動画、「やさしい税金教室」、「Ｗｈａｔ’

ｓ税理士」、「こんなときこんな税金～私の税金ナビ～」を制作した。 
メディア展開としては、令和８年２月２３日に読売新聞全国版へ全面広告の出稿及びインターネッ
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ト上の各媒体へのウェブ広告出稿を行ったほか、令和８年２月１４日にＦＭラジオ特別番組「日本税

理士会連合会ｐｒｅｓｅｎｔｓ潮紗理菜の税理士さんに聞いてみよっ」を放送するなど、若者の税理

士への関心を喚起する施策に注力した。 
ホームページにおいては、計２７７件の情報更新を行い、納税者及び税理士会会員の利便性の視点

からの情報発信を行った。 
そのほか、令和８年度「税理士による租税講座」開設大学、職業説明会等、税を考える週間行事及

び税理士記念日行事の実施要領を具申した。 
 

令 ７． ４． ７ 編集小委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

２ 「税理士界」第１４４７号（４月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４４８号（５月１５日付）の原稿について 

４ 「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の企画立案について 

５ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ４．１５ 「税理士界」第１４４７号発行 

 

令 ７． ４．３０ 第１回広報ツール小委員会（ウェブ会議） 

１ 令和７年度対外広報ツールについて 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ４．３０ 第１回広報部会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

（１）令和７年度対外広報計画について 

（２）にちぜいくん使用申請の審査について 

（３）にちぜいくん使用報告について 

（４）にちぜいくんピンバッジについて 

（５）にちぜいくん着ぐるみについて 

（６）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４４８号（５月１５日付）の編集について 

（２）「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の企画案について 

（３）「税理士界」第１４４７号（４月１５日付）の発行報告について 

（４）最新の執筆者一覧 

（５）論壇の見直しについて 

（６）電子化について 

（７）会報の送付停止希望への対応について 
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３ 税理士による租税講座について 

４ 職業説明会等について 

５ 対外広報ツールについて 

６ 日税連ホームページについて 

７ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ５． ７ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

２ 「税理士界」第１４４８号（５月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４４９号（６月１５日付）の原稿について 

４ 「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の企画立案について 

５ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ５．１５ 「税理士界」第１４４８号発行 

 

令 ７． ５．２６ 第２回広報ツール小委員会（於、日税連会議室） 

１ 令和７年度対外広報ツールについて 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ５．２６ 第１回広報部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７年度対外広報計画について 

（２）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

２ 「税理士界」第１４４９号（６月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の企画案について 

４ 「税理士界」第１４４８号（５月１５日付）の発行報告について 

５ 「税理士界」の電子配信等について 

（１）電子化について 

（２）会報の送付停止希望への対応について 

（３）論壇の見直しについて 

６ 税理士による租税講座について 

７ 日税連ホームページについて 

８ 会議スケジュール その他 

（１）事務引継事項について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ６． ９ 編集小委員会（於、日税連会議室） 
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１ 対外広報について 

２ 「税理士界」第１４４９号（６月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の原稿について 

４ 「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の企画立案について 

５ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ６．１５ 「税理士界」第１４４９号発行 

 

令 ７． ６．２７ 第３回広報ツール小委員会（ウェブ会議） 

１ 令和７年度対外広報ツールについて 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ６．２７ 第２回広報部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

（１）令和７年度対外広報計画について 

（２）にちぜいくん使用申請について 

（３）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

２ 「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の企画案について 

４ 「税理士界」第１４４９号（６月１５日付）の発行報告について 

５ 「税理士界」の電子配信等について 

（１）電子配信について 

（２）会報の送付停止希望への対応について 

（３）論壇の見直しについて 

６ 税理士による租税講座について 

７ 「税を考える週間」行事実施要領について 

８ 日税連ホームページについて 

９ 会議スケジュール その他 

（１）事務引継事項について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ７． ７ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

２ 「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の原稿について 

４ 「税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の企画立案について 

５ 会議スケジュール その他 

38



 

 

令 ７． ７．１５ 「税理士界」第１４５０号発行 

 

令 ７． ７．２２ 第２回広報部会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７年度対外広報企画について 

（２）にちぜいくん使用申請の審査について 

（３）にちぜいくん使用報告について 

（４）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の編集について 

（２）「税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の企画案について 

（３）「税理士界」第１４５０号（７月１５日付）の発行報告について 

（４）最新の執筆者一覧について 

（５）単位会だよりアンケートについて 

（６）論壇の見直しについて 

（７）電子化について 

３ 令和７年度対外広報ツールについて 

４ 税理士による租税講座について 

５ 税を考える週間実施要領について 

６ 日税連ホームページについて 

７ 令和７年度事務引継事項について 

８ 会議スケジュール その他 

（１）令和６年度期末監査結果について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ８． ８ 編集小委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

２ 「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の編集について 

３ 「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の原稿について 

４ 「税理士界」第１４５４号（１１月１５日付）の企画立案について 

５ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ８．１５ 「税理士界」第１４５１号発行 

 

令 ７． ８．２９ 第３回広報部会（於、日税連会議室） 

１ 副部長候補者の推薦について 
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２ 常任委員会及び小委員会の設置について 

３ 広報部の所掌事項について 

４ 事業計画及び予算について 

５ 事務引継事項について 

６ 機関紙「税理士界」について 

（１）税理士界発行運営要綱(案)及び令和７・８年度編集計画(案) 

（２）「税理士界」第１４５１号（８月１５日付）の発行報告 

（３）「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の企画・編集 

（４）「税理士界」第１４５３号～第１４５５号の企画 

（５）「税理士界」今後の執筆者・担当会 

７ 広報キャラクターの使用申請について 

８ 「税理士による租税講座」令和８年度開設大学について 

９ 令和７年度「税を考える週間」行事実施要領について 

10 令和７年度「税理士記念日行事」に関する実施要領について 

11 会議スケジュール その他 

（１）日税連ホームページ運営要領 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ９． ８ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の原稿について 

３ 「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

（１）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の企画立案について 

（２）令和７年度対外広報用素材の取扱いについて 

（３）令和７年度会議スケジュール（案）について 

 

令 ７． ９．１５ 「税理士界」第１４５２号発行 
 

令 ７． ９．２６ 第３回広報部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

（１）令和７年度対外広報について 

（２）広報キャラクター「にちぜいくん」の使用について 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５２号（９月１５日付）の発行報告について 

（２）｢税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の企画案について 
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（４）｢税理士界｣ 第１４５６号（１月１５日付）の企画立案について 

（５）会報の電子化について 

（６）「論壇」原稿の依頼について 

３ 職業説明会等について 

４ 税理士による租税講座について 

５ 日税連ホームページについて 

６ 会議スケジュール その他 

（１）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７．１０． ７ 編集小委員会（於、日税連会議室） 

１ 「税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５４号（１１月１５日付）の原稿について 

３ 「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１０．１５ 「税理士界」第１４５３号発行 

 

令 ７．１０．３０ 第４回常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 

（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請について 

（３）広報キャラクターにちぜいくん着ぐるみについて 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５３号（１０月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５４号（１１月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の企画案について 

３ 職業説明会等について 

４ パンフレット「税理士になろう」について 

５ 日税連ホームページについて 

６ 会議スケジュール その他 

（１）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７．１１．１０ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 「税理士界」第１４５４号（１１月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の原稿について 
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３ 「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１１．１５ 「税理士界」第１４５４号発行 

 

令 ７．１２． １ 第４回広報部会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 

（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請・報告について 

（３）広報キャラクターにちぜいくん着ぐるみについて 

（４）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 

（５）パンフレット「税理士になろう」について 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５４号（１１月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の編集について 

（４）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の新春対談及び１面写真 

について 

（５）「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の企画案について 

３ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

４ 職業説明会等について 

５ 日税連ホームページについて 

６ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１２． ８ 編集小委員会（於、日税連会議室） 

１ 「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の原稿について 

３ 「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１２．１５ 「税理士界」第１４５５号発行 

 

令 ７．１２．２４ 第５回広報部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 

（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請について 

（３）にちぜいくんＬＩＮＥスタンプについて 
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（４）パンフレット「税理士になろう」について 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５５号（１２月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の原稿について 

（４）「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の企画案について 

３ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

４ 日税連ホームページについて 

５ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． １．１５ 「税理士界」第１４５６号発行 

 

令 ８． １．２７ 第６回広報部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 

（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請について 

（３）パンフレット「税理士になろう」について 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５６号（１月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の原稿について 

（４）「税理士界」第１４５９号（４月１５日付）の企画案について 

３ 会議スケジュール その他 

（１）会長インタビュー記事について 

（２）会議スケジュールについて 

 

令 ８． ２． ９ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の原稿について 

３ 「税理士界」第１４６０号（５月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ２．１５ 「税理士界」第１４５７号発行 

 

令 ８． ２．２６ 第５回広報部会（ウェブ会議） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 
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（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請・報告について 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５７号（２月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４６０号（５月１５日付）の企画案について 

（４）「税理士界」今後の執筆者担当会について 

（５）単位会だよりに関するアンケートについて 

３ 対外広報ツールについて 

４ 日税連ホームページについて 

５ 会議スケジュール その他 

（１）会報の電子化について 

（２）会議スケジュールについて 

 

令 ８． ３． ６ 編集小委員会（ウェブ会議） 

１ 「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の編集について 

２ 「税理士界」第１４５９号（４月１５日付）の原稿について 

３ 「税理士界」第１４６１号（６月１５日付）の企画立案について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ３．１５ 「税理士界」第１４５８号発行 

 

令 ８． ３．３０ 第７回広報部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 対外広報について 

（１）令和７・８年度対外広報について 

（２）広報キャラクターにちぜいくんの使用申請について 

（３）対外広報ツールについて 

２ 機関紙「税理士界」について 

（１）「税理士界」第１４５８号（３月１５日付）の発行報告について 

（２）「税理士界」第１４５９号（４月１５日付）の編集について 

（３）「税理士界」第１４６０号（５月１５日付）の原稿について 

（４）「税理士界」第１４６１号（６月１５日付）の企画案について 

３ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ３．３０ 全国女性税理士連盟との対外広報ツールに関する協議会（於、日税連会議室） 

１ 令和７年度版「やさしい税金教室」等の発行報告について 

２ 令和８年度版「やさしい税金教室」等の制作委託について 

３ 今後のスケジュールについて 
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４ 制 度 部 

 

 次期税理士法改正に向けて、令和４年税理士法改正において要望したものの改正に至らなかった項

目や継続的に検討されてきた項目について、論点と方向性について検討し、「次期税理士法改正へ向け

た論点報告」として取りまとめた。また、論点等について早期改正を目指す項目、中長期的に検討す

る項目に整理した上で検討を進めた。 

 

令 ７． ４．１５ 第１回制度部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 令和７年度事務引継事項について 

３ 会議スケジュール その他 

（１）制度部に寄せられた税理士法関連の照会（個別事案） 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ４．３０ 第１回制度部会（於、日税連会議室） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 令和７年度事務引継事項について 

３ 会議スケジュール その他 

（１）税理士法に関する問合せ事績の報告 

（２）会議スケジュール 

 
令 ７． ５． ８ 第２回制度部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 会議スケジュール その他 

（１）制度部に寄せられた税理士法関連の照会（個別事案） 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ９．２９ 第２回制度部会（於、日税連会議室） 

１ 当部の構成について 

（１）副部長候補者の推薦 

（２）常任委員会の設置 

２ 所掌事項並びに令和７年度の事業計画及び予算について 

３ 事務引継事項について 

４ 「次期税理士法改正へ向けた論点報告」について 

５ 会議スケジュ－ル その他 

（１）税理士法に関する問合せ事績の報告 
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（２）令和７年度（第７５回）税理士試験試験問題に関するアンケートの実

施について（依頼） 

（３）会議スケジュール 

 

令 ７．１１．１７ 第３回制度部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 会議スケジュール その他 

（１）会議スケジュール 

 

令 ７．１２． ８ 第３回制度部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

２ 次期税理士法改正に関する検討について 

３ 会議スケジュール その他 

（１）税理士法に関する問合せ事績の報告 

（２）会議スケジュール 

 

令 ８． ２． ９ 第４回制度部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 会議スケジュール その他 

（１）ｅ‐Ｔａｘ・ｅＬＴＡＸダイレクト納付、キャッシュレス納付の税務

代理事例について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ８． ３．２６ 第４回制度部会（ウェブ会議） 

１ 次期税理士法改正に関する検討について 

２ 会議スケジュ－ル その他 

（１）税理士法人の有限責任について 

（２）ダイレクト納付の税理士業務該当性について 

（３）会議スケジュール 

 
５ 調 査 研 究 部 
 

「令和８年度税制改正に関する建議書（案）」を取りまとめて具申した。 
また、各政党等からの税制改正ヒアリングに対応するとともに、税制及び税務行政における様々な

課題について関係省庁との協議・意見交換を行った。 
第５１回公開研究討論会を東京地方税理士会、千葉県税理士会及び関東信越税理士会との共催によ

り開催したほか、第４８回日税研究賞を公益財団法人日本税務研究センターとの共催により実施した。 
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「中小企業の会計に関する指針」について、日本公認会計士協会、日本商工会議所、企業会計基準

委員会とともに改訂作業を進めた。 
 

令 ７． ４． ８ 第１回調査研究部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 全体会議の運営について 

 

令 ７． ４． ８ 第１回調査研究部会（ウェブ会議） 

１ 令和８年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 公開研究討論会・拡大部会について 

３ 会議スケジュ－ル その他 

（１）税理士会税務研究所等連絡会議（仮）について 

（２）第４８回日税研究賞募集結果について 

（３）関係官庁・関連団体との打合せ実績の報告 

（４）『税研』連載「わが会の税制改正意見」執筆スケジュール 

（５）会議スケジュール 

 

令 ７． ４．２２ 第２回調査研究部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 公開研究討論会・拡大部会について 

３ 会議スケジュ－ル その他 

（１）税理士会税務研究所等連絡会議（仮）について 

（２）関係官庁・関連団体との打合せ実績の報告 

（３）『税研』連載「わが会の税制改正意見」執筆スケジュール 

（４）会議スケジュール 

 

令 ７． ５．１２ 第２回調査研究部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 事務引継事項について 

３ 公開研究討論会・拡大部会について 

４ 会議スケジュ－ル その他 

（１）税理士会税務研究所等連絡会議（仮）について 

（２）関係官庁・関連団体との打合せ実績の報告 

（３）『税研』連載「わが会の税制改正意見」執筆スケジュール 

（４）会議スケジュール 

 

令 ７． ９．１６ 第３回調査研究部会（於、日税連会議室） 

１ 当部の構成について 
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（１）副部長候補者の推薦 

（２）常任委員会の設置 

２ 所掌事項並びに令和７年度の事業計画及び予算について 

３ 事務引継事項について 

４ 公開研究討論会・拡大部会について 

５ 会議スケジュ－ル その他 

（１）令和９年度税制改正建議書（案）の審議方針等について 

（２）税務研究所等連絡会議について 

（３）日本税務研究センター機関誌『税研』の連載について 

（４）会議スケジュール 

（５）その他 

 

令 ７．１２． ５ 第４回調査研究部会（於、日税連会議室） 

１ 第５２回日税連公開研究討論会について 

２ 税理士会税務研究所等連絡会議の運営について 

３ 会議スケジュ－ル その他 

（１）『税研』連載「わが会の税制改正意見」執筆スケジュール 

（２）会議スケジュール 

（３）関係官庁・関連団体との打合せ実績の報告 

 

令 ７．１２．２４ 書面審議 

≪審議事項≫ 

１ 令和８年度事業計画（案）及び予算（案）について 

 
令 ８． １． ６ 第５回調査研究部会（ウェブ会議） 

１ 令和８年度事業計画（案）及び予算（案）について  

２ 令和８年度与党税制改正大綱に取り上げられた建議項目について  

３ 会議スケジュ－ル 

 

令 ８． ２．１３ 第６回調査研究部会（ウェブ会議） 

１ 令和９年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 第５２回日税連公開研究討論会・拡大部会について 

３ 申告期限延長の検討に伴う地方自治体向けアンケートについて 

４ 会議スケジュ－ル その他 

（１）関係官庁等との検討スケジュール案 

（２）『税研』連載「わが会の税制改正意見」執筆スケジュール 

（３）会議スケジュール 
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令 ８． ３．１９ 第３回調査研究部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 令和９年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 第５２回日税連公開研究討論会・拡大部会について 

３ 会議スケジュ－ル その他 

（１）関係官庁等との検討スケジュール案 

（２）会議スケジュール 

 

令 ８． ３．３１ 第７回調査研究部会（於、日税連会議室） 

１ 令和９年度税制改正に関する建議書（案）の取りまとめについて 

２ 第５２回日税連公開研究討論会・拡大部会について 

３ 会議スケジュ－ル その他 

（１）関係官庁等との検討スケジュール案 

（２）会議スケジュール 

 
６ 業 務 対 策 部        

 
 令和４年税理士法改正により税理士法第２条の３が新設され、税理士の業務におけるＩＣＴ化の推

進が明確化されたことを受けて、税理士業務のデジタル化を喫緊の課題として位置付け、業務処理簿

のデジタル化に向けた検討を進めた。 
 また、国税庁が政府共通の業務実施環境であるＧＳＳを導入し、調査等へのオンラインツール活用

を進めていることを受け、先行実施局である金沢・福岡両国税局の実施状況に係る情報を逐次収集し、

実務対応のためのＱ＆Ａ作成等に向けた検討を行った。 
 このほか、本会と全国社会保険労務士会連合会との間で締結されている「税理士又は税理士法人が

行う付随業務の範囲に関する確認書」について、これまで同様、各税理士会と各社会保険労務士会と

の間において定期的な確認の場を設けるよう、各税理士会に対して周知を行った。 
 

令 ７． ４．２２ 第１回業務対策部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 書面添付制度について 

２ 事務引継事項について 

３ 会議スケジュール、その他 

 

令 ７． ６． ９ 第１回業務対策部会（於、日税連会議室） 

１ 書面添付制度について 

２ 事務引継事項について 

３ 会議スケジュール、その他 
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令 ７．１０． ７ 第２回業務対策部会（於、日税連会議室） 

１ 当部の構成について 

（１）副部長候補者の推薦について 

（２）常任委員会の設置について 

（３）小委員会の設置について 

２ 令和７年度事業計画及び予算について 

３ 事務引継事項について 

４ 今期の業務対策部の進め方について 

５ 会議スケジュール、その他 

（１）周知依頼文書について 

（２）会議スケジュールについて 

 

令 ７．１１．１０ 第２回業務対策部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 書面添付制度について 

２ 業務処理簿のデジタル化について 

３ 犯罪収益移転防止法に係る研修動画の収録について 

４ 調査等におけるオンラインツールの利用に係るＱ＆Ａについて 

５ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

６ 会議スケジュール、その他 

（１）社労士法違反による税理士の逮捕について 

（２）会議スケジュールについて 

 

令 ７．１２．１５ 第３回業務対策部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

２ 書面添付制度について 

３ 業務処理簿のデジタル化について 

４ 犯罪収益移転防止法に係る研修動画の収録について 

５ 調査等におけるオンラインツールの利用に係るＱ＆Ａについて 

６ 会議スケジュール、その他 

（１）監事会指摘事項 

（２）社会保険労務士会との協議会について 

（３）会議スケジュールについて 

 

令 ８． １．２１ 第３回業務対策部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 書面添付制度について 

２ 業務処理簿のデジタル化について 

３ 「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集について 
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４ 調査等におけるオンラインツールの利用に係るＱ＆Ａについて 

５ 会議スケジュール、その他 

（１）改正行政書士法への対応について 

（２）会議スケジュールについて 

 
令 ８． ３．２７ 第４回業務対策部会（ウェブ会議） 

１ 令和８年度予算要求額の調整について 

２ 書面添付制度 について 

３ 業務処理簿のデジタル化 について 

４ 調査等におけるオンラインツールの利用に係るＱ＆Ａについて 

５ 会議スケジュール、その他 

（１）「令和９年度税制改正に関する建議書」への意見提出について 

（２）国税庁からの周知依頼について 

（３）会議スケジュールについて 

 
７ 研  修  部        

 
 研修受講達成率向上に向け、引き続きウェブ研修の充実を図った。 

 全国統一研修会については、令和８年度実施分に係る実施本数及びテーマについて、研修全体の構

成や分野間のバランス等も踏まえながら調整を行った。 

 登録時研修については、その位置付けや運用のあり方等を踏まえ、受講義務化に向けた課題の整理

及び関連諸規則の見直しについて検討した。 

職業倫理に関する研修については、これまでの当部における議論の経緯を踏まえ、税理士に求めら

れる職業倫理の重要性に鑑み、職業倫理に関する研修の義務化について検討を行うとともに、これに

伴う諸規則の見直しについて検討した。また、全国統一研修会として、「税理士の職業倫理」をテーマ

とする研修について配信を行った。 

マルチメディア研修としては、「令和７年度税制改正について」のほか、「特定非営利活動法人(ＮＰ

Ｏ法人)の税務と会計について」、「マネー・ローンダリング等対策について」及び「調査におけるオン

ラインツールの活用について」の時宜に適った４テーマを収録・配信した。 

 

令 ７． ４． ３ 第１回研修部常任委員会（ウェブ会議） 

 １ 令和７年度予算要求額の調整について 

 ２ 全国統一研修会について 

 ３ マルチメディア研修について 

 ４ 登録時研修について 

 ５ 倫理研修について 

 ６ 事務引継事項について 
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 ７ 日税連表彰に関する諸規則の見直しについて 

 ８ 会議スケジュール、その他 

 

令 ７． ４．１４ 書面審議 

≪審議事項≫ 

１ 登録時研修の義務化について 中間報告 

 

令 ７． ５． ８ 第１回研修部第二小委員会（於、日税連会議室） 

 １ 倫理研修について 

 

令 ７． ６． ６ 第１回研修部会（於、日税連会議室） 

 １ 全国統一研修会について 

 ２ マルチメディア研修について 

 ３ 登録時研修について 

 ４ 倫理研修について 

 ５ 事務引継事項について 

 ６ 会議スケジュール、その他 

 

令 ７． ９．１７ 第２回研修部会（於、日税連会議室） 

 １ 当部の構成について 

（１）副部長候補者の推薦について 
（２）常任委員会の設置について 
（３）小委員会の設置について 

 ２ 令和７年度事業計画及び予算について 

 ３ 事務引継事項について 

 ４ 登録時研修について 

（１）登録時研修の義務化について 
（２）登録時研修テキスト改訂について 

 ５ 倫理研修について 

 ６ 全国統一研修会について 

（１）令和７年度の日税連収録担当のテーマについて 
（２）令和８年度の日税連収録担当のテーマについて 
（３）令和９年度の日税連配信分の検討について 

 ７ マルチメディア研修について 

 ８ 会議スケジュール、その他 

 （１）税務大学校からの後援依頼について 
 （２）中小企業会計学会からの後援依頼について 
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 （３）日本地方自治研究学会からの後援依頼について 
 （４）今後の会議スケジュールについて 

 

令 ７．１０．２３ 第２回研修部常任委員会（於、日税連会議室） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 

           ３ 全国統一研修会について 

           ４ マルチメディア研修について 

           ５ 会議スケジュール、その他 

                      （１）令和６年度研修受講義務達成率について 

                     （２）会員研修に関するヒアリングについて 

                     （３）日本会計研究学会からの後援依頼について 

                     （４）税務大学校からの後援依頼について 

                     （５）中小企業会計学会からの後援依頼について 

（６）今後の会議スケジュールについて 

            

令 ７．１１．１２ 第２回研修部第二小委員会（於、日税連会議室） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 

           ３ 会議スケジュール、その他 

 

令 ７．１１．１７ 第３回研修部常任委員会（ウェブ会議） 

           １ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

           ２ 登録時研修について 

           ３ 倫理研修について 

           ４ 全国統一研修会について 

           ５ 提供研修について 

           ６ マルチメディア研修について 

           （１）令和７年度マルチメディア研修の実施状況について 

（２）令和７年度第２回マルチメディア研修実施細目（案）について 

（３）令和７年度第３回マルチメディア研修実施細目（案）について 

（４）令和７年度第４回マルチメディア研修実施細目（案）について 

           ７ 会議スケジュール、その他 

 

令 ７．１２． ２ 第３回研修部会（於、日税連会議室） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 
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           ３ 全国統一研修会について 

           ４ マルチメディア研修について 

           ５ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

           ６ 会議スケジュール、その他 

           （１）研修の配信期間について 

（２）受講時間等の公表について 

（３）研修受講管理システムのメンテナンス時間について 

（４）令和６年度研修受講義務達成率について 

（５）今後の会議スケジュールについて 

 

令 ７．１２．１５ 書面審議 

 ≪審議事項≫ 

 １ 令和７年度第４回マルチメディア研修実施細目について 

 

令 ７．１２．２４ 第３回研修部第二小委員会（ウェブ会議） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 

           ３ 会議スケジュール、その他 

 

令 ８． １．１３ 第１回研修部第一小委員会（於、日税連会議室） 

           １ 全国統一研修会について 

           （１）令和９年度全国統一研修会について 

（２）令和８年度全国統一研修会について 

（３）令和８年度全国統一研修会（本会配信分）について 

（４）令和７年度マルチメディア研修について 

           ２ 会議スケジュール、その他 

 

令 ８． ２． ５ 第４回研修部会（ウェブ会議） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 

           ３ 全国統一研修会について 

           ４ 会議スケジュール、その他 

           （１）研修受講管理システムにおける支部所属会員の受講状況等の確認方法

について 

（２）受講率向上に向けたデータ分析について 

（３）「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集について 

（４）令和７年度中間監査について 

54



 

（５）今後の会議スケジュールについて 

 

令 ８． ３．２３ 第４回研修部第二小委員会（ウェブ会議） 

           １ 登録時研修について 

           ２ 倫理研修について 

（１）登録時研修・倫理研修及び登録前研修の必修化に係るシステム改修に

ついて 

３ 会議スケジュール、その他 

 

令 ８． ３．２６ 第２回研修部第一小委員会（ウェブ会議） 

           １ 全国統一研修会について 

（１）令和９年度全国統一研修会について 
（２）令和９年度全国統一研修会の実施本数について 

（３）令和９年度全国統一研修会の収録テーマについて 

（４）その他 

２ 会議スケジュール、その他 

 
８ 税務支援対策部 
 
受託事業について、前年度の税務支援の実施結果を受け、要望事項を検討し、正副会長会の協議決

定を経て、国税庁個人課税課に対し８項目の要望を提出した。 

協議派遣事業について、全国商工会連合会及び全国農業協同組合中央会との懇談会を開催し、前年

度の協議派遣事業の事績を踏まえ意見交換を行った。また、税理士過疎地、離島及び遠隔地等におけ

るＩＣＴを活用したリモート対応を促進するために、協議派遣団体との事前調整に係る旅費の補助を

目的とした「リモート税務支援推進補助金」の創設について検討し、当該取扱要領を制定した。 

このほか、「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス新法）の施行に伴

い、税理士会等が税務支援に従事する税理士に対して同法に則った対応を行うようモデル文書等を作

成し、税理士会に対する周知を行った。 
 
令 ７． ５．１６ 第１回税務支援対策部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 令和７年度税務支援に係る国税庁への要望事項について 

２ 事務引継事項について 

３ フリーランス新法への対応について 

４ その他 

（１）令和６年能登半島地震に係る支援施策について 

（２）会議スケジュール 
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令 ７． ６．１５ 第１回税務支援対策部会（於、島根県松江市） 

１ 令和７年度税務支援に係る国税庁への要望事項について 

２ 事務引継事項について 

３ フリーランス新法への対応について 

４ 令和６年度「特設の会場で行う税務相談」事績報告書について 

５ その他 

（１）令和６年能登半島地震に係る支援施策について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ９．１６ 第２回税務支援対策部会（於、日税連会議室） 

１ 副部長候補者の推薦について 

２ 常任委員会の設置について 

３ 令和７年度事業計画及び予算について 

４ 事務引継事項について 

５ 税務支援に係る国税庁に対する要望事項について 

６ 全国商工会連合会・全国農業協同組合中央会との懇談会について 

７ 協議派遣事業及び確定申告期受託事業における電子申告（代理送信）に

ついて 

８ その他 

（１）フリーランス新法への対応について 

（２）令和６年度「特設の会場で行う税務相談」事績報告書について 

（３）令和６年能登半島地震について 

（４）会議スケジュール 

 

令 ７．１０．３１ 第２回税務支援対策部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 事務引継事項に係る基本的対応の方向性について 

２ 税務支援事業におけるリモート対応について 

３ 全国商工会連合会・全国農業組合中央会との懇談会について 

４ 協議派遣事業及び確定申告期受託事業における電子申告（代理送信）に

ついて 

５ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

６ その他 

（１）税務支援に関する要望事項に係る国税庁との意見交換について 

（２）受託事業に係るアンケートについて 

（３）フリーランス新法への対応について 

（４）令和６年能登半島地震について 

（５）会議スケジュール 
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令 ７．１２． ４ 第３回税務支援対策部会（於、日税連会議室） 

１ 事務引継事項に係る基本的対応の方向性について 

２ 税務支援事業におけるリモート対応について 

３ 全国商工会連合会・全国農業協同組合中央会との懇談会について 

４ 協議派遣事業及び確定申告期受託事業における電子申告（代理送信）に

ついて 

５ 離島等における税務支援について 

６ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

７ 令和７年度税務支援事績報告書及び従事義務に係る報告書について 

８ その他 

（１）税務支援に関する要望事項に係る国税庁との意見交換について 

（２）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（３）受託事業に係るアンケートについて 

（４）フリーランス新法への対応について 

（５）会議スケジュール 

 

令 ８． ３．２３ 第４回税務支援対策部会（ウェブ会議） 

１ 離島等対策費の交付について 

２ 令和７年度税務支援実施状況について 

３ 令和８年度税務支援に関する要望事項について 

４ 税務支援受託事業の在り方について 

５ 税務支援事業におけるリモート対応について 

６ その他 

（１）令和８年度予算案について 

（２）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（３）フリーランス新法への対応について 

（４）会議スケジュール 

 
９ 綱 紀 監 察 部        

 
長期会費滞納者に関する諮問書の提出を受け、その手続が適正に行われているかを調査し、税理士

会への勧告の適否を検討の上、その結果を具申した。 
また、税理士業務の適法性を簡易に自己診断できるセルフチェックシートのひな型を作成し、個々

の税理士が自らの業務を振り返る機会を設けることで、税理士法違反行為の未然防止を図った。 
このほか、税理士法以外の一般法令に違反した税理士会員に対して各税理士会が行う会則処分につ

いて、その量定基準を設けるべく、これまでの会則処分履歴を基に検討を行った。 
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令 ７． ５．１４ 第１回綱紀監察部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 長期会費滞納者への対応について 

２ 会計法人の事務取扱規程に係る注意喚起事項について 

３ 業務チェックリストの作成について 

４ 事務引継事項について 

５ 会議スケジュール、その他 

（１）綱紀保持に係る協議会等の開催及び事績報告について 
（２）綱紀事例に関する情報共有について 
（３）今後のスケジュール 

 

令 ７． ６．１０ 第１回綱紀監察部会（於、日税連会議室） 

１ 長期会費滞納者への対応について 

２ 会計法人の事務取扱規程に係る注意喚起事項について 

３ 業務チェックリストの作成について 

４ 事務引継事項について 

５ 会議スケジュール、その他 

（１）綱紀保持に係る協議会等の開催及び事績報告について 
（２）「次期税理士法改正へ向けた論点報告」について 
（３）綱紀事例に関する情報共有について 

 

令 ７． ７．１０ 書面審議 

     ≪審議事項≫ 

１ 事務引継事項ついて 

２ 「綱紀事案未然防止のためのセルフチェックシート」について 

 

令 ７． ９． ８ 第２回綱紀監察部会（於、日税連会議室） 

１ 当部の構成について 

（１）副部長候補者の推薦について 
（２）常任委員会等の設置について 
（３）その他 

２ 事業計画及び予算の確認について 

３ 事務引継事項について 

４ 今期における取組事項について 

５ 財務大臣による懲戒処分を受けた会員への対応について 

６ 会議スケジュール その他 

（１）長期会費滞納会員に対する懲戒手続に係る勧告について 
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（２）令和８年度税制改正建議書に係る意見募集について 
（３）綱紀事例に関する情報共有について 
（４）今後のスケジュールについて 

 
令 ７．１１．１１ 第２回綱紀監察部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

２ 会則処分の量定基準について 

３ 税理士法人の運営について 

４ 令和７年度全国統一研修会への出講について 

５ 会議スケジュール その他 

（１）綱紀事例に関する情報共有について 

（２）今後のスケジュールについて 
 

令 ７．１２． ４ 第３回綱紀監察部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

２ 会則処分の量定基準について 

３ 長期会費滞納者への対応について 

４ 会議スケジュール その他 

（１）綱紀保持に係る協議会等の開催及び事績報告について 

（２）綱紀事例に関する情報共有について 

（３）今後のスケジュールについて 

 

令 ８． ２． ３ 第３回綱紀監察部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 会則処分の量定基準について 

２ 長期会費滞納者への対応について 

３ 「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集について 

４ 会議スケジュール その他 

（１）財務大臣による懲戒処分を受けた会員への対応状況について 

（２）綱紀事例に関する情報共有について 

（３）今後のスケジュールについて 

 

令 ８． ３．１８ 第４回綱紀監察部会（ウェブ会議） 

１ 会則処分の量定基準について 

２ 長期会費滞納者への対応について 

３ 綱紀関係諸規則の見直しについて 

４ 財務大臣による懲戒処分を受けた会員への対応状況について 

５ 会議スケジュール その他 
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（１）令和８年度綱紀監察部予算案について 

（２）「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集について 

（３）懲戒処分を受けた会員への対応について 

（４）綱紀事例に関する情報共有について 

（５）今後のスケジュールについて 

 

１０ 登 録 調 査 部        
 
令和７年度においては、延べ２，７９１件の新規登録申請について、登録適否に係る登録調査を行

い、その結果を登録審査会に報告したほか、旧姓使用１２０件、旧姓使用取止め３０件を承認した。 
 
令 ７． ４．１８ 第１回登録調査部会（於、日税連会議室） 
 １ 新規登録申請２０５件に係る登録適否調査について 
 ２ 旧姓使用承認申請１１件について 
 ３ 旧姓使用取止承認申請４件について 
 ４ 税理士証票の定期交換の未申請者に係る分類と実態調査の結果について 
 ５ 会議日程について 
 ６ その他 

（１）税理士証票交付式に係るアンケートの実施について 

（２）今年度の税理士証票の定期交換申請書の送付について（報告） 

（３）登録申請者の住基情報の取得について（報告） 

 

令 ７． ５．１６ 第２回登録調査部会（於、日税連会議室） 
 １ 新規登録申請１２２件に係る登録適否調査について 
 ２ 登録不適当の意見を付して進達されたもの１件について 
 ３ 旧姓使用承認申請７件について 
 ４ 旧姓使用取止承認申請２件について 
 ５ 税理士証票の定期交換の未申請者に対する施策について 

（１）周知依頼文書について 
（２）未申請者を被表彰の対象から除外することについて 
（３）税理士法第３２条の徹底について 
（４）その他 

 ６ 事務引継事項について 
 ７ 次回会議日程について 
 ８ その他 
 
令 ７． ６．１３ 第３回登録調査部会（於、日税連会議室） 
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 １ 新規登録申請２０４件に係る登録適否調査について 
 ２ 旧姓使用承認申請１６件について 
 ３ 旧姓使用取止承認申請１件について 
 ４ 事務引継事項について 
 ５ 国家資格等情報連携・活用システムへの対応について 
 ６ 税理士登録の手引きの改訂について 
 ７ 税理士登録調査事務必携の改訂について 
 ８ 税理士証票の定期交換の未申請者に対する施策について 

（１）定期交換の周知徹底について 
（２）定期交換義務の履行に係る情報の公開について 
（３）未申請者を被表彰の対象から除外することについて 

 ９ 次回会議日程について 
 10 その他 

（１）税理士認証カードの税理士証票交付（伝達）式での配布について 

（２）次期税理士法改正に向けた論点報告に係る意見募集の結果について 

（３）会則第４４条第４項及び第５０条の７第３項の適用について 

（４）令和６年度登録事務事績表について 

 

令 ７． ７．１６ 第４回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請１８１件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請２件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請２件について 

４ 税理士証票の定期交換の未申請者を被表彰者の対象から除外することに

ついて 

 ５ 公認会計士法第４条（欠格条項）該当者の取扱いについて 

 ６ 次回会議日程について 

 ７ その他 

 （１）税理士証票の定期交換事務における証票交付日の入力について 

 

令 ７． ８．１８ 第５回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請１５６件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請７件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請４件について 

 ４ 次回会議日程について 

 

令 ７． ９．１８ 第６回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 当部の構成について 
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（１）副部長候補者の推薦について 

（２）常任委員会の設置について 

 ２ 今後の運営について 

（１）会議日程 

（２）登録調査部会における代理出席について 

（３）登録申請書の調査方法について 

 ３ 事業計画及び予算について 

 ４ 事務引継事項について 

 ５ 新規登録申請６０１件に係る登録適否調査について 

 ６ 旧姓使用承認申請１１件について 

 ７ 旧姓使用取止承認申請２件について 

 ８ 次回会議日程について 

 ９ その他 

（１）税理士名簿未登録者(登録申請予定者)のＨＰ紹介や名刺の記載内容に 

ついて 

 

令 ７．１０．１４ 第７回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請２６９件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請１１件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請１件について 

 ４ 会議日程について 

 ５ その他 

 （１）税理士名簿未登録者のＨＰ紹介や名刺の記載内容について 

 （２）新規登録申請者の登録調査における面接について 

 （３）ＲＥＯＳの機器更新について 

 （４）税理士登録の手引き等の改訂について 

 

令 ７．１１．１４ 第８回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請２０６件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請１４件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請１件について 

 ４ 会議日程について 

 ５ その他 

 （１）税理士の登録事務に係る手数料等の値上げの検討について 

 （２）ＲＥＯＳの機器更新について 

 （３）登録調査における個人情報の取扱いについて 

 （４）通称名の登録について 
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 （５）税理士名簿未登録者のＨＰ紹介や名刺の記載内容について 

 

令 ７．１２．１７ 第９回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請１７９件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請８件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請７件について 

 ４ 会議日程について 

 ５ その他 

 （１）会則第４４条第４項の適用について 

 （２）税理士の登録事務に係る手数料等の値上げの検討について 

 （３）令和８年度予算案及び事業計画案について 

 

令 ８． １．１６ 第１０回登録調査部会（於、日税連会議室） 

 １ 新規登録申請２３９件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請１０件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請１件について 

 ４ 会議日程について 

 ５ その他 

 （１）令和８年度予算案について 

（２）登録等手数料の変更に伴う日税連会則及び登録等手数料取扱規程等の 

一部変更案について 

（３）「令和９年度税制改正に関する建議書」の作成へ向けた意見募集につ 

いて 

 （４）年代別登録者数、平均年齢の集計について 

 （５）会則第４４条第４項の適用について 

 （６）定期交換事務について 

 （７）ＲＥＯＳの機器更新について 

 （８）税理士法違反行為の未然防止施策について 

 

令 ８． ２．１６ 第１１回登録調査部会（ウェブ会議） 

 １ 新規登録申請２４２件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請１２件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請２件について 

 ４ 会議日程について 

 ５ その他 

（１）「令和９年度税制改正に関する建議書」の作成へ向けた意見募集につ 

いて 
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 （２）登録の取消について 

 （３）会則第４４条第４項の適用について 

 （４）税理士法違反行為の未然防止施策について 

 （５）その他 

 

令 ８． ３．１７ 第１２回登録調査部会（ウェブ会議） 

 １ 新規登録申請１８７件に係る登録適否調査について 

 ２ 旧姓使用承認申請１１件について 

 ３ 旧姓使用取止承認申請３件について 

 ４ 会議日程 

 ５ その他 

 （１）令和８年度予算要求額の調整について 

 （２）税理士登録申請者に求める書類の確認について 

        （３）その他 

 
１１ 公益活動対策部 
 
地方公共団体の監査制度研修について、会場研修の講師選定及び実施方法等の検討を進め、実施細

目を制定した。 
政治資金監査制度について、総務省政治資金適正化委員会担当官を講師として制度概要等に関する

研修を収録し、研修受講管理システムにおいて配信した。 
なお、公益業務支援部への移行に向けて事業整理を行い、同部の設置に伴い令和７年７月２４日を

もって廃止した。 
 
令 ７． ５．１３ 第１回公益活動対策部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 事務引継事項について 
２ 政治資金監査制度について 
３ その他 
（１）新公益法人制度について 

（２）令和７年度「地方公共団体の監査制度研修」の実施について 

（３）会議スケジュール 

 
令 ７． ７． ４ 第１回公益活動対策部会（於、愛媛県松山市） 

１ 事務引継事項について 
２ 政治資金監査制度について 
３ その他 
（１）令和６年度公益活動概況報告書について 
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（２）令和７年度「地方公共団体の監査制度研修」の実施について 

（３）新公益法人制度について 

（４）令和６年度期末監査実施報告書について 

（５）会議スケジュール 
 

１２ 租税教育推進部 

 

租税教育への取組について、租税教室の普及推進と講義の水準維持を目的として発行している「租

税教育副読本『税って何かな？』」及び特別支援学校向けの同副読本点字版・音声版・拡大版の改訂作

業を進めるなどの教材の充実に努めた。 

将来の租税教育を担う教員の養成を目的とした「教員養成への大学寄附講座」について、愛媛大学、

高知大学、広島大学、福島大学、静岡大学、上越教育大学及び福岡教育大学の７大学に開設した。ま

た、令和９年度から開設される「税理士による寄附講座」の運用等について検討を進めた。 

このほか、「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス新法）の施行に伴

い、税理士会等が租税教育事業において租税教室等の講師を行う税理士に対して同法に則った対応を

行うようモデル文書等を作成し、税理士会に対する周知を行った。 

 

令 ７． ５． ２ 第１回租税教育推進部常任委員会（ウェブ会議） 

１ 大学寄附講座について 

２ 租税教育副読本について 

３ 事務引継事項について 

４ 「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

５ その他 

（１）令和６年度租税教育事績報告書について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７． ７．１５ 第１回租税教育推進部会（於、日税連会議室） 

１ 大学寄附講座について 

（１）「教員養成大学への寄附講座」と「税理士による租税講座」との統合に

ついて 

（２）令和８年度「教員養成大学への寄附講座」新規開設大学について 

２ 事務引継事項について 

３ 令和６年度租税教育事績報告書について 

４ 税理士会租税教育助成金について 

５ 租税教育副読本について 

６ 「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

７ その他 
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（１）令和６年度（期末）監査について 

（２）租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）について 

（３）中学生の「税についての作文」について 

（４）令和７年度第４１回全国高等学校簿記競技大会について 

 

令 ７． ９． ９ 第２回租税教育推進部会（於、日税連会議室） 

１ 副部長候補者の推薦について 

２ 常任委員会の設置について 

３ 令和７年度事業計画及び予算について 

４ 事務引継事項について 

５ 当部の制作物等について 

６ 大学寄附講座について 

（１）「税理士による寄附講座」について 

（２）令和８年度「教員養成大学への寄附講座」新規開設大学について 

７ 租税教育副読本について 

８ 「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

９ その他 

（１）租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）について 

（２）令和７年度税理士会租税教育助成金の配賦について 

（３）中学生の「税についての作文」について 

（４）会議スケジュール 

 

令 ７．１１．１７ 第２回租税教育推進部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 当部の制作物等について 

２ 税理士会租税教育助成金について 

３ 租税教育担当者会議の開催について 

４ 租税教育副読本について 

５ 租税教育事業に関するフリーランス新法への対応について 

６ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

７ その他 

（１）租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）について 

（２）中学生の「税についての作文」について 

（３）「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

（４）常任委員会への会議出席について 

（５）会議スケジュール 

 

令 ７．１２．１８ 第３回租税教育推進部会（於、日税連会議室） 
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１ 当部の制作物等について 

２ 税理士会租税教育助成金について 

３ 租税教育担当者会議の開催について 

４ 租税教育副読本について 

５ 租税教育事業に関するフリーランス新法への対応について 

６ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

７ 令和７年度租税教育事績報告書について 

８ その他 

（１）租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）について 

（２）中学生の「税についての作文」について 

（３）「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

（４）令和７年度中間監査指摘事項について 

（５）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（６）会議スケジュール 

 

令 ８． ２．１０ 第３回租税教育推進部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 当部の制作物等について 

（１）令和９年度以降の租税教育教材の作成方針について 

（２）租税教育副読本について 

２ 租税教育担当者会議の開催について 

３ 税理士による寄附講座について 

４ 税理士会租税教育助成金について 

５ 租税教育事業に関するフリーランス新法への対応について 

６ 令和７年度租税教育事績報告書について 

７ その他 

（１）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（２）「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

（３）会議スケジュール 

 

令 ８． ３．１７ 第４回租税教育推進部会（ウェブ会議） 

１ 当部の制作物等について 

（１）令和９年度以降の租税教育教材の作成方針について 

（２）租税教育副読本について  

（３）租税教育講義用テキストについて 

２ 租税教育担当者会議の開催について 

３ 税理士による寄附講座について 

４ 税理士会租税教育助成金について 
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５ 租税教育事業に関するフリーランス新法への対応について 

６ 令和７年度租税教育事績報告書について 

７ その他 

（１）令和８年度予算案について 

（２）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（３）「プロ野球選手のための納税ハンドブック」の監修について 

（４）会議スケジュール 

 

１３ 国  際  部 
 
ＡＯＴＣＡについては、その事業活動に積極的に協力するとともに、２０２５年カトマンズ会議へ

関係役員等を派遣した。さらに、インターナショナル・タックス・カンファレンスでは、国際部委員

がセッションスピーカーを務めたほか、カンファレンスの概要を取りまとめた報告書を作成した。加

えて、併催されたＡＯＴＣＡ定時総会において同協会の一般社団法人化に係る定款案が承認されたこ

とを受け、日本における法人設立登記等の手続を共同して行った。 

国際交流事業については、諸外国との友好協定に基づく交流・親交を深めるとともに、国税庁・税

務大学校が実施する諸外国の税務行政職員に対する研修会への出講などを通じ、諸外国における税務

専門家制度の定着、発展に資するための国際協力活動を推進し、併せて、日本の税理士制度の理解促

進に努めた。 

このほか、金融庁から協力要請のあった「国際金融センター」ホームページ内における外国語対応

可能な士業一覧の掲載に関し、会員への周知を図るとともに、登録等の申請を取りまとめるなど、適

切に対応した。 

 
令 ７． ６．３０ 書面審議 
 ≪審議事項≫ 

 １ 「一般社団法人アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会の定款

（案）について（具申）」案 
２ 令和７年度国際部事務引継事項 

 
令 ７． ９．１２  第１回国際部会（於、日税連会議室） 

１ 副部長候補者の推薦について 
２ 常任委員会の設置について 
３ 当部の令和７年度事業計画及び予算について 
４ 前期部会からの引継事項について 
５ ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議について 
６ 税務大学校等からの出講依頼について 
７ 会議スケジュール その他 
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令 ７．１２．１６  第２回国際部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 
２ ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議の開催結果について 
３ 当部の運営について 
４ 会議スケジュール その他 

 
令 ８． ３．２５  第３回国際部会（ウェブ会議） 

１ ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議レポートについて 
２ 国際関係事業に関する報告書－２０２５－２０２６年度版について 
３ 会議スケジュール その他 

 
１４ 中小企業対策部 

 

 雇用創出や地域経済活性化のため、税理士会と日本政策金融公庫等が連携し、創業前又は創業後間

もない者を対象とした「創業支援セミナー等」を全国で開催し、参加者に対して創業にまつわる税金

の基礎知識の解説や個別相談会の機会を設けた。 

 また、「事業承継支援・創業支援における税理士の関与と制度活用」、「税理士が取り組むべきＭ＆Ａ

について」、「事業承継ポータルサイト及び担い手探しナビの活用方法について」をテーマとした中小

企業支援に係る研修会を開催したほか、「令和７年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）等の解

説」の研修動画を作成し、いずれも研修受講管理システムにおいて配信した。  

このほか、関係機関との更なる連携強化を図るため、中小企業庁、日本政策金融公庫、中小企業基

盤整備機構とそれぞれ意見交換会を開催し、中小企業支援に関する取組について意見交換や情報共有

を行った。 

 

令 ７． ４． ７ 第１回中小企業対策部常任員会（ウェブ会議） 

 １ 令和７年度予算要求額の調整について 

 ２ 令和７年度事務引継事項について 

 ３ 令和７年度中小企業支援に係る研修会について 

           ４ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ６．１３ 第１回中小企業対策部会（於、日税連会議室） 

１ 令和７年度事務引継事項について 

２ 令和７年度中小企業支援に係る研修会について 

３ 会議スケジュール その他 

 

令 ７． ６．２３ 書面審議 
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          ≪審議事項≫ 

 １ 「会計参与の行動指針」の改正について 

 

令 ７． ９． ２ 第２回中小企業対策部会（於、日税連会議室） 

１ 当部の構成について 

（１）副部長候補者の推薦について 

（２）常任委員会の設置について 

（３）小委員会の設置について 

２ 令和７年度事業計画及び予算について 

３ 事務引継事項について 

４ 中小企業支援に係る研修会について 

５ その他・会議スケジュールについて 

（１）「令和８年度税制改正に関する建議書」への意見提出について 

（２）令和６年度「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン 

   」に係る税理士会における登録団体業務の事績報告について（依頼） 

（３）今後のスケジュールについて 

 

令 ７．１０．３１ 第２回中小企業対策部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 令和７年度中小企業支援に係る研修会について 

２ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

３ 会議スケジュール・その他 

（１）会計参与設置会社を対象とした融資商品を取り扱う金融機関について 

（２）事業承継ポータルサイトの修正について 

（３）創業支援セミナー等の開催予定について 

（４）関係機関との意見交換会について 

（５）対外機関会議及び打合せについて 

（６）会議スケジュールについて 

 

令 ７．１２． １ 第３回中小企業対策部会（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

２ 創業支援セミナー等について 

３ 金融機関が取り扱う融資商品について 

４ 会議スケジュール・その他 

（１）事業承継ポータルサイトの修正について 

（２）ＲＥＳＡＳ説明会動画の公開について 

（３）対外機関会議等について 

（４）税理士会における中小企業支援施策の事例収集について 

70



 

（５）会議スケジュールについて 

 

令 ８． １．２６ 第３回中小企業対策部常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 創業支援セミナー等実施要領について 

２ 「令和９年度税制改正に関する建議書」作成に係る意見提出について 

３ 令和８年度税制改正に係る研修について 

４ 中小企業支援に係る担当者意見交換会について 

５ 中小企業支援に係る活動・取り組み事例の収集について 

６ 会議スケジュール・その他 

（１）対外機関会議等について 

（２）会議スケジュールについて 

 

令 ８． ２． ６ 第４回中小企業対策部会（ウェブ会議） 

１ 創業支援セミナー等実施要領について 

２ 「令和９年度税制改正に関する建議書」作成に係る意見提出について 

３ 令和８年度税制改正に係る研修について 

４ 中小企業支援に係る担当者意見交換会について 

５ 中小企業支援に係る活動・取り組み事例の収集について 

６ 会議スケジュール・その他 

（１）担い手探しナビの利用登録について 

（２）令和７年度中間監査について 

（３）対外機関会議等について 

（４）金融庁「地域金融力強化プラン」について 

（５）会議スケジュールについて 

 
１５ 公益業務支援部 

 

人生１００年時代を見据え、本会として、従前の公益業務のみならず、相続、遺言及び信託等の関

連業務に関する充実を図るため、公益活動対策部及び日税連成年後見支援センターを統合し、令和７

年７月２４日に公益業務支援部を設置した。 

新たに所掌事項として追加された相続、遺言、信託及び任意後見等に関する事項については、税理

士会で実施した信託等に関する研修の情報収集を行い、他士業等の専門家との連携に必要な知識を得

るための研修の実施及び今後の活動方針等について検討を進めた。 
成年後見制度について、研修体系及び単位数等の見直しに係る検討を進め、成年後見制度研修実施

要領の全部変更を行ったほか、税理士会に対する相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相

談等助成金及び成年後見制度利用促進に向けた連携等活動に対する補助金を支給し、税理士会員に対

する成年後見助成金制度及び成年後見賠償責任保険の適切な運営に努めた。 
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地方公共団体監査制度について、地方公共団体の監査制度研修実施要領に基づき実務研修を実施し

たほか、税理士会に対する地方公共団体への外部監査人及び監査委員等の選任要請活動に対する補助

金を支給した。 
政治資金監査制度について、改正政治資金規正法に対応するため、パンフレット「税理士が行う公

益業務」を改訂したほか、日本公認会計士協会、日本弁護士連合会及び総務省政治資金適正化委員会

と協議の上、政治資金監査契約書ひな型及びその解説を改訂した。 
 
令 ７． ９．１７ 第１回公益業務支援部会（於、日税連会議室） 

１ 副部長候補者の推薦について 
２ 常任委員会の設置について 
３ 令和７年度事業計画及び予算について 
４ 事務引継事項について 
５ 令和７年度「地方公共団体監査制度実務研修」について 
６ 成年後見パンフレット「あなたと歩む成年後見制度」及び「成年後見助

成金制度のご案内」の改訂について 
７ 成年後見助成金の審査について 
８ その他 
（１）相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相談等について 

（２）任意後見受任者又は任意後見人の住所変更登記申請に係る証明書類に 

ついて 

（３）日本公証人連合会の遺言、任意後見等の制度普及に関する広報活動の 

連携及び公正証書のデジタル化について 

（４）「民法（遺言関係）等の改正に関する中間試案」に関する意見募集につ 

いて 

（５）行政不服審査交流会について 

（６）会議スケジュール 

 

令 ７．１０． ７ 第１回公益業務支援部常任委員会（於、日税連会議室） 
１ 当部の活動方針等について 

２ 令和８年度以降の研修事業について 

３ 当部の制作物について 

４ 令和７年度「地方公共団体監査制度実務研修」について 

５ その他 

（１）日本公証人連合会の遺言、任意後見等の制度普及に関する広報活動の 

連携及び公正証書のデジタル化について 

（２）相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相談等の実施につい 

   て 
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（３）会議スケジュール 

 

令 ７．１０．２９ 第２回公益業務支援部会（ウェブ会議） 
１ 令和７年度「地方公共団体監査制度実務研修」について 

２ 当部の活動方針等について 

３ その他 

（１）日本公証人連合会の遺言、任意後見等の制度普及に関する広報活動の 

連携及び公正証書のデジタル化について 

（２）相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相談等の実施につい 

   て 

（３）行政不服審査交流会への参加について 

（４）会議スケジュール 

 

令 ７．１１． ７ 地方公共団体監査制度実務研修（於、品川フロントビル会議室） 

 

令 ７．１１．１９ 第２回公益業務支援部常任委員会（ウェブ会議） 
１ 令和７年度「地方公共団体監査制度実務研修」について 

２ 当部の活動方針等について 

３ 令和８年度以降の研修事業について 

（１）成年後見制度研修について 

（２）地方公共団体監査制度研修について 

（３）政治資金監査制度研修について 

４ 当部の制作物について 

５ その他 

（１）令和８年度事業計画案及び予算案について 

（２）会議スケジュール 

 

令 ７．１２．１５ 第３回公益業務支援部会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度「地方公共団体監査制度実務研修」について 

２ 当部の活動方針等について 

３ 令和８年度以降の研修事業について 

（１）成年後見制度研修について 

（２）地方公共団体監査制度研修について 

（３）政治資金監査制度研修について 

（４）公益法人制度に関する研修について 

４ 当部の制作物について 

５ 令和８年度事業計画案及び予算案について 
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６ その他 

（１）令和７年度中間監査実施報告について 

（２）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（３）行政不服審査交流会への参加について 

（４）会議スケジュール 

 

令 ８． １．２３ 書面審議 
≪審議事項≫ 

１ 成年後見制度研修実施要領の一部変更案について 

 

令 ８． ２． ５ 第３回公益業務支援部常任委員会（於、日税連会議室） 
１ 当部の活動方針等について 

２ 令和８年度以降の研修事業について 

（１）成年後見制度研修について 

（２）信託等に関する研修について 

（３）地方公共団体監査制度研修について 

（４）政治資金監査制度研修について 

３ 当部の制作物について 

４ 令和８年度相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相談等の実

施について 

５ 令和７年度公益活動等概況報告及び令和８年度補助金の支給について 

６ その他 

（１）令和７年度「地方公共団体監査制度研修」について 

（２）任意後見受任者又は任意後見人の住所変更登記申請に係る証明書類に 

ついて 

（３）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（４）成年後見助成金について 

（５）会議スケジュール 

 

令 ８． ３．１８ 第４回公益業務支援部会（ウェブ会議） 
１ 当部の活動方針等について 

２ 令和８年度以降の研修事業について 

（１）成年後見制度研修について 

（２）信託等に関する研修について 

（３）地方公共団体監査制度研修について 

（４）政治資金監査制度研修について 

３ 成年後見賠償責任保険について 
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４ 当部の制作物について 

５ 令和８年度相続、遺言、信託及び成年後見制度に関する無料相談等の実

施について 

６ 令和８年度地方公共団体に対する外部監査人・監査委員等への選任要請

活動及び成年後見制度利用促進に向けた連携等の活動に係る補助金の支

給について 

７ 令和７年度公益活動等概況報告について 

８ その他 

（１）令和７年度「地方公共団体監査制度研修」について 

（２）任意後見受任者又は任意後見人の住所変更登記申請に係る証明書類に 

ついて 

（３）令和９年度税制改正に関する建議書への意見について 

（４）成年後見助成金について 

（５）令和８年度予算案について 

（６）会議スケジュール 

 

１６ 事 業 本 部 

 

税理士会会員が業務上必要とする情報源としての「月刊税理」、「旬刊速報税理」の監修を行うとと

もに、改正税法を網羅した「税務経理ハンドブック」等の年度版書籍の編集及び刊行、並びに税務、

会計、経営及び法律に関する有用図書類の監修、編集、推薦を行った。また、「税務手帳」、「税務日誌」、

「税務手帳プラス」、「税理士手帳」、「職員執務日誌」の編集作業と刊行を行うとともに、これらの２

０２７年版について企画立案を行った。 

このほか、©税理士会広報キャラクター「にちぜいくん」の普及・定着を図るため同キャラクターの

ＬＩＮＥスタンプを販売、“令和７年年末調整・８年源泉事務”をテーマに所得税の基礎控除の引上げ

等を解説した「月刊税理（保存版）」の刊行を行った。 

 

令 ７． ４．２８ 第１回事業本部会（ウェブ会議） 

１ 「税理」４月臨時増刊号の発行報告と意見 

【テーマ】税理士事務所のためのクラウド会計 徹底比較 

２ 「税理」５月号の発行報告と意見 

【特 集】相続税・小規模宅地特例の適用をめぐる難問事例集 

３ 「速報税理」４月号（4/1、4/11、4/21）の発行報告と意見 

４ 「税理」７月号企画案の監修 

５ 「税理」７月臨時増刊号企画案の監修 

６ 「税理」８月号特集企画案の監修 

７ 「速報税理」企画案の監修 
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８ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

９ その他 

（１）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

（２）令和７年度版図書目録の発行について 

 

令 ７． ５．２６ 第２回事業本部会（ウェブ会議） 

 １ 「税務経理ハンドブック」（令和７年度版）等の序文案について 

 ２ 「税理」６月号の発行報告と意見 

【特 集】税務署が注視する不動産取引をめぐる税務 

 ３ 「速報税理」５月号（5/1、5/11、5/21）の発行報告と意見 

 ４ 「旬刊速報税理（保存版）」の発行報告と意見 

 ５ 「税理」８月号企画案の監修 

 ６ 「税理」９月号特集企画案の監修 

 ７ 「速報税理」企画案の監修 

 ８ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

           ９ その他 

（１）事務引継事項について 

（２）令和７年度予算について 

（３）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７． ６．２５ 第３回事業本部会（於、日税連会議室） 

 １ 「税務経理ハンドブック」（令和７年度版）等の発行報告 

 ２ 「税務日誌」（２０２６年版）等の掲載写真（案）について 

３ 「Ｑ＆Ａ 相続財産の譲渡をめぐる税務－各種特例の選択と適用－」  

（仮題）の編集依頼について 
 ４ 「資産の移転・賃貸・相続等をめぐる各種課税確認ハンドブック－資産            

税とその他の税目－」（仮題）の編集依頼について 

 ５ 「税務六法」（令和７年版）の発行報告 

 ６ 「税理」７月号の発行報告と意見  
【特 集】トラブルを未然に防ぐ 消費税継続管理術 

 ７ 「速報税理」６月号（6/1、6/11、6/21）の発行報告と意見 

 ８ 「税理」９月号企画案の監修 

 ９ 「税理」１０月号特集企画案の監修 

 10 「税理」１０月臨時増刊号企画案の監修  

 11 「速報税理」企画案の監修 

           12 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

           13 「確定申告の早見表」（令和７年分）の作製について 
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           14 その他 

（１）事務引継事項について 

（２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７． ６．３０  「税務経理ハンドブック」（令和７年度版）発行（編集） 

  「法人税ハンドブック」（令和７年度版）発行（編集） 

  「所得税ハンドブック」（令和７年度版）発行（編集） 

  「相続税ハンドブック」（令和７年度版）発行（編集） 

 「税務六法」（令和７年版）発行（編集） 

 「会計全書」（令和７年版）発行（編集） 

 

令 ７． ７．２８ 第４回事業本部会（ウェブ会議） 

 １ 「税務手帳」、「税務日誌」追録の発行報告 

 ２ 「税理」７月臨時増刊号の発行報告と意見 

              【テーマ】早わかり税額シミュレーション２０２５ 

 ３ 「税理」８月号の発行報告と意見 

             【特 集】電子取引・契約・決済に関連する関与先へのアドバイスと税務 

 ４ 「速報税理」７月号（7/1、7/11、7/21）の発行報告と意見 

 ５ 「税理」１０月号企画案の監修 

 ６ 「税理」１１月号特集企画案の監修 

 ７ 「速報税理」企画案の監修 

 ８ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

 ９ その他 

（１）期末監査について 

（２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７． ８．１９ 第５回事業本部会（於、日税連会議室） 

 １ 「新税理士法」（七訂版）の編集依頼及び序文案について 

 ２ 「Ｑ＆Ａ 相続財産の譲渡をめぐる税務－各種特例の選択と適用－」          

（仮題）の監修依頼について 

 ３ 「資産の移転・賃貸・相続等をめぐる各種課税確認ハンドブック－資産           

税とその他の税目－」（仮題）の監修依頼について 

 ４ 「税理士業務書式文例集」について 

 ５ 「税理士業務書式文例集」（令和７年度版）の序文案について 

 ６ 「税理」９月号の発行報告と意見 

【特 集】雇用形態の多様化で知っておきたい法務と税務 

 ７ 「速報税理」８月号（8/1、8/11、8/21）の発行報告と意見 
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 ８ 「月刊税理（保存版）」の発行について 

 ９ 「税理」１１月号企画案の監修 

           10 「税理」１２月号特集企画案の監修 

           11 「速報税理」企画案の監修 

           12 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

           13 その他 

（１）「確定申告の早見表」（令和７年分）のゲラ刷りの確認について 

（２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７． ９．２４ 第６回事業本部会（於、日税連会議室） 

 １ 副部長の推薦について 

 ２ 事務引継事項について 

 ３ 令和７年度事業計画及び予算について 

４ 令和７年度下半期の会議日程について 

 ５ 「税務手帳プラス」の発行報告 

 ６ 「確定申告の早見表」（令和７年分）の作製について 

 ７ 「税理」「速報税理」の販売促進について 

 ８ 「税理」１０月号の発行報告と意見 

 ９ 「速報税理」９月号（9/1、9/11、9/21）の発行報告と意見 

 10 「税理」１２月号企画案の監修  

 11 「税理」１２月臨時増刊号企画案の監修  

 12 「税理」令和８年１月号特集企画案の監修  

 13 「速報税理」企画案の監修 
           14 その他 

（１）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 
 
令 ７． ９．２６ 「税務手帳プラス」（２０２６年版）発行（編集） 

 

令 ７． ９．３０  「消費税法規集（令和７年８月１日現在）」発行（編集） 

 

令 ７．１０．１０  「法人税法規集（令和７年７月１日現在）」発行（編集） 

 

令 ７．１０．１７ 「税務手帳」（２０２６年版）発行（編集） 

 「税務日誌」（２０２６年版）発行（編集） 

 

令 ７．１０．２０  「税理士手帳」（２０２６年版）発行（編集） 

           「職員執務日誌」（２０２６年版）発行（編集） 
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令 ７．１０．２９  「確定申告の早見表」（令和７年分）発行（編集） 
 
令 ７．１０．３１ 第７回事業本部会（於、日税連会議室） 

１ 「確定申告の早見表」（令和７年分）の発行報告 

２ 令和７年版「税理士業務書式文例集」及び同コンパクト版について 

３ 「２０２６年版税務手帳」等の発行報告 

４ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

５ 「税理」１０月臨時増刊号の発行報告と意見 

６ 「税理」１１月号の発行報告と意見 

７ 「速報税理」１０月号（10/1、10/11、10/21）の発行報告と意見 

８ 「税理」令和８年１月号企画案の監修 

９ 「税理」令和８年２月号特集企画案の監修 

10 「速報税理」企画案の監修 

11 その他 

 （１）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７．１１．２８ 第８回事業本部会（ウェブ会議） 

１ 「資産の移転・賃貸・相続等をめぐる各種課税確認ハンドブック－資産

税とその他の税目－」の監修について 

２ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

３ 「税理」１２月号の発行報告と意見 

４ 「速報税理」１１月号（11/1、11/11、11/21）の発行報告と意見 

５ 「税理」令和８年２月号企画案の監修 

６ 「税理」令和８年３月号特集企画案の監修 

７ 「速報税理」企画案の監修 

８ その他 

 （１）「税務経理ハンドブック」「税務手帳」の「地方税」について 

 （２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７．１２．２３ 第９回事業本部会（於、日税連会議室） 

１ 「資産の移転・賃貸・相続等をめぐる各種課税確認ハンドブック－資産

税とその他の税目－」の監修について 

２ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

３ 「税務六法」（令和８年版）の発行について 

４ 「税理」１２月臨時増刊号の発行報告と意見 

５ 「税理」令和８年１月号の発行報告と意見 
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６ 「速報税理」１２月号（12/1、12/11、12/21）の発行報告と意見 

７ 「税理」令和８年３月号企画案の監修 

８ 「税理」令和８年４月号特集企画案の監修 

９ 「税理」令和８年４月臨時増刊号企画案の監修 
10 「速報税理」企画案の監修 

11 令和８年度事業計画案及び予算案について 

12 その他 

 （１）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ７．１２．３０  「所得税取扱通達集（令和７年 11月１日現在）」発行（編集） 

 

令 ８． １．１０  「税理士業務書式文例集（ＣＤ－ＲＯＭ）」発行（監修） 

 

令 ８． １．２８ 第１０回事業本部会（ウェブ会議） 

１ 「税務経理ハンドブック」（令和８年度版）等の刊行計画案について 

２ 「税務手帳」（２０２７年版）等の刊行計画案について 

３ 「税理士業務書式文例集」の発行報告について 

４ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

５ 「税理」２月号の発行報告と意見 

６ 「速報税理」１月号（1/1、1/11、1/21）の発行報告と意見 

７ 「税理」４月号企画案の監修 

８ 「税理」５月号特集企画案の監修 

９ 「速報税理」企画案の監修 
10 その他 

 （１）長期日程について（令和８年４月～令和９年３月開催分） 

 （２）「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集につい

て 

 

令 ８． ２．１５  「法人税取扱通達集（令和８年１月１日現在）」発行（編集） 

 

令 ８． ２．２４ 第１１回事業本部会（ウェブ会議） 

１ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

２ 「税理」３月号の発行報告と意見 

３ 「速報税理」２月号（2/1、2/11、2/21）の発行報告と意見 

４ 「速報税理」保存版発行について 

５ 「税理」５月号企画案の監修 

６ 「税理」６月号特集企画案の監修 
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７ 「速報税理」企画案の監修 

８ その他 

 （１）令和８年度版図書目録の製作について 

 （２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

 

令 ８． ３．２５ 第１２回事業本部会（ウェブ会議） 

１ 「会計全書」の推薦（更新）依頼について 

２ 「税理」、「速報税理」の販売実績等の報告について 

３ 「税理」４月号の発行報告と意見 

４ 「速報税理」３月号（3/1、3/11、3/21）の発行報告と意見 

５ 「税理」６月号企画案の監修 

６ 「税理」７月号特集企画案の監修 

７ 「速報税理」企画案の監修 

８ その他 

（１）「確定申告の早見表」（令和７年分）について 

（２）ＬＩＮＥスタンプの販売実績について 

（３）出張会議について 

 

１７ 会務制度委員会 

 

会則第７０条の規定に基づく税理士会会則の一部変更案に対する意見示達案を具申した。 

また、事業本部の組織及び会計の整備等に係る会務執行規則等の一部変更案、専務理事の定数見直

しに伴う会則等の一部変更案、会費及び登録等手数料等の改定に係る会則等の一部変更案、日税連表

彰に関する諸規則変更案、〇〇税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）の一部変更案及び成年後見制

度研修実施要領の一部変更案について審査した。 

 

令 ７． ４．１１ 第１回会務制度委員会（於、日税連会議室） 

１ 税理士会会則の一部変更案に対する意見示達（案）について 

２ 事業本部の組織及び会計の整備等に係る会務執行規則等の一部変更案に

ついて 

３ 日税連表彰に関する諸規則変更案について 

４ 〇〇税理士会滞納会費徴収整理細則（準則）の一部変更案について 

５ 事務引継事項について 

 

令 ７． ６．１２ 書面審議 

≪審議事項≫ 

１ 専務理事の定数見直しに伴う日本税理士会連合会会則及び関係諸規則の
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一部変更案について 
 

令 ７．１０． ２ 第２回会務制度委員会（於、日税連会議室） 

           １ 副委員長の推薦について 

           ２ 常任委員会の設置について 

           ３ 事業計画及び予算について 

           ４ 事務引継事項について 

５ その他 

（１）会議スケジュール 

 

令 ７．１２． ８ 第３回会務制度委員会（於、日税連会議室） 

           １ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

           ２ 会費の見直しに係る会則及び会費免除規程の変更について 

           ３ 税理士名簿の登録等手数料に係る会則及び税理士登録等手数料取扱規程

等の変更について 

           ４ 法令審査の手順について（衆議院法制局長による講演） 

５ その他 

（１）会議スケジュール 

 

令 ８． ２．１６ 第１回会務制度委員会常任委員会（ウェブ会議） 

           １ 成年後見制度研修実施要領の一部変更案について 

           ２ 会員に対する通知等について 

           ３ その他 

           （１）「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集につい 

              て 

（２）会議スケジュール 

 

令 ８． ３． ４ 第４回会務制度委員会（ウェブ会議） 

           １ 会員に対する通知等について 

           ２ 税理士会会則の一部変更案に対する意見示達（案）について 

           ３ その他 

           （１）「令和９年度税制改正に関する建議書」作成へ向けた意見募集につい 

              て 

（２）会議スケジュール 

 

１８ デジタル・システム委員会 
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電子申告制度について、電子申告・納税システムに係る問題点及び普及改善策を「電子申告に関す

る要望事項」として取りまとめ、国税庁、総務省及び地方税共同機構に提出した。 

 また、電子申告制度等の変更に伴い、「税理士のための電子申告Ｑ＆Ａ」の改訂を行い、本会ホー

ムページに掲載した。 

 税理士用電子証明書について、令和７年８月から、税理士認証カードの発送を開始するとともに、

第六世代税理士用電子証明書の発行を開始し、その周知と取得勧奨に努めた。 

 このほか、関係官庁及び民間団体等と意見交換を行い、電子申告制度、税理士の業務のデジタル化

に係る情報収集を行った。 

 

令 ７． ４．１４ 第１回デジタル・システム委員会（ウェブ会議） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告について 

３ その他 

（１）令和７年度予算案について 
（２）デジタル相談室について 
（３）会議スケジュールについて 

 
令 ７． ５．１２ 第１回デジタル・システム委員会常任委員会（ウェブ会議） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告について 

３ その他 

（１）事務引継事項について 

（２）デジタル相談室について 

（３）会議スケジュールについて 

 

令 ７． ６． ３ 第２回デジタル・システム委員会（於、日税連会議室） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告について  

３ 事務引継事項について 

４ その他  

（１）総務省からの周知依頼について 
（２）デジタル相談室について 
（３）会議スケジュールについて 

 
令 ７． ９．１７ 第３回デジタル・システム委員会（於、日税連会議室） 

１ 当委員会の構成について 

（１）副委員長候補者の推薦について 
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（２）常任委員会の設置について 

２ 令和７年度事業計画及び予算について 

３ 事務引継事項について 

４ 電子証明書について 

５ 電子申告に関する要望事項について 

６ 電子申告に関するＱ＆Ａについて 

７ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１０．２７ 第２回デジタル・システム委員会常任委員会（ウェブ会議） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告に関する要望事項について 

３ 電子申告に関するＱ＆Ａについて 

４ その他 

（１）デジタル相談室について 

（２）生成ＡＩガイドライン（案）について 

（３）会議スケジュールについて 

 

令 ７．１１．２５ 第３回デジタル・システム委員会常任委員会（於、日税連会議室） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告に関する要望事項について 

３ 電子申告に関するＱ＆Ａについて 

４ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

５ その他 

（１）デジタル相談室について 

（２）生成ＡＩガイドライン（案）について 

（３）会議スケジュールについて 

 

令 ７．１２．１７ 第４回デジタル・システム委員会（於、日税連会議室） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告に関する要望事項について 

３ 電子申告に関するＱ＆Ａについて 

４ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

５ その他 

（１）デジタル相談室について 

（２）生成ＡＩガイドライン（案）について 

（３）全国版デジタルフォーラムについて 

（４）会議スケジュールについて 
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令 ８． ２． ２ 第５回デジタル・システム委員会（ウェブ会議） 

１ 電子証明書について 

２ 電子申告に関する要望事項について 

３ 電子申告に関するＱ＆Ａについて 

４ 令和９年度税制改正に関する建議書案への意見提出について 

５ 令和８年度電子証明事務特別会計予算案について 

６ その他 

（１）デジタル相談室について 

（２）生成ＡＩガイドライン（案）について 

（３）会議スケジュールについて 

 

１９ 法対策実行本部 
  
日本税理士政治連盟と連携の上、税制改正建議等の実現に向けた活動を推進した。 

 

令 ７． ４．１５ 国民民主党税理士制度推進議員連盟総会（於、衆議院第二議員会館） 

 
令 ７．１０．３０ 自由民主党税理士制度改革推進議員連盟総会（於、ホテルニューオータニ東京） 

 

令 ７．１１．１２ 自由民主党予算・税制等に関する政策懇談会（於、自由民主党本部） 

 

令 ７．１１．１３ 国民民主党税理士制度推進議員連盟総会（於、衆議院第一議員会館） 

 

令 ７．１１．１３ 立憲民主党税制調査会（於、衆議院第二議員会館） 

 

令 ７．１１．１７ 国民民主党税制調査会（於、衆議院第一議員会館） 

 

令 ７．１１．１８ 立憲民主党税理士制度推進議員連盟総会（於、衆議院第二議員会館） 

 

令 ７．１１．１８ 公明党政策懇話会（於、衆議院第一議員会館） 

 

令 ７．１１．１８ 日本維新の会税理士制度推進議員連盟総会（於、衆議院第一議員会館） 

 

令 ８． ３．２７ 国民民主党税制調査会（於、衆議院第一議員会館） 

 
２０ 日税連成年後見支援センター 
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成年後見制度に関する研修について、必要な研修を収録し、研修受講管理システムにおいて配信し

たほか、今後の研修のあり方について検討した。 
税理士法人による任意後見契約関連業務への対応について検討し、国税庁に照会の上、「税理士法人

による成年後見事務に関するガイドライン」を改訂した。 
なお、公益業務支援部への移行に向けて事業整理を行い、同部の設置に伴い令和７年７月２４日を

もって廃止した。 
 

令 ７． ５． ９ 第１回日税連成年後見支援センター常任委員会（ウェブ会議） 
１ 税理士法人による任意後見契約関連業務について 
２ 事務引継事項について 
３ その他 
（１）令和７年度成年後見指導者養成研修について 
（２）日本成年後見法学会主催「第２２回学術大会」について 
（３）会議スケジュール 

 
令 ７． ７．１１ 第１回日税連成年後見支援センター会議（於、日税連会議室） 

１ 税理士法人による任意後見契約関連業務について 
２ 事務引継事項について 
３ 令和７年度成年後見制度研修について 
４ その他 
（１）相続、遺言、信託、成年後見制度に関する無料相談等について 
（２）日税連成年後見支援センターＨＰドメインの第三者取得等について 
（３）「民法（成年後見等関係）等の改正に関する中間試案」に関する意見募 

集について 
（４）令和６年度公益活動概況報告書について 
（５）令和６年度（期末）監査実施報告書について 
（６）日本成年後見法学会主催「第２２回学術大会」について 
（７）会議スケジュール 

 

２１ 国際税務情報研究会 
 
会長諮問に対し「ドイツ事業承継税制等に焦点を当てたベンチマーキング研究について」を答申し

た。 
 
令 ７． ７． ４  第１回国際税務情報研究会専門委員会（於、沖縄県那覇市） 

１ 会長諮問への対応について 
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２ ＡＯＴＣＡ関係について 
３ 会議スケジュール その他  

 
令 ７．１２．１６  第２回国際税務情報研究会専門委員会（於、日税連会議室） 

１ 国際税務情報研究会の構成について 
２ 令和８年度事業計画案及び予算案について 
３ ２０２５年ＡＯＴＣＡカトマンズ会議の開催結果について 
４ 当委員会の運営について 
５ 会議スケジュール その他 

 
令 ８． １．３０  第３回国際税務情報研究会専門委員会（於、日税連会議室） 

１ 会長諮問への対応について 
２ 次期研究課題について 
３ 会議スケジュール その他 

 
令 ８． １．３０  第１回国際税務情報研究会（於、日税連会議室） 

１ 会長の互選について 
２ 国際税務情報研究会の運営について 
３ 会長諮問への対応について 
４ 会議スケジュール その他  

 
２２ 税理士制度調査会 

 

 （活動休止中） 

 
２３ 災害対策本部 

 

令和６年能登半島地震及び同地震被災地における令和６年９月２０日からの大雨による被災会員等

を支援するため、被災地における税務支援事業等について審議した。 

 

令 ７． ４．２４ 第１回令和６年能登半島地震災害対策本部（於、日税連会議室） 
１ 被災者に対する税務支援について 

２ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会への協力について 

 

令 ７．１０．２０ 第２回令和６年能登半島地震災害対策本部（於、香川県高松市） 
１ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会への協力について 
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２４ 総 合 企 画 室        
 
日税連及び税理士会における持続可能な会務運営の確立に向け、事業効率化の検討を推進するとと

もに、財政基盤をより強固なものとするための方策を検討し、会費及び登録等手数料等の見直し等を

内容とする「財政の安定化に向けた検討について」を取りまとめた。 

令和７年７月の役員改選後に本格稼働した理事選任に係る積極的改善措置（クオータ制）の円滑な

運営に努めた。 

社会経済環境の急速な変化に対応し、納税者から一層信頼される税理士制度を確立するため、適時

の税理士法改正を目指し、国税庁及び財務省主税局との勉強会を精力的に開催した。 

改正税理士法の適正な運用に資するため、各税理士会及び一般社団法人日税連税法データベースと

連携し、税理士会会員向け「デジタル相談室」の円滑な運営に努めた。また、税理士試験の受験資格

要件の緩和を主として若年層へ周知するため、有識者と連携した高等学校での特別講演を実施したほ

か、受験予備校など各方面に対する働きかけを行った。 

各税理士会の会員管理システムの一元化に向け、各税理士会への説明及び意見聴取を実施した。 

 

令 ７． ４．２２ 千葉県立千葉商業高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（ 

於、千葉市） 

 
令 ７． ５． １ 山形県立寒河江高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、

山形県寒河江市） 

 

令 ７． ５． ７ 第１回総合企画室情報管理分科会（ウェブ会議） 

１ 会員管理システムについて 

２ 国家資格等情報連携・活用システムについて 

 

令 ７.  ５．１５ 第１回総合企画室中長期事業財政分科会（ウェブ会議） 

１ 中長期における日税連及び税理士会の事業・財政のあり方について 

 

令 ７． ６． ９ 愛知県立時習館高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、

愛知県豊橋市） 

 

令 ７． ７． １ 第１回会員管理システムの構築に向けた説明会（ウェブ会議） 

 

令 ７． ７．１０ 第２回会員管理システムの構築に向けた説明会（ウェブ会議） 

 

令 ７． ７．１１ 第２回総合企画室情報管理分科会（ウェブ会議） 

１ 会員管理システムについて 
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令 ７． ７．２５ 新潟会計ビジネス専門学校生に対する税理士の仕事及び税理士制度に係る講演

（於、日税連会議室） 

 

令 ７． ９．１０ 第１回総合企画室（ウェブ会議） 

１ 総合企画室の編成、事業計画・予算、引継事項 

２ 今後の会務運営について 

 

令 ７．１０． ７ 第３回総合企画室情報管理分科会（ウェブ会議） 

１ 分科会の所掌と事業計画について 

２ 会員管理システムについて 

 
令 ７．１０． ８ 群馬県立前橋高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、群

馬県前橋市） 

 

令 ７．１０．３０ 第１回総合企画室税理士法改正分科会（ウェブ会議） 

１ 分科会の所掌と事業計画について 

２ 税理士法改正の進め方について 

３ その他 

 
令 ７．１１． ４ 福岡県立小倉高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、北

九州市） 

 

令 ７．１１．１１ 第４回総合企画室情報管理分科会（ウェブ会議） 

１ 会員管理システムについて 

２ 国家資格等情報連携・活用システムについて 

 

令 ７．１１．２７ 税理士法改正に関する国税庁との勉強会（於、日税連会議室） 

 
令 ７．１２． ５ 函館ラ・サール高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、

北海道函館市） 

 

令 ７．１２．１１ 第１回総合企画室多様性活躍推進分科会（ウェブ会議） 

１ 分科会の所掌と事業計画について 

２ 積極的改善措置について 

３ 役員・委員に占める女性・若手会員数について 

４ 女性・若手会員の役員・委員への登用等について 
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５ 多様性活躍推進について 

 

令 ７．１２．２２ 第２回総合企画室（於、日税連会議室） 

１ 令和８年度事業計画案及び予算案について 

 
令 ７．１２．２３ 税理士法改正に関する国税庁との勉強会（於、日税連会議室） 

 

令 ８． １．１９ 土佐女子高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演（於、高知県

高知市） 

 
令 ８． １．１９ 高知県立高知追手前高等学校における日本の税制及び税理士制度に係る講演 

（於、高知県高知市） 

 
令 ８． ２． ３ 第５回総合企画室情報管理分科会（ウェブ会議） 

１ 会員管理システムについて 

 

令 ８． ２． ９ 税理士法改正に関する国税庁・財務省主税局との勉強会（於、日税連会議室） 
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四 会長選任管理委員会に関する事項 
 

 役員選任規則に基づき、会長選任に関する事務を取り扱った。 

なお、本年は会長候補者が１人であったため、規定により当委員会で会長予定者を指名し、定期総

会に報告した。 

 

令 ７． ５．１３ 第１回会長選任管理委員会（於、日税連会議室） 

  １ 正副委員長の互選について 

              委 員 長  田 川 修 二 （東  京） 

副委員長  吞 海 英 治 （近  畿） 

                〃    田 中 英 雄  （北  陸） 

  ２ 今後の委員会運営について 

  ３ 会長選任に関する日程について 

 ４ 「会長候補者推薦の申し出」公示文（案）について 

 ５ 「立候補届出事項」の会報掲載について 

  

令 ７． ６．１５ 「会長候補者推薦の申し出について」の公示 

 （「税理士界」第１４４９号） 

 

令 ７． ６．３０ 推薦の申し出期間 

   ～   

令 ７． ７． １ 

 

令 ７． ７． ２ 第１回会長選任管理委員会常任委員会（ウェブ会議） 

           １ 経過報告について 

 ２ 会長候補推薦会の運営について 

 ３ その他 

 

令 ７． ７． ２ 会長候補推薦会（ウェブ会議） 

 ≪議案≫会長候補者推薦の件 

 

令 ７． ７． ８ 立候補届出期間 

～   

令 ７． ７．１０ 

 

令 ７． ７．１５ 会長候補者の所信表明を税理士会会員に報知 

 （「税理士界」第１４５０号） 
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五  税制審議会・運営評価委員会に関する事項 
 

 

１ 税 制 審 議 会 

 

 会長諮問「寄附金税制のあり方について」について審議し、その結果を答申した。 

 

令 ７． ４．１０ 第１回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度諮問事項（案）について 

２ 会議スケジュール その他 

（１）会議スケジュール 
（２）令和７年度予算要求額の調整について 

 

令 ７． ９．３０ 第２回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 正副専門委員長の互選について 

２ 令和７年度の事業計画及び予算について 

３ 令和７年度諮問事項について 

４ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１０． ９ 第３回税制審議会専門委員会（於、横浜市） 
１ 令和７年度の諮問事項について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１０．２１ 第４回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 第１回総会の運営について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１０．２１ 第１回税制審議会総会（於、日税連会議室） 
１ 当審議会の構成について 

（１）会長の互選について 

（２）会長代理の指名について 

２ 令和７年度諮問事項の検討について 

３ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１１．２５ 第５回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 第２回総会の運営について 

２ 会議スケジュール その他 
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令 ７．１１．２５ 第２回税制審議会総会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度諮問事項の検討について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１２．２５ 第６回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 第３回総会の運営について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ７．１２．２５ 第３回税制審議会総会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度諮問事項の検討について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． １．２１ 第７回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 第４回総会の運営について 

２ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． １．２１ 第４回税制審議会総会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度諮問事項の検討について 

           ２ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ２．１８ 第８回税制審議会専門委員会（於、日税連会議室） 
１ 第５回総会の運営について 

           ２ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ２．１８ 第５回税制審議会総会（於、日税連会議室） 
１ 令和７年度諮問事項の検討について 

           ２ 会議スケジュール その他 

 

令 ８． ３．１６ 令和７年度答申の起草に関する打合せ（於、日税連会議室） 

 

令 ８． ３．２５ 第６回税制審議会総会（於、なだ万 高輪プライム） 
１ 令和７年度諮問事項「寄附金税制のあり方について」に対する答申に 

ついて 
 

２ 運営評価委員会 
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 令和６年度の業務運営等について評価を行った。 

 

令 ７． ６．２５ 運営評価委員会（於、日税連会議室） 
１ 令和６年度の業務運営等の評価について 
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六 電子証明事務に関する事項

令和８年３月末の第六世代税理士用電子証明書の発行数 

税理士会 登録者数（※１） 取得者数（※２） 取得率

東 京 ２４，７３７ １６，７９３ ６７.８９％ 
東京地方 ５，１４５ ４，１４６ ８０.５８％ 
千 葉 県 ２，５９３ ２，０２０ ７７.９０％ 
関東信越 ７，７３３ ６，３１０ ８１.６０％ 
近 畿 １５，５９６ １１，７４８ ７５.３３％ 
北 海 道 １，８９１ １，５６７ ８２.８７％ 
東 北 ２，５４４ ２，２０５ ８６.６７％ 
名 古 屋 ４，９１２ ３，９３２ ８０.０５％ 
東 海 ４，３２６ ３，８０１ ８７.８６％ 
北 陸 １，４８７ １，３４１ ９０.１８％ 
中 国 ３，２７８ ２，８６６ ８７.４３％ 
四 国 １，６６４ １，４４５ ８６.８４％ 
九州北部 ３，６５６ ２，８３０ ７７.４１％ 
南 九 州 ２，３４０ １，９３５ ８２.６９％ 
沖 縄 ５３５ ４２８ ８０.００％ 
合 計 ８２，４３７ ６３，３６７ ７６.８７％ 

（※１）税理士業務の停止・禁止者は除く。

（※２）有効な第六世代税理士用電子証明書を取得している者。
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令　７．　４．　１ 会長選任管理委員会委員として次の者が委嘱された。

田 川　修 二 （東　　京）

郡 司　雅 晴 （東京地方）

髙 橋  功 （千 葉 県）

小 林　  馨 （関東信越）

呑 海　英 治 （近　　畿）

坂 本　雅 明 （北 海 道）

斎 藤　秀 俊 （東　　北）

前 原　明 弘 （名 古 屋）

野 田　喜 美 （東　　海）

田 中　英 雄 （北　　陸）

三 輪　利 昭 （中　　国）

西 村  進 （四　　国）

森　  茂 樹 （九州北部）

木 脇　勝 己 （南 九 州）

並 里 真奈生 （沖　　縄）

令　７．　４．　１ 税務相談室相談員として次の者が委嘱された。

石 飛  光 基 （東　　京）

犬 飼  康 宜 （東　　京）

尾 方  英 治 （東　　京）

倉 光　宏 一 （東　　京）

小檜山 　健 （東京地方）

佐々木 京 子 （東　　京）

須 藤　尚 志 （東京地方）

林　　由美子 （東　　京）

堀　　亜砂子 （東京地方）

水 野 　浩 （関東信越）

三 原　佳 人 （東　　京）

武 藤　康 弘 （関東信越）

山 田　弘 一 （近　　畿）

山 本　啓 二 （近　　畿）

渡 邉 　勲 （東京地方）

令　７．　７．２４ 第６８回定期総会において次のとおり役員が選任された。

会　　長 太 田　直 樹 （東　　海）

副 会 長 加 藤　眞 司 （東　　京）

七　役員・委員等の選任及び委嘱に関する事項
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木 島　裕 子 （東京地方）

茂 木　 　浩 （千 葉 県）

大 山　博 之 （関東信越）

石 原  健 次 （近　　畿）

須 藤　 　寿 （北 海 道）

髙 澤　圭 一 （東　　北）

尾 崎　秀 明 （名 古 屋）

片 山　泰 宏 （東　　海）

瀬 戸　順 一 （北　　陸）

田 中　一 宏 （中　　国）

浜 崎　友 二 （四　　国）

丸 山　二 也 （九州北部）

稲 岡　政 弘 （南 九 州）

大 濵　 　剛 （沖　　縄）

理　　事 大 坪　亮 太 鴨 田　和 恵

山 中  孝 一 久 野　豊 仁

勝 又　和 彦 中 牧　秀 夫

奥 澤 　誠 興 津　亮 一

岡 本　恭 子 百 瀬　弘 之

富 永　絵 里 千 葉　哲 範

鈴 木　博 史 森 下　清 隆

島 村 　洋 鈴 木 三枝子

大久保 昭 彦 芦 田　眞 一

田 中　千 税 鈴 木　茂 和

大 畑　智 宏 渡 邊　哲 人

芳 賀　保 則 早 津 重一郎

石 井　宏 和 中 山　隆 由

（以上　東　　京）

横 尾　 　稔 山 口　伸 二

石 渡  稔 之 酒 井　啓 一

中 込　正 純 加 藤　安 利

（以上　東京地方）

木 下  勉 権  淑 香

鈴 木  恭 浩 加 藤  達 郎

（以上　千 葉 県）

遠 井　洋 子 長 沼　早 苗

板 垣　弘 一 鴻 田　 　敦

小 野　恭 利 青 木 美智夫

竹 内　健 康 井 筒　一 郎

97



松 波　竜 太 （以上　関東信越）

相 間　宏 章 秦 　  雅 彦

岡 本 　  正 植 木　心 一

後 藤 加代子  本　典 彦

木 村　雅 彦 榮 村　聡 二

前 川　武 政 清 水　佳 子

市 木　雅 之 柏 木　英 樹

道 野　充 宏 坂 井　昭 彦

藤 田　隆 大 田 部　純 一

阪 　  広 久 （以上　近　　畿）

菅 原　一 朗 今 野　美 香

北 山　幸 徳 （以上　北 海 道）

桑 畑　弘 道 堀 江　正 喜

大 友　 　聡 菊 池　二 郎

（以上　東　　北）

菱 田　裕 之 岡 部　豊 生

飯 島  明 伸 小 松　佳 史

森　      靖 鈴 木　春 美

（以上　名 古 屋）

高 林　良 樹 松 井　寛 人

大 畑　真 也 髙 嶋　浩 通

今 西　孝 彰 （以上　東　　海）

北 村　彰 英 中 野　 　岳

岡 﨑　克 郎 （以上　北　　陸）

上 原　博 行 齊 藤     勲

冨 山　敬 介 山 本　博 敏

（以上　中　　国）

河 内　 　泉 金 子  長 彦

岩 佐  誠 志 （以上　四　　国）

末 吉　幹 久 赤 木  保 之

末 吉   　勇 西 村   　宰

宮 地   　学 （以上　九州北部）

若 杉　裕 二 野 元　俊 一

岩 下     茂 （以上　南 九 州）

添 石　幸 伸 石 川　正 剛

（以上　沖　　縄）

外部理事 早 川 眞一郎 （弁護士・東京大学名誉教授）

監　　事 脇 坂　雄 一 （東　　京）

三 浦  宏 晶 （東京地方）
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錦 織  良 光 （千 葉 県）

坂 本　和 重 （関東信越）

小 畑　雅 人 （近　　畿）

藤 原　誉 康 （北 海 道）

大 友　良 一 （東　　北）

久 野　完 治 （名 古 屋）

大多和 則 之 （東　　海）

土 本　直 邦 （北　　陸）

近 重　   勉 （中　　国）

河 上　幸 市 （四　　国）

野 田　昇 資 （九州北部）

花 田　強 志 （南 九 州）

満 尾　俊 哉 （沖　　縄）

外部監事 澤 野　正 明 （弁 護 士）

令　７．　７．２８　専務理事として次の者が委嘱された。

遠 井　洋 子 （関東信越）

菱 田　裕 之 （名 古 屋）

山 中  孝 一 （東　　京）

相 間　宏 章 （近　　畿）

令　７．　８．　７ 常務理事及び部長、委員長として次の者が委嘱された。

常務理事 総務部長 松 井　寛 人 （東　　海）

　 〃 財務部長 鴨 田　和 恵 （東　　京）

　 〃 広報部長 桑 畑　弘 道 （東　　北）

　 〃 制度部長 中 牧　秀 夫 （東　　京）

　 〃 調査研究部長 末 吉　幹 久 （九州北部）

　 〃 業務対策部長 添 石　幸 伸 （沖　　縄）

　 〃 研修部長 井 筒　一 郎 （関東信越）

　 〃 税務支援対策部長 岡 﨑　克 郎 （北　　陸）

　 〃 綱紀監察部長 上 原　博 行 （中　　国）

　 〃 登録調査部長 若 杉　裕 二 （南 九 州）

　 〃 公益業務支援部長 山 口　伸 二 （東京地方）

　 〃 租税教育推進部長 菅 原　一 朗 （北 海 道）

　 〃 国際部長 鈴 木　恭 浩 （千 葉 県）

　 〃 中小企業対策部長 秦  　 雅 彦 （近　　畿）

　 〃 事業本部長 岡 部　豊 生 （名 古 屋）

　 〃 会務制度委員長 河 内　   泉 （四　　国）

　 〃 デジタル・システム委員長 坂 井　昭 彦 （近　　畿）
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法対策実行本部長 太 田　直 樹 （東　　海）

令　７．　８．　７ 登録審査会委員として次の者が委嘱された。

加 藤　眞 司 （東　　京）

木 島  裕 子 （東京地方）

茂 木　 　浩 （千 葉 県）

大 山　博 之 （関東信越）

石 原  健 次 （近　　畿）

須 藤　 　寿 （北 海 道）

髙 澤　圭 一 （東　　北）

尾 崎　秀 明 （名 古 屋）

片 山　泰 宏 （東　　海）

瀬 戸　順 一 （北　　陸）

田 中　一 宏 （中　　国）

浜 崎　友 二 （四　　国）

丸 山　二 也 （九州北部）

稲 岡　政 弘 （南 九 州）

大 濵　　 剛 （沖　　縄）

令　７．　８．　７ 総合企画室室長及び副室長として次の者が委嘱された。

室　　長 遠 井　洋 子 （関東信越）

副 室 長 菱 田　裕 之 （名 古 屋）

　 〃 山 中  孝 一 （東　　京）

　 〃 相 間　宏 章 （近　　畿）

令　７．　８．２１ 常務理事として次の者が委嘱された。

大 坪　亮 太 （東　　京）

勝 又　和 彦 （東　　京）

奥 澤   　誠 （東　　京）

横 尾     稔 （東京地方）

木 下　 　勉 （千 葉 県）

小 野　恭 利 （関東信越）

榮 村　聡 二 （近　　畿）

前 川　武 政 （近　　畿）

今 野　美 香 （北 海 道）

堀 江　正 喜 （東　　北）

飯 島　明 伸 （名 古 屋）

大 畑　真 也 （東　　海）

中 野　 　岳 （北　　陸）
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齊 藤  勲 （中　　国）

金 子  長 彦 （四　　国）

赤 木  保 之 （九州北部）

野 元  俊 一 （南 九 州）

令　７．　８．２１ 各部・委員会委員が委嘱された。（１０９頁　編成表参照）

令　７．　８．２１ 総合企画室多様性活躍推進分科会座長及び委員として次の者が委嘱された。

座　　長 相 間  宏 章 （近　　畿）

委　　員 菱 田  裕 之 （名 古 屋）

 〃 山 中  孝 一 （東　　京）

 〃 滝 澤 多佳子 （東　　海）

 〃 大久保 倫 子 （九州北部）

 〃 谷 本 たまみ （南 九 州）

令　７．　８．２１ 総合企画室税理士制度分科会座長及び委員として次の者が委嘱された。

座　　長 山 中  孝 一 （東　　京）

委　　員 菱 田  裕 之 （名 古 屋）

 〃 相 間  宏 章 （近　　畿）

 〃 中 牧  秀 夫 （東　　京）

 〃 添 石  幸 伸 （沖　　縄）

 〃 坂 井  昭 彦 （近　　畿）

 〃 市 木  雅 之 （近　　畿）

令　７．　８．２１ 総合企画室情報管理分科会座長及び委員として次の者が委嘱された。

座　　長 菱 田  裕 之 （名 古 屋）

委　　員 山 中  孝 一 （東　　京）

 〃 相 間  宏 章 （近　　畿）

 〃 松 井  寛 人 （東　　海）

 〃 若 杉  裕 二 （南 九 州）

 〃 坂 井  昭 彦 （近　　畿）

令　７．　８．２１ 税制審議会特別委員として次の者が委嘱された。

井 伊　重 之 （産経新聞社東京本社客員論説委員）

井 上　  隆 （日本経済団体連合会専務理事）

及 川  勝 （全国中小企業団体中央会常務理事）

小 幡  純 子 （日本大学大学院法務研究科（法科大学院）教授）

角  紀代恵 （立教大学名誉教授）

加 藤　正 敏 （日本商工会議所理事・産業政策第一部長）
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川 北     力 （野村資産承継研究所理事長、元国税庁長官）

小 松　   浩 （毎日新聞論説特別顧問）

佐々木 達 也 （読売新聞東京本社編集委員）

鈴 木  正 徳 （航空機国際共同開発促進基金理事長、元中小企業庁長官）

田 近　栄 治 （一橋大学名誉教授）

田 中     治 （大阪府立大学名誉教授）

中 里 　　実 （東京大学名誉教授、西村高等法務研究所所長）

廣 田 　　実 （全国商工会連合会産業政策部長）

星 野　次 彦 （日本損害保険協会副会長、元国税庁長官）

細 溝  清 史 （前日本取引所自主規制法人理事長、元金融庁長官）

弥 永　真 生 （明治大学会計専門職研究科教授）

吉 村  典 久 （慶應義塾大学法学部教授）

令　７．　８．２１ 税制審議会専門委員として次の者が委嘱された。

伊 藤  千 鶴 （東　　京）

川 島 　　雅 （東　　京）

平 井  貴 昭 （東　　京）

中 村  重 和 （東京地方）

上 西 左大信 （近　　畿）

近 藤  雅 人 （近　　畿）

佐 藤  増 彦 （東　　北）

黒 柳  龍 哉 （東　　海）

令　７．　８．２１ 国際税務情報研究会委員及び顧問として次の者が委嘱された。

委　　員 中 里　   実 （東京大学名誉教授、西村高等法務研究所所長）

　 〃 川 田　   剛 （大原大学院大学客員教授）

　 〃 早 川 眞一郎 （弁護士、東京大学名誉教授）

　 〃 宮 本 十至子 （立命館大学経済学部教授）

顧　　問 川 北　   力 （野村資産承継研究所理事長、元国税庁長官）

委　　員 田 尻　吉 正 （東　　京）

　 〃 小 出　一 成 （東　　京）

　 〃 鈴 木　恭 浩 （千 葉 県）

　 〃 髙 橋  俊 行 （千 葉 県）

　 〃 江 本  尚 浩 （関東信越）

　 〃 呉　   幸 哲 （近　　畿）

　 〃 金 山　知 明 （近　　畿）

　 〃 金 井 恵美子 （近　　畿）

　 〃 瀧 谷　和 隆 （北 海 道）

　 〃 長谷部 光 哉 （東　　北）
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　 〃 松 岡　宣 明 （四　　国）

　 〃 前 田  富 和 （沖　　縄）

令　７．　８．２７ 監事会において次の者が常任監事に互選された。

脇 坂　雄 一 （東　　京）

三 浦  宏 晶 （東京地方）

錦 織  良 光 （千 葉 県）

小 畑  雅 人 （近　　畿）

大多和 則 之 （東    海）

澤 野　正 明 （弁 護 士）

令　７．　９．　４ 令和６年能登半島地震災害対策本部本部長、副本部長、委員として次の者が委嘱された。

本 部 長 太 田  直 樹 （東　　海）

副本部長 石 原  健 次 （近　　畿）

　 〃 浜 崎　友 二 （四　　国）

　 〃 尾 崎　秀 明 （名 古 屋）

　 〃 加 藤　眞 司 （東　　京）

　 〃 木 島　裕 子 （東京地方）

　 〃 茂 木　 　浩 （千 葉 県）

　 〃 大 山　博 之 （関東信越）

　 〃 須 藤　 　寿 （北 海 道）

　 〃 髙 澤　圭 一 （東　　北）

　 〃 片 山　泰 宏 （東　　海）

　 〃 瀬 戸　順 一 （北　　陸）

　 〃 田 中　一 宏 （中　　国）

　 〃 丸 山　二 也 （九州北部）

　 〃 稲 岡　政 弘 （南 九 州）

　 〃 大 濵　 　剛 （沖　　縄）

委　　員 遠 井　洋 子 （関東信越）

　 〃 菱 田　裕 之 （名 古 屋）

　 〃 山 中  孝 一 （東　　京）

　 〃 相 間　宏 章 （近　　畿）

　 〃 松 井　寛 人 （東　　海）

令　７．　９．１６ 評議員が委嘱された。

令　７．　９．２４ 副部長・副委員長及び副センター長として次の者が委嘱された。

＜総務部＞ 市 木　雅 之 （近　　畿）

富 永　絵 里 （東　　京）
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＜財務部＞ 千 葉　哲 範 （東　　京）

渡 邉　明 裕 （東　　北）

＜広報部＞ 齊 藤　真 紀 （東　　北）

田 部　純 一 （近　　畿）

森 下　清 隆 （東　　京）

＜調査研究部＞ 大 畑　智 宏 （東　　京）

大 内　浩 一 （東京地方）

藤 田　隆 大 （近　　畿）

＜研修部＞ 宮 下　重 秋 （北　　陸）

鈴 木 三枝子 （東　　京）

大 森 布実子 （近　　畿）

＜税務支援対策 島 村　　 洋 （東　　京）

部＞ 桑 原　鉄 也 （南 九 州）

＜綱紀監察部＞ 鈴 木　博 史 （東　　京）

中 川　徳 親 （近　　畿）

益 子　光 彦 （東　　北）

＜登録調査部＞ 中 山　隆 由 （東　　京）

鈴 江　　 誠 （北 海 道）

＜公益業務支援 中 村　英 明 （東京地方）

部＞ 宮 田　栄 子 （九州北部）

＜租税教育推進 橋 本　峰 人 （四　　国）

部＞ 戸 江　千 枝 （九州北部）

篠 﨑　敏 昭 （関東信越）

＜国際部＞ 渡 邊　哲 人 （東　　京）

笹 尾　博 樹 （関東信越）

濵 中　武 志 （近　　畿）

＜中小企業対策 道 野　充 宏 （近　　畿）

部＞ 早 津 重一郎 （東　　京）

＜事業本部＞ 久 野　豊 仁 （東　　京）

木 村　雅 彦 （近　　畿）

＜デジタル・ 小 林　英 樹 （九州北部）

システム 芳 賀　保 則 （東　　京）

委員会＞ 小 畑　裕 之 （東    海）

令　７．　９．２４ 理事会の議を経て、会則第１８条の２に規定する理事として次の者が委嘱された。

真 砂　美 穂 （東　　京）

福 井　知 子 （東　　京）

田 淵　早 苗 （東　　京）

並 木　   愛 （東　　京）
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廣 崎　英 子 （東京地方）

松 﨑　美 和 （千 葉 県）

福 永 千加子 （関東信越）

上 林　   環 （近　　畿）

藤 原　功 子 （近　　畿）

横 手　章 子 （北 海 道）

森　  智恵子 （東　　北）

岩 井 由紀子 （名 古 屋）

小 川　友 香 （東　　海）

猿 田　淳 子 （北　　陸）

熊野　留美子 （中　　国）

丹下  真由美 （四　　国）

草 場　明 子 （九州北部）

末 吉　麻 子 （南 九 州）

大 濵 田美子 （沖　　縄）

令　７．　９．２４ 理事会の議を経て、相談役として次の者が委嘱された。

服 部　徹 義 野 村　一 榮

平 山　玲 昰 大 西　孝 之

喜屋武　　清 長 縄　信 雄

金 子　秀 夫 木 村　光 雄

小早川 隆 幸 熊 谷  眞 人

山 城  泰 哲 山 川　   巽

清 水  武 信 深 田  一 弥

石 井  幸 夫 川 松  保 夫

大 前 　　香 百 田  勝 彦

宮 田  義 見 小 川  令 持

原 田　啓 吾 髙 田　住 男

小 林  健 彦 石 丸 修太郎

平 野   　豊 筒 井  伸 司

松 原  弘 明 友 利  博 明

小 島　忠 男 浅 田　恒 博

灘   　博 明 戸 田     強

西 村     新 杉 田  慶 一

金 坂  和 正 木 口     隆

西 村  高 史 三 好     勝

清 田  明 弘 外 間　喜 明

和 田　榮 一 江 本　英 仁

杉 田　宗 久 海老澤 孝 公
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武 部　道 孝 足 達　信 一

北 島　則 行 東　　 秀 優

松 川　吉 雄

令　７．１０．２０ 法対策実行本部副本部長及び委員として次の者が委嘱された。

副本部長 足 達　信 一 （東　　京）

委　　員 加 藤　眞 司 （東　　京）

　 〃 木 島　裕 子 （東京地方）

　 〃 茂 木　　 浩 （千 葉 県）

　 〃 大 山　博 之 （関東信越）

　 〃 石 原  健 次 （近　　畿）

　 〃 須 藤　 　寿 （北 海 道）

　 〃 髙 澤　圭 一 （東　　北）

　 〃 尾 崎　秀 明 （名 古 屋）

　 〃 片 山　泰 宏 （東　　海）

　 〃 瀬 戸　順 一 （北　　陸）

　 〃 田 中　一 宏 （中　　国）

　 〃 浜 崎　友 二 （四　　国）

　 〃 丸 山　二 也 （九州北部）

　 〃 稲 岡　政 弘 （南 九 州）

　 〃 大 濵　   剛 （沖　　縄）

　 〃 平 井　貴 昭 （東　　京）

　 〃 鈴 木  崇 晴 （東京地方）

　 〃 美 保  哲 夫 （千 葉 県）

　 〃 小 林  俊 一 （関東信越）

　 〃 那 須  弘 敬 （近　　畿）

　 〃 名 越  隆 雄 （北 海 道）

　 〃 工 藤  重 信 （東　　北）

　 〃 飯 島　明 伸 （名 古 屋）

　 〃 中 川　直 之 （東　　海）

　 〃 高 木　悦 子 （北　　陸）

　 〃 井 上  博 夫 （中　　国）

　 〃 橋 本  孝 志 （四　　国）

　 〃 永 松  雄一郎 （九州北部）

　 〃 宮 本　律 夫 （南 九 州）

　 〃 羽 地　明 人 （沖　　縄）

令　７．１０．２０ 法対策実行本部統合企画部正副部長及び委員として次の者が委嘱された。

部　　長 髙 澤　圭 一 （東　　北）
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副 部 長 遠 井　洋 子 （関東信越）

　 〃 菱 田　裕 之 （名 古 屋）

　 〃 山 中　孝 一 （東　　京）

　 〃 相 間　宏 章 （近　　畿）

委　　員 松 井　寛 人 （東　　海）

　 〃 桑 畑　弘 道 （東　　北）

　 〃 中 牧　秀 夫 （東　　京）

　 〃 末 吉　幹 久 （九州北部）

　 〃 添 石　幸 伸 （沖　　縄）

　 〃 岡 﨑　克 郎 （北　　陸）

　 〃 秦　　 雅 彦 （近　　畿）

　 〃 坂 井　昭 彦 （近　　畿）

　 〃 長谷川 隆 史 （近　　畿）

　 〃 有 坂  信 彦 （東　　北）

　 〃 秋 山　典 久 （関東信越）

　 〃 遠 藤　　 潔 （東　　京）

　 〃 中 野　修 宏 （名 古 屋）

　 〃 河 合　省 吾 （東　　海）

　 〃 吉 川　裕 一 （東　　京）

　 〃 谷   　幹 夫 （北 海 道）

令　７．１０．２０ 副部長及び副委員長として次の者が委嘱された。

＜制度部＞ 鈴 木　茂 和 （東　　京）

田 中　信 大 （近　　畿）

＜業務対策部＞ 大久保 昭 彦 （東　　京）

山 本 多通男 （近　　畿）

＜会務制度委 石 井  宏 和 （東　　京）

員会＞ 松 岡  保 彦 （近　　畿）

令　７．１１．２７ 運営評価委員会委員として次の者が委嘱された。

中 里 　　実 （東京大学名誉教授、西村高等法務研究所所長）

真 砂     靖 （弁護士）

佐 藤　英 明 （慶應義塾大学大学院法務研究科教授）

田 近　栄 治 （一橋大学名誉教授）

増 井  良 啓 （東京大学大学院法学政治学研究科教授）

令　７．１２．１６ 制度部委員として次の者が委嘱された。

長 谷　広 信 （九州北部）
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令　７．１２．１６ 調査研究部委員として次の者が委嘱された。

矢羽田　　修 （九州北部）

令　８．　１．２２ 総合企画室多様性活躍推進分科会委員として次の者が委嘱された。

柏 木　元 気 （中　　国）

國 分　智 弘 （沖　　縄）
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八 登 録 に 関 す る 事 項             

１ 登録審査会に関する事項

 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける登録審査会の開催状況並びに同審査会に付

議された新規登録申請の処理状況は、次のとおりである。

開 催 月 日 回（通算） 付議件数

付 議 件 数 の 処 理 内 容             

登録決定 保 留 取下げ
資格審査会

付議

令 ７． ４．２４ １（７８２） ２００ ２００ － － －

令 ７． ５．２２ ２（７８３） １２１ １２１ － － －

令 ７． ６．２４ ３（７８４） ２０４ ２０４ － － －

令 ７． ７．２３ ４（７８５） １７７ １７７ － － －

令 ７． ８．２１ ５（７８６） １５４ １５４ － － －

令 ７． ９．２４ ６（７８７） ５９８ ５９８ － － －

令 ７．１０．２０ ７（７８８） ２６８ ２６８ － － －

令 ７．１１．２６ ８（７８９） ２０５ ２０５ － － －

令 ７．１２．２２ ９（７９０） １７９ １７９ － － －

令 ８． １．２２ １０（７９１） ２３９ ２３９ － － －

令 ８． ２．１９ １１（７９２） ２４２ ２４２ － － －

令 ８． ３．２４ １２（７９３） １８６ １８５ １ － －

計 １２ ２，７７３ ２，７７２ １ － －

２ 資格審査会に関する事項

（１）原田 一寿氏は、令和７年７月異動により辞任、その後任として次の者が補充委嘱された。

河口 健児（国税事務従事者） 令和７年９月４日付委嘱

（２）菊地 健太郎氏は、令和７年７月異動により辞任、その後任として次の者が補充委嘱された。 

市川 靖之（地方税事務従事者） 令和７年９月４日付委嘱

（３）第３８回資格審査会が、令和７年１２月２４日に開催された。

３ 変更登録申請等の処理に関する事項

 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける変更登録処理件数､証票亡失等受理件数、証

票再交付処理件数及び登録抹消処理件数は次のとおりである。

月 変更登録処理 証票亡失等受理 証票再交付処理 登録抹消処理 

４ ６２２ ３４ ２６ ３５８ 

５ ５８２ ３５ ３１ １６６ 

６ ７９６ ３８ ２７ １６５ 
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７ ６７７ ２８ ２３ １８４ 

８ ６０２ ２９ １７ １１４ 

９ ９３０ ２０ １８ １２９ 

１０ ９３８ ４３ ３８ １８８ 

１１ ７０２ ２４ １９ ８２ 

１２ ６９７ ２４ １６ １４０ 

１ ９４１ ３７ ３２ １７８ 

２ ７６３ １５ １３ １２８ 

３ ４２８ ２０ １２ １２３ 

計 ８，６７８ ３４７ ２７２ １，９５５ 

４ 税理士法人届出等の処理に関する事項

 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける税理士法人の設立届出処理件数、変更届出

処理件数、解散届出処理件数、従たる事務所廃止届出処理件数及び合併届出処理件数は次のとおりで

ある。

月

税理士法人設立届出処理
変更届出

処 理

解散届出

処 理

従たる事務所

廃止届出処理

合併届出

処 理主 た る
事 務 所

従 た る
事 務 所

４ １４ ２５ １５２ ７ ８ ２

５ １０ １６ １８２ ５ ８ ０

６ １６ ２４ １９２ １０ １４ ０

７ ２４ ３５ １６２ ６ １３ ０

８ ２５ ２７ １５４ １１ １５ ０

９ １４ ３７ ２００ ７ １６ ０

１０ ３２ ３９ １５２ ５ ２４ ０

１１ ２１ ３０ １７４ ５ １６ ２

１２ １４ ２６ １９２ ８ １４ ０

１ ２８ ３６ １７７ ９ １１ ２

２ ２５ ３０ １９９ １２ ２５ ２

３ ９ ２５ １５７ ６ ８ １

計 ２３２ ３５０ ２，０９３ ９１ １７２ ９

５ 旧姓使用承認申請の処理に関する事項

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける旧姓使用承認申請の処理件数は次のとおり

である。

月
旧姓使用

承認処理

旧姓使用

取止承認処理

４ １１ ４

５ ７ ２

６ １６ １

７ ２ ２

８ ７ ４

９ １１ ２

１０ １１ １
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６ 税理士証票定期交換申請等の処理に関する事項

 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける定期交換申請書送付件数、定期交換処理件

数、証票交付処理件数は次のとおりである。 

７ 登録の取消処分の処理に関する事項

 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までにおける税理士法第２５条第１項第３号（２年以上

継続して所在が不明であるとき）該当者の登録の取消処分に関する処理件数は次のとおりである。 

年 月 日 聴聞実施件数 
登録審査会 

付 議 件 数 

資格審査会 

付 議 件 数 
登録取消処分 

令 ８． １．２２ ３ － － － 

令 ８． ２．１９ － ３ － － 

計 ３ ３ － － 

１１ １４ １

１２ ８ ７

１ １０ １

２ １２ ２

３ １１ ３

計 １２０ ３０

月 定期交換申請書送付 定期交換処理 証票交付処理

４ － ６１ ６４６ 

５ ２６６ ４１ ５４ 

６ ２４０ １６５ ４９ 

７ ３０９ １８７ ９９ 

８ ３０８ １８３ ８８ 

９ ５１３ ３３９ １８４ 

１０ ４０８ ４４７ １８０ 

１１ ３７８ ３１４ ２９９ 

１２ ３７６ ３０３ ４６８ 

１ ５５４ ３３２ ４１１ 

２ ６３２ ３２６ ７２５ 

３ ４６６ ３０１ ４６９ 

計 ４，４５０ ２，９９９ ３，６７２
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九 関係官庁等への意見具申に関する事項 

 
 
令 ７． ６．３０ 国税庁あて「税務支援に関する要望事項」を提出した。 
 
令 ７． ７．２２ 国税庁、総務省及び地方税共同機構あて「電子申告に関する要望事項」を提出

した。 
 
令 ７． ８． ４ 財務大臣、財務省主税局長、国税庁長官、総務大臣、総務省自治税務局長、経

済産業大臣及び中小企業庁長官あて「令和８年度税制改正に関する建議書」を

提出した。 
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十 災害への対応に関する事項 

令 ７． ４． ５ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会を実施し、２３件の相

～ 談に対応した。 

令 ７． ４． ６ 

令 ７． ４．２４ 災害対策本部：北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費

用として１,２７０,３６７円を災害対策費より支弁することを

決定した。

令 ７．１０．２０ 災害対策本部：北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会に係る費

用として３,３８６,７５５円を災害対策費より支弁することを

決定した。

令 ７．１０．２５ 北陸税理士会による能登半島地震雑損控除計算相談会を実施し、４０件の相

～ 談に対応した。 

令 ７．１０．２６ 
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十一 庶務に関する事項その他              

令 ７． ４．１７ 中部ブロック会議が名古屋市にて開催された。

令 ７． ４．２９ 春の叙勲受章者の発表があり、税理士功労として次の４氏が受章された。

旭日小綬章 市川 博久（東  海  会）

鈴木 雅博（東  京  会）

瀬戸 順一（北  陸  会）

西村 高史（名 古 屋 会）

令 ７． ６．１８ 税理士会定期総会がそれぞれ次の日程で開催された。

～

令 ７． ６．２６

会

名

東

京

東

京

地

方

千

葉

県

関

東

信

越

近

畿

北

海

道

東

北

名

古

屋

東

海

北

陸

中

国

四

国

九

州

北

部

南

九

州

沖

縄

期

日

６

・

18

６

・

23

６

・

26

６

・

20

６

・

23

６

・

23

６

・

19

６

・

19

６

・

26

６

・

19

６

・

19

６

・

18

６

・

19

６

・

20

６

・

19

令 ７． ７．２４ 「第４８回日税研究賞」の授賞式を定期総会の席上で行った。

≪未公表論文≫

＜入 選＞………………３点

≪既公表論文≫

＜日税研究賞奨励賞＞…１点

令 ７． ７．２４ 表彰規程に基づき令和７年度表彰者（第３号該当を除く。合計９５３名）の授

賞式を定期総会の席上で行った。

令 ７． ７．２４ 令和７年度「日本税理士会連合会・金子宏賞」の授賞式を定期総会の席上で行

った。

≪受賞者≫ 田尻 吉正（東京税理士会）

令 ７． ８． ５ 令和７年度税理士試験が実施された。
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    ～       
令 ７． ８． ７  
 
令 ７． ８．２１ 国税庁幹部との懇談会を開催した。 
 
令 ７． ８．２１ 財務省主税局幹部との懇談会を開催した。 
 
令 ７． ８．２３ 朝倉文彦相談役が逝去された。 
 
令 ７． ９． ４ 総務省自治税務局幹部との懇談会を開催した。 
 
令 ７． ９．１１ 九州・沖縄税理士会役員協議会が沖縄県那覇市にて開催された。 
 
令 ７． ９．２４ 表彰規程に基づき令和７年度表彰者（第３号該当。合計５０名）の授賞式を理

事会の席上で行った。  
 
令 ７．１０． ３ 東日本ブロック会議がさいたま市にて開催された。 
 
令 ７．１１． ２ 秋の褒章受章者の発表があり、業務精励（税理士業）及び税理士功績として次

の８氏が受章された。 
           黄 綬 褒 章  岡部 豊生（名 古 屋 会） 
                        〃    長谷川良則（関東信越会） 
           藍 綬 褒 章  浦山 善太（東 北 会） 

  〃    倉井  章（関東信越会） 
  〃    鴻田  敦（関東信越会） 
  〃    杉田 晴記（四 国 会） 
  〃    冨山 敬介（中 国 会） 
  〃    野元 俊一（南 九 州 会） 

 
令 ７．１１． ３ 秋の叙勲受章者の発表があり、税理士功労として次の１氏が受章された。 
           旭日小綬章  杉田 宗久（近 畿 会） 
 
令 ７．１１． ６ 西日本ブロック会議が大阪市にて開催された。 
 
令 ７．１１．１３ 全国税理士会紛議調停委員長会議を開催した。 
 
令 ７．１１．１８ アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）２０２５年 
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～ カトマンズ会議がソルティ・カトマンズホテルで開催された。

令 ７．１１．２１

令 ７．１１．２８ 令和７年度税理士試験結果が公表された（合格者５２７名）。 

令 ７．１２． ４ 長縄信雄相談役が逝去された。

令 ８． １． ８ 新年賀詞交歓会を開催した。 

令 ８． １．２９ 全国専務理事連絡会議を開催した。 

令 ８． ２．１７ 第３３回全国事務局職員研修会を開催した。 

令 ８． ２．１９ 財務省主税局幹部との懇談会を開催した。

令 ８． ３． ５ 第６３回全国事務局連絡会議を開催した。 
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（令和8年3月31日現在）

税理士会 税理士会員数 税理士法人会員数 会　員　数 比　率（％）

東　　京 24,709 2,231 26,940 29.7%

東京地方 5,131 472 5,603 6.2%

千 葉 県 2,581 264 2,845 3.1%

関東信越 7,709 886 8,595 9.5%

近　　畿 15,559 1,397 16,956 18.7%

北 海 道 1,891 292 2,183 2.4%

東　　北 2,535 320 2,855 3.2%

名 古 屋 4,907 551 5,458 6.0%

東　　海 4,320 502 4,822 5.3%

北　　陸 1,487 208 1,695 1.9%

中　　国 3,276 347 3,623 4.0%

四　　国 1,662 165 1,827 2.0%

九州北部 3,644 422 4,066 4.5%

南 九 州 2,321 245 2,566 2.8%

沖　　縄 533 90 623 0.7%

合　　計 82,265 8,392 90,657 100.0%

令和７年度末税理士会会員数
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.8

3
5
,2

0
4
.8

1
0
6
,9

3
7
.2

5
4
,4

6
8

8
1
5
,2

9
0

4
5
5
,2

0
7

1
,3

2
4
,9

6
5

対
前

年
比

増
減

1
.0

0
%

-
3
.3

9
%

-
3
.0

8
%

-
1
.2

4
%

-
2
.5

6
%

-
1
1
.5

1
%

-
2
.0

9
%

-
1
.6

3
%

-
2
.3

6
%

※
１

 名
古

屋
会

「
指

導
納

税
者

数
（
実

数
）
」
の

「
受

託
事

業
」
に

は
一

部
東

海
会

の
事

績
を

含
む

。
（
表

３
※

２
参

照
）

税
理

士
会

員
数

(令
和

8
.3

.3
1
現

在
)

独
自

事
業

受
託

事
業

協
議

派
遣

事
業

合
　

　
　

計
独

自
事

業
受

託
事

業
協

議
派

遣
事

業
合

　
　

　
計

従
事

税
理

士
人

数
（
延

人
数

）
指

導
納

税
者

数
（
実

数
）

（
表

１
）
税

理
士

会
合

計
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税
務

支
援

事
績

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

3
1
日

）
※
実
施
し
て
い
な
い
も
の
は
「
0
.
0
」
、
「
－
」
は
不
明
と
す
る
。

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

相
談

件
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

東
京

2
,1

6
6
.0

9
7
2

9
7
6
.5

6
6
3

0
.0

0
4
7
0
.0

3
,6

9
2

0
.0

0
3
,6

1
2
.5

5
,3

2
7

東
京

地
方

0
.0

0
5
3
2
.0

2
,9

1
7

1
8
.0

2
7

0
.0

0
0
.0

0
5
5
0
.0

2
,9

4
4

千
葉

県
3
0
6
.0

3
0
6

2
5
.0

1
3
6

9
.0

9
0
.0

0
2
2
.0

1
4
6

3
6
2
.0

5
9
7

関
東

信
越

9
2
2
.5

3
,0

4
8

2
4
1
.0

8
5
4

7
,2

4
2
.0

6
3
8

2
6
3
.0

2
4
5

4
,1

3
1
.0

6
2
0

1
2
,7

9
9
.5

5
,4

0
5

近
畿

1
,4

9
6
.5

7
,6

7
2

3
7
9
.5

2
,0

7
1

0
.0

0
9
1
6
.0

8
,3

5
2

1
8
9
.5

5
6
3

2
,9

8
1
.5

1
8
,6

5
8

北
海

道
5
3
.0

5
1

2
0
1
.0

6
1
3

7
3
.0

4
3
1
2
.0

1
,0

0
9

1
7
9
.5

6
6
1

8
1
8
.5

2
,3

3
8

東
北

8
7
1
.0

1
,8

8
4

4
3
3
.0

8
8
2

2
9
1
.0

9
6

0
.0

0
0
.0

0
1
,5

9
5
.0

2
,8

6
2

名
古

屋
7
9
4
.0

7
1
4

1
2
.0

3
8

0
.0

0
2
7
7
.0

8
4
2

2
9
.0

1
7
0

1
,1

1
2
.0

1
,7

6
4

東
海

8
2
6
.0

1
,6

6
6

1
4
0
.0

6
4
7

0
.0

0
3
7
.0

6
7

9
1
.0

4
0
9

1
,0

9
4
.0

2
,7

8
9

北
陸

4
6
.5

3
3
7

5
9
.5

4
4
6

0
.0

0
4
.5

4
8

3
2
.0

2
0
5

1
4
2
.5

1
,0

3
6

中
国

6
8
.0

1
8
9

1
8
3
.0

8
4
0

8
6
.0

2
5
3

2
7
5
.0

3
,0

4
7

2
9
.5

1
3
4

6
4
1
.5

4
,4

6
3

四
国

1
5
5
.0

4
6
3

0
.0

0
0
.0

0
8
7
.0

1
4
3

4
5
0
.0

1
2
8

6
9
2
.0

7
3
4

九
州

北
部

1
3
7
.0

8
4
2

2
1
6
.0

1
,1

9
2

3
6
.0

1
0
6

7
.0

2
4

3
5
.0

1
7
3

4
3
1
.0

2
,3

3
7

南
九

州
0
.0

0
3
.0

2
5

1
,8

6
6
.6

2
,4

3
7

0
.0

0
0
.0

0
1
,8

6
9
.6

2
,4

6
2

沖
縄

0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
2
3
.0

2
8
4

6
3
.0

4
6
8

8
6
.0

7
5
2

合
計

7
,8

4
1
.5

1
8
,1

4
4

3
,4

0
1
.5

1
1
,3

2
4

9
,6

2
1
.6

3
,5

7
0

2
,6

7
1
.5

1
7
,7

5
3

5
,2

5
1
.5

3
,6

7
7

2
8
,7

8
7
.6

5
4
,4

6
8

※
１

 合
計

「
指

導
納

税
者

数
」
に

は
、

（
４

）
電

話
相

談
に

よ
る

税
務

支
援

「
相

談
件

数
」
を

含
む

。
※

２
 東

北
会

「
（
４

）
電

話
相

談
」
の

従
事

税
理

士
人

数
は

「
（
１

）
常

設
型

税
務

支
援

」
に

含
む

。

（
４

）
電

話
相

談
（
５

）
そ

の
他

の
税

務
支

援
合

　
　

計
（
１

）
常

設
型

税
務

支
援

（
２

）
会

場
型

税
務

支
援

（
３

）
事

務
所

型
税

務
支

援

（
表

２
）
独

自
事

業
に

よ
る

税
務

支
援
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税
務

支
援

事
績

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

3
1
日

）
※
実
施
し
て
い
な
い
も
の
は
「
0
.
0
」
、
「
－
」
は
不
明
と
す
る
。

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

相
談

件
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数

東
京

0
.0

0
0
.0

0
3
,9

4
3
.1

2
8
,3

7
1

3
,0

1
5
.6

1
6
3
,7

7
1

0
.0

0
2
1
9
.0

6
6
0

7
,1

7
7
.7

1
9
2
,8

0
2

東
京

地
方

0
.0

0
0
.0

0
1
,4

3
1
.0

1
0
,3

4
1

9
7
9
.0

5
0
,4

8
2

0
.0

0
1
1
1
.0

4
6
8

2
,5

2
1
.0

6
1
,2

9
1

千
葉

県
0
.0

0
0
.0

0
1
,0

1
6
.0

1
0
,1

6
2

3
6
2
.5

2
0
,1

0
1

0
.0

0
6
4
.0

3
1
2

1
,4

4
2
.5

3
0
,5

7
5

関
東

信
越

2
,7

7
2
.0

9
9
2

0
.0

0
2
,6

6
0
.0

2
7
,1

1
7

1
,7

9
7
.0

6
7
,2

4
2

1
8
5
.0

2
,9

0
9

0
.0

0
7
,4

1
4
.0

9
8
,2

6
0

近
畿

1
,5

6
1
.0

1
,6

9
9

0
.0

0
2
,4

4
0
.0

2
5
,9

3
3

2
,0

7
0
.5

9
0
,9

6
3

0
.0

0
0
.0

0
6
,0

7
1
.5

1
1
8
,5

9
5

北
海

道
0
.0

0
0
.0

0
2
7
9
.0

-
4
0
3
.5

2
2
,6

5
6

1
0
4
.0

-
2
6
.0

-
8
1
2
.5

2
2
,6

5
6

東
北

7
9
3
.0

1
9
1

0
.0

0
8
0
.0

1
,0

8
9

5
2
1
.0

2
3
,5

6
6

0
.0

0
0
.0

0
1
,3

9
4
.0

2
4
,8

4
6

名
古

屋
4
4
2
.0

1
,3

7
5

0
.0

0
7
6
3
.0

4
,8

7
2

1
,6

4
3
.0

8
5
,0

0
0

3
9
.0

3
2
3

0
.0

0
2
,8

8
7
.0

9
1
,5

7
0

東
海

7
8
9
.0

1
4
1

3
2
.0

1
6
5

1
,4

2
7
.0

9
,5

1
8

4
3
6
.0

-
1
3
4
.0

1
,3

1
6

0
.0

0
2
,8

1
8
.0

1
1
,1

4
0

北
陸

6
6
6
.0

1
6
6

0
.0

0
3
4
5
.0

3
,1

6
9

2
6
6
.0

1
1
,1

3
1

4
9
.0

9
5
4

0
.0

0
1
,3

2
6
.0

1
5
,4

2
0

中
国

1
,0

8
0
.0

2
9
5

0
.0

0
6
0
6
.0

-
9
0
2
.0

4
8
,9

1
5

2
7
.0

-
0
.0

0
2
,6

1
5
.0

4
9
,2

1
0

四
国

6
4
9
.0

2
4
9

0
.0

0
6
9
4
.0

5
,1

8
8

9
9
.0

4
,4

1
3

0
.0

0
0
.0

0
1
,4

4
2
.0

9
,8

5
0

九
州

北
部

1
,1

0
8
.0

3
3
9

0
.0

0
1
,3

0
7
.0

1
5
,0

4
8

8
0
1
.6

3
9
,0

0
6

1
5
5
.0

2
,7

6
3

0
.0

0
3
,3

7
1
.6

5
7
,1

5
6

南
九

州
3
4
1
.0

1
4
3

0
.0

0
5
6
5
.0

8
,8

1
2

2
9
6
.0

1
9
,4

4
5

0
.0

0
0
.0

0
1
,2

0
2
.0

2
8
,4

0
0

沖
縄

9
1
.0

2
0

0
.0

0
2
1
6
.0

-
8
6
.0

2
,8

9
6

5
7
.0

6
0
3

0
.0

0
4
5
0
.0

3
,5

1
9

合
計

1
0
,2

9
2
.0

5
,6

1
0

3
2
.0

1
6
5

1
7
,7

7
2
.1

1
4
9
,6

2
0

1
3
,6

7
8
.7

6
4
9
,5

8
7

7
5
0
.0

8
,8

6
8

4
2
0
.0

1
,4

4
0

4
2
,9

4
4
.8

8
1
5
,2

9
0

※
１

 合
計

「
指

導
納

税
者

数
」
に

は
、

（
４

）
所

得
税

確
定

申
告

期
に

お
け

る
電

話
相

談
「
相

談
件

数
」
を

含
む

。
※

２
 東

海
会

（
４

）
所

得
税

確
定

申
告

期
に

お
け

る
電

話
相

談
「
相

談
件

数
」
は

、
名

古
屋

国
税

局
管

内
全

体
に

お
け

る
内

訳
が

不
明

な
た

め
、

名
古

屋
会

相
談

件
数

に
含

む
。

（
１

）
記

帳
指

導
（
２

）
年

金
受

給
者

等
の

相
談

会

（
３

）
所

得
税

確
定

申
告

期
に

お
け

る
無

料
税

務
相

談

（
４

）
所

得
税

確
定

申
告

期
に

お
け

る
電

話
相

談
（
５

）
各

種
説

明
会

へ
の

講
師

派
遣

（
６

）
そ

の
他

合
　

　
　

計

（
表

３
）
受

託
事

業
に

よ
る

税
務

支
援
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税
務

支
援

事
績

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

８
年

３
月

3
1
日

）
※
実
施
し
て
い
な
い
も
の
は
「
0
.
0
」
、
「
－
」
は
不
明
と
す
る
。

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数
従

事
税

理
士

人
数

指
導

納
税

者
数

従
事

税
理

士
人

数
指

導
納

税
者

数

東
京

4
6
6
.5

1
,3

3
4

2
7
7
.8

7
3
0

1
,3

5
1
.5

3
3
,2

4
4

2
1
7
.0

1
,6

0
0

1
.0

1
2

0
.0

0
1
,1

4
3
.0

6
,0

1
9

0
.0

0
3
,4

5
6
.8

4
2
,9

3
9

東
京

地
方

9
1
.0

4
5
3

3
6
4
.0

3
,8

6
5

6
6
4
.0

5
,5

3
6

1
2
5
.0

3
2

3
0
2
.5

4
,0

6
6

1
6
.0

8
4

2
1
3
.0

8
1
1

3
6
.0

6
9

1
,8

1
1
.5

1
4
,9

1
6

千
葉

県
1
9
5
.0

8
9
1

1
3
1
.0

9
4
3

2
3
9
.0

5
1
4

9
2
.0

2
7
1

1
7
.0

2
8

0
.0

0
1
6
1
.0

1
,2

1
9

0
.0

0
8
3
5
.0

3
,8

6
6

関
東

信
越

9
4
9
.0

8
,6

5
8

1
,9

3
9
.0

2
1
,6

6
0

5
5
8
.0

7
,6

7
4

2
8
.5

9
6
4

6
5
9
.5

9
,8

0
8

0
.0

0
2
2
1
.0

5
,6

7
1

3
.0

1
5

4
,3

5
8
.0

5
4
,4

5
0

近
畿

9
0
0
.5

3
,1

3
9

9
8
5
.0

1
0
,9

4
8

1
,6

4
9
.0

1
0
,2

7
4

0
.0

0
6
1
2
.5

5
,4

6
4

1
4
.0

7
2

1
8
5
.5

2
,0

0
9

0
.0

0
4
,3

4
6
.5

3
1
,9

0
6

北
海

道
1
4
7
.0

2
,1

0
6

4
2
4
.5

7
,0

4
2

1
5
7
.0

2
,5

4
2

0
.0

0
0
.0

0
1
7
.0

1
9
1

0
.0

0
0
.0

0
7
4
5
.5

1
1
,8

8
1

東
北

4
3
1
.0

1
1
,6

2
9

1
,0

1
5
.0

3
0
,7

9
6

2
1
6
.0

1
1
,1

5
9

0
.0

0
5
6
6
.0

2
1
,9

7
1

5
1
.0

2
,0

9
5

0
.0

0
0
.0

0
2
,2

7
9
.0

7
7
,6

5
0

名
古

屋
2
0
5
.0

1
,0

4
4

5
9
1
.0

3
,4

0
8

2
3
9
.0

1
,6

3
1

0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
4
6
.0

4
1
1

0
.0

0
1
,0

8
1
.0

6
,4

9
4

東
海

8
1
1
.0

5
,0

7
4

7
1
0
.5

7
,1

8
8

5
1
6
.5

8
,9

6
5

4
3
.0

9
2

5
3
6
.5

7
,4

0
3

0
.0

0
2
0
1
.0

1
,8

8
6

7
.0

1
7
6

2
,8

2
5
.5

3
0
,7

8
4

北
陸

1
5
0
.5

1
,4

3
4

4
5
8
.0

6
,2

0
6

2
0
6
.0

1
,7

2
4

0
.0

0
1
4
0
.0

4
,9

2
4

0
.0

0
1
2
.0

4
9

0
.0

0
9
6
6
.5

1
4
,3

3
7

中
国

3
0
2
.5

4
,6

7
3

8
9
1
.0

1
5
,5

7
7

5
6
4
.0

5
,8

5
9

0
.0

0
2
0
7
.0

6
,7

2
8

1
9
.5

2
0
0

1
5
.0

2
1
3

1
.0

9
2
,0

0
0
.0

3
3
,2

5
9

四
国

3
7
4
.0

6
,6

3
2

6
7
3
.5

9
,1

3
0

1
1
2
.0

1
,7

9
3

0
.0

0
3
2
3
.0

5
,1

9
9

3
4
.0

3
8
8

0
.0

0
0
.0

0
1
,5

1
6
.5

2
3
,1

4
2

九
州

北
部

8
2
4
.0

1
,9

7
8

8
.0

1
,8

9
7

1
,5

2
5
.0

3
5
,4

6
3

0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
4
,1

8
3
.0

2
1
,5

7
4

6
,5

4
0
.0

6
0
,9

1
2

南
九

州
2
3
3
.0

3
,1

6
1

9
4
6
.0

1
0
,7

3
1

6
7
0
.0

6
,8

0
2

0
.0

0
4
4
4
.0

1
0
,9

5
1

0
.0

0
0
.0

0
7
.0

4
0

2
,3

0
0
.0

3
1
,6

8
5

沖
縄

2
1
.0

1
,7

1
4

5
6
.0

1
,4

4
4

5
9
.0

1
3
,7

8
6

0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
7
.0

4
2

0
.0

0
1
4
3
.0

1
6
,9

8
6

合
計

6
,1

0
1
.0

5
3
,9

2
0

9
,4

7
0
.3

1
3
1
,5

6
5

8
,7

2
6
.0

1
4
6
,9

6
6

5
0
5
.5

2
,9

5
9

3
,8

0
9
.0

7
6
,5

5
4

1
5
1
.5

3
,0

3
0

2
,2

0
4
.5

1
8
,3

3
0

4
,2

3
7
.0

2
1
,8

8
3

3
5
,2

0
4
.8

4
5
5
,2

0
7

（
１

）
商

工
会

議
所

（
２
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（
３
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色
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告
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・
納

税
協

会
（
４

）
法

人
会

（
５
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農

業
協

同
組

合
（
６

）
漁

業
協
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組

合
（
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地

方
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共
団

体
等

（
８
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に
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績
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４
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日
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８
年

３
月

3
1
日

）
※
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施
し
て
い
な
い
も
の
は
「
0
.
0
」
、
「
－
」
は
不
明
と
す
る
。
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※
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書
提

出
件

数
「
電

子
に

よ
る

」
に

は
、

「
署

パ
ソ

コ
ン

・
e-

T
ax

に
よ

る
本

人
送

信
」
、

「
税

理
士

に
よ

る
代

理
送

信
」
、

「
送

信
指

導
に

よ
る
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人

送
信

」
す

べ
て

を
指

す
。
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電
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に

よ
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」
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パ
ソ

コ
ン

・
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T
ax

に
よ

る
本

人
送

信
」
、
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理
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に
よ
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代
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に
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令和７年度登録時研修実施事績

講師氏名

上原　博行

公法（憲法、行政法）※2 三木　義一

私法（民法） 大久保　拓也

私法（商法、会社法） 弥永　真生

争訟法 木山　泰嗣

田中　治

契約と解除 鴨田　和恵

損害賠償責任 松井　寛人

中小企業の会計基準

会計参与制度

電子申告 山口　伸二

研修事業 井筒　一郎

公益活動 杉田　晴記

税理士の職業倫理 森　宏一

税務支援 山中　孝一

租税教育　 菅原　一朗

会名 講師氏名 役職　※1

東京

東京地方

千葉県

関東信越

近畿

北海道

東北

名古屋

東海

北陸 三 木 義 一 青山学院大学名誉教授

三 木 義 一 青山学院大学名誉教授

三 木 義 一 青山学院大学名誉教授

中国

ANAクラウンプラザホテル広島

四国

九州北部

南九州

沖縄

租税法概論 大阪府立大学名誉教授

令和3年10月1日より、研修受講管理システムから登録時研修の受講が可能となった。

各会においては、研修受講管理システム配信講義と併せて、会場型、収録・配信型研修も実施している。

＜研修受講管理システムから配信中の登録時研修＞

科目 役職　※1 ※1　役職は配信当時
※2　令和6年10月より内容を更新し配信

税理士制度　※2 日税連制度部長

関連法規

青山学院大学名誉教授

日本大学大学院教授

明治大学会計専門職研究科

青山学院大学法学部教授

研修受講管理システム配信分のみで実施

業務に関する知識
 ※2

日税連業務対策部長

日税連総務部長

大濵　剛 日税連中小企業対策部長

日税連デジタル・システム委員長

日税連研修部長

日税連公益活動対策部長

日税連綱紀監察部長

日税連税務支援対策部長

日税連租税教育推進部長

(上段から)開催日／会場名もしくは実施形態 科目

研修受講管理システム配信分のみで実施

研修受講管理システム配信分のみで実施

研修受講管理システム配信分のみで実施

研修受講管理システム配信分のみで実施

研修受講管理システム配信分のみで実施

令和7年4月1日～令和8年3月31日配信 業務に関する知識等 近畿会関連各部長

研修受講管理システム配信分のみで実施

中国会各部長・委員長

業務に関する知識等

令和7年10月6日～8日 税理士制度

石川県税理士会館
右記以外の科目は日税連収録分を上映

関連法規
（憲法、行政法、争訟法）

租税法概論

研修受講管理システム配信分のみで実施

令和7年12月1日

業務に関する知識等

沖縄会　総務部長、租税教育推進部長、公益活動対策部
長、税務支援対策部長、中小企業対策部長・沖縄国税事
務所 税理士専門官、日本税理士共済会・沖縄税理士協同
組合

沖縄産業支援センター

研修受講管理システム配信分のみで実施

令和7年11月10日
業務に関する知識等 九州北部会役員等

九州北部税理士会館

研修受講管理システム配信分のみで実施

北陸会専務理事

綱紀保持について 金沢国税局税理士監理官

令和7年10月3日
業務に関する知識等
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第60回（令和７年度）全国統一研修会実施事績

会名 日 開催時間 研修時間 科目 研修内容（タイトル） 講師（役職等） 講師（氏名） 会場名/実施形態

10:00～12:00 2
法人税
消費税

令和６年度法人税・消費税申告における実務上の留意点について 税理士 嶋　協

13:00～15:30 2.5 資産税
相続税申告の失敗事例から学ぶ対処法
（条文確認を含む）

税理士・公認会計士 木下　勇人

10:00～12:00 2
所得税
国際課税

国際源泉課税の判断ポイント
～人的役務を中心として～

税理士 阿瀬　薫

13:00～15:30 2.5 法人税 貸倒損失と修繕費・資本的支出等の実務 税理士・公認会計士 太田　達也

10:00～12:00 2 資産税
小規模宅地等の課税特例（特定居住用宅地等）の基礎と実践に向けて
～配偶者居住権や相続空き家譲渡特例との接点など～

税理士 塩野入　文雄

13:00～15:30 2.5

所得税
法人税
資産税
消費税

Ｑ＆Ａでわかる令和7年度税制改正の実務
～政省令対応版～

税理士 宮森　俊樹

10:00～12:00 2

13:00～15:30 2.5

10:00～12:00 2
相続税
贈与税

相続税の会員相談・提案から見えてくるもの 税理士 岩下　忠吾

13:00～15:30 2.5 消費税
相続があった場合の消費税実務
～インボイス制度を踏まえて～

税理士 熊王　征秀

10:00～12:00 2 法律 日々の実務に役立つ契約・労働・会社法の基礎知識 弁護士 光内　法雄

13:00～15:30 2.5 贈与税
相続対策としての生前贈与について注意すべき点
～相続時精算課税で新たに発生する問題、保険金課税など～

税理士 江本　尚浩

10:00～12:00 2

所得税
法人税
資産税
消費税

税務調査対応の事実認定入門 弁護士 吉田　正毅

13:00～15:30 2.5 相続税
判断に迷う相続税申告事例
（評価・小規模宅地以外の事例紹介）

税理士・中小企業診断士 渡邉　正則

10:00～12:00 2
所得税
法人税

株式報酬を巡る法人税等の調整処理 税理士 沼澤　隆太郎

13:00～15:30 2.5 資産税
相続・事業承継を取り巻く変化を踏まえた事例検討
～税理士実務に何が求められるのか～

税理士 白井　一馬

10:00～12:00 2 法人税 解散に伴う重要事項 税理士 中村　慈美

13:00～15:30 2.5
相続税
贈与税

相続・贈与の土地評価実務Q＆A 不動産鑑定士 鎌倉　靖二

10:00～12:00 2 所得税
不動産所得の新発見
～普段余り触れられない不動産所得の計算を解説～

税理士 安井　和彦

13:00～15:30 2.5 贈与税 贈与税の重要テーマ解説 税理士 武田　秀和

10:00～12:00 2
相続税
贈与税

信託を活用した相続・贈与
～質を重視した対策へ～

税理士 笹島　修平

13:00～15:30 2.5 法人税
法人税調査における税務判断のポイントと対応策
（経費・固定資産関係を中心として）
～調査官の指摘vs会社の言い分～

税理士 岸田　光正

10:00～12:00 2 法人税 グループ通算制度の実務関係 税理士 足立　好幸

13:00～15:30 2.5 資産税 取引相場のない株式の評価のポイント 税理士 梶野　研二

10:00～12:00 2 消費税
消費税実務における判断ミスと対応策
～税賠事故事例にみる～

税理士 齋藤　和助

13:00～15:30 2.5
所得税
国際課税

個人の国際税務
～令和７年分確定申告に向けて～

税理士 阿部　行輝

10:00～12:00 2 所得税
所得税の必要経費関係
①必要経費か家事関連費かの判断基準
②青色事業専従者給与の留意事項

税理士 北井　好則

13:00～15:30 2.5 資産税 税理士に求められる事業承継支援の最新実務 税理士・公認会計士 城所　弘明

10:00～12:00 2 公益的業務
成年後見制度の昨日、今日、明日
～税理士はいかに対応すべきか～

中央大学
研究開発機構
機構教授

新井　誠

13:00～15:30 2.5 法人税
令和６年度改正賃上げ促進税制の実務
～実務上の留意点と別表計算の設例確認～

税理士 西野　道之助

東京

4月8日

5月16日

9月16日

北とぴあさくらホール

4月21日 北とぴあさくらホール

5月8日 文京シビック大ホール

文京シビック大ホール

10月20日 文京シビック大ホール

東京国際フォーラム
ホールC

7月2日 文京シビック大ホール

7月17日

資産税 【様々な実例から学ぶ】貸付金の評価実務 税理士 笹岡　宏保

文京シビック大ホール

文京シビック大ホール

6月2日

文京シビック大ホール

10月1日

11月4日

日本教育会館
一ツ橋ホール

12月10日

9月8日 文京シビック大ホール

北とぴあさくらホール

日本教育会館
一ツ橋ホール

3月24日

1月20日

文京シビック大ホール
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10:00～12:30 2.5 小規模宅地等の特例に関する実務研修～条文確認を含む～　（前半）

13:30～16:30 3 小規模宅地等の特例に関する実務研修～条文確認を含む～　（後半）

10:00～12:30 2.5 Ｑ＆Ａでわかる令和7年度税制改正の実務～政省令対応版～

13:30～16:00 2.5 リースに係る会計と税務～新リース会計基準の検証と税務の対応～

10:00～12:00 2
令和７年税制改正の実務的留意点
（所得税の改正を除く)

13:00～16:00 3 近年の所得税改正の実務的留意点

10:00～12:30 2.5
譲渡所得の基礎徹底解説
～資産の取得の日・取得価額・譲渡の日・譲渡費用を徹底解説～

13:30～16:00 2.5
譲渡所得措置法の取扱いの徹底解説
～居住用財産、事業用資産、収用の特例等から～

10:00～12:30 2.5 裁判事例でわかる消費税実務の判断ポイント　(前半)

13:30～16:30 3 裁判事例でわかる消費税実務の判断ポイント　(後半)

10:00～13:30 3.5 第１部　会社解散・清算、繰越欠損金等の実務

14:30～16:30 2 第２部　会社解散・清算、繰越欠損金等の実務

10:00～12:00 2 【色々な論点がある！！】貸付金の評価実務　 (前半)

13:00～16:00 3 【色々な論点がある！！】貸付金の評価実務 　(後半)

10:00～12:00 2 最近の税務争訟事例

13:00～16:00 3 税理士に対する最近の損害賠償請求事例～民事・商事～

10:00～13:00 3 評価単位と地目判定の基礎と実務対応

14:00～16:30 2.5 正面路線の判定、間口距離の取り方、側方・裏面路線影響加算の検討実務

10:00～12:00 2 一般社団法人及び一般財団法人の税務

13:00～16:00 3 役員給与・役員退職金の税務

5月22日 10:00～16:00 5 資産税 （色々な論点がある）「貸付金の評価実務」 税理士 笹岡　宏保 ウェブ配信

6月17日 10:00～16:00 5 税法全般 令和７年度税制改正における主要項目の実務上の留意点について 税理士 嶋　協 ウェブ配信

8月21日 10:00～16:00 5 消費税
相続があった場合の消費税実務
～インボイス制度を踏まえて～

税理士 熊王　征秀 ウェブ配信

7月2日 10:00～16:00 5 税法全般 貸倒損失及び債権譲渡の税務上の取扱いについて 税理士 中村　慈美
ANAクラウンプラザホテル
新潟（サテライト会場：長
岡、直江津）

8月20日 13:30～16:30 3 消費税
インボイス制度導入後の消費税実務
～相続や還付請求手続きなどを踏まえて～

税理士 渡辺　章
大宮ソニックシティ
小ホール

9月11日 10:00～16:15 5 税法全般 中小企業におけるM&Aと事業承継の実務 税理士 畑中　孝介
大宮ソニックシティ大ホー
ル、サテライト会場

10月9日 10:00～16:15 5.5 消費税 インボイス制度を含めた消費税の間違えやすいポイント 税理士 熊王　征秀 キッセイ文化ホール

10月27日 10:00～16:30 5.5 税法全般
金融商品の仕組みと税金
法人の事業税における電気供給業の申告について
増資・減資・自己株式等の資本取引の実務

税理士
群馬県税務課
税理士・公認会計士

阿部　行輝
久保田　友規
太田　達也

メガネのイタガキ文化ホー
ル伊勢崎

11月19日 13:30～16:30 3 税法全般 租税負担の最小化と税務否認の法理
筑波大学名誉教授・税理士・
弁護士

品川　芳宣
大宮ソニックシティ
小ホール

12月15日 13:30～16:30 3 その他 税理士損害賠償請求について 税理士 柳谷　憲司
大宮ソニックシティ
小ホール

3月27日 10:00～16:15 5 消費税 消費税のトラブルの傾向と対策 税理士 熊王　征秀
ホテル・ザ・ウエストヒルズ・
水戸

千葉県

関東信越

ウェブ配信

9月19日

内田　久美子民法

10月14日 税法 税理士 笹岡　宏保 ウェブ配信

ウェブ配信

10月30日 弁護士

武田　秀和 ウェブ配信

税理士

10月2日 税法 税理士・公認会計士 太田　達也

税法

税理士 山下　雄次

宮森　俊樹

7月10日 税理士 平川　茂税法

8月26日 税理士税法

ウェブ配信

不動産鑑定士 鎌倉　靖二

ウェブ配信

ウェブ配信

法人税

税法

ウェブ配信

ウェブ配信

ウェブ配信

東京地方

6月13日 税法 税理士・公認会計士 木下　勇人

12月5日

4月18日

金井　恵美子

6月17日 税法 税理士
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7月8日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

7月29日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

10月1日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

10月28日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

11月19日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

12月3日 10:30～16:30 5 大阪ドーンセンター

5 ウェブ配信

4月2日 10:00～16:00 5 法人税 令和７年３月期決算・税務申告の直前対策 税理士・公認会計士 太田　達也
グランドメルキュール
札幌大通公園

7月24日 10:00～16:00 5 法人税

第１部：令和７年度税制改正 押さえておきたいポイント
～新リース会計基準から消費税リファンド方式への対応まで～
第２部：一度は押さえておきたい！
 「賃上げ促進税制」の実務上のポイント

税理士 金子　真一
札幌プリンスホテル
国際館パミール

8月26日 10:00～16:00 5 消費税 判例・裁決例から見た消費税の留意点 税理士 久乗　哲
札幌プリンスホテル
国際館パミール

8月27日 10:00～16:00 5 相続税 事業承継に関わる課税と実務 税理士・中小企業診断士 渡邉　正則
札幌プリンスホテル
国際館パミール

11月20日 10:00～16:00 5 相続税 専門家からの相談事例解説（資産税） 税理士 山野　修敬
札幌プリンスホテル
国際館パミール

11月21日 10:00～16:00 5 所得税
裁判例から所得税実務を考える
～租税裁判は実務にどのような影響を与えたのか～

税理士 村井　淳一
札幌プリンスホテル
国際館パミール

7月3日 13:00～17:00 4 税法全般 税理士が知っておきたい最近の注目判例
ウェディングプラザ
アラスカ

7月4日 13:00～17:00 4 税法全般 税理士が知っておきたい最近の注目判例
郡山ビューホテル
アネックス

7月7日 13:00～17:00 4
相続税(財
産評価)

財産評価の留意点
～土地評価と同族株主の判定～

ホテルメトロポリタン山形

7月8日 13:00～17:00 4
相続税(財
産評価)

財産評価の留意点
～土地評価と同族株主の判定～

ホテルメトロポリタン仙台

7月9日 13:00～17:00 4 所得税 個人所得税に係る金融税制に関する留意点 ホテルメトロポリタン秋田

7月10日 13:00～17:00 4 所得税 個人所得税に係る金融税制に関する留意点
ホテルメトロポリタン
盛岡本館

2.5 暗号資産の税務
―基本知識・各税目論点・税務調査まで―（前半）

3 暗号資産の税務
―基本知識・各税目論点・税務調査まで―（後半）

2 相続を見据えた計画的な生前贈与のポイント（前半）

3 相続を見据えた計画的な生前贈与のポイント（後半）

2.5 同族会社の行為計算否認（132条）（前半）

2.5 同族会社の行為計算否認（132条）（後半）

北海道

東北

近畿

税理士・不動産鑑定士

近畿会情報システム部
副部長

鹿田　良美

平井　信行

福島　重典

江田　佳銘子
西山　茂
髙栖　啓敬

税理士

松岡　章夫

弁護士 内田　久美子

9月24日配信
9月25日録画放映
9月25日支部サテライト会場
10月1日支部サテライト会場

1月14日配信

８月18日配信

11月4日配信

7月4日配信
7月14日録画放映
7月14日支部サテライト会場
7月24日支部サテライト会場

所得税

名古屋

相続税（相続を含む）に関する近時の判決と実務への影響

松本　好正

非営利法人の会計と税務の重要ポイント

税理士業務のデジタル化

11月25日配信

12月22日配信

税法 基本から学ぶ課税要件論―課税要件からみた税法の解釈と適用―
青山学院大学法学部教授・弁
護士

押さえておきたい税務調査のポイント－今後の調査の動向と国際税務を含
む法人課税を中心に－

贈与税 税理士

税理士

税務調査

各種法人の
税務申告

デジタル化

10月22日配信
10月22日録画放映
10月22日支部サテライト会
場
11月6日支部サテライト会場

 谷口　勢津夫
大阪学院大学法学部教授・大
阪大学名誉教授

9月24日ウェブ配信
9月25日税理士会ビル
9月25日多治見税理士会
館
10月1日飛騨・世界生活文
化センター

7月４日：ウェブ配信
７月14日：税理士会ビル
７月14日：多治見税理士会
館
７月24日：飛騨・世界生活
文化センター

税理士・東洋大学法学部教授 泉　絢也

法人税

10月22日ウェブ配信
10月22日税理士会ビル
10月22日多治見税理士会
館
11月6日飛騨・世界生活文
化センター

事例・判例

8月8日配信

木山　泰嗣

税制の動向 令和７年度税制改正と今後の改正の方向性を踏まえた実務上の留意点 税理士 植田　卓

税理士 清水　一郎

税理士
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2.5 欠損金の繰越・繰戻し還付

2.5 資本取引に係る会計と税務

6月3日 静岡商工会議所

6月4日 沼津リバーサイドホテル

6月5日
アクトシティ浜松 コングレス
センター31会議室

6月9日 ホテルアソシア豊橋

6月10日 プラトンホテル四日市

6月19日 フレックスホテル

6月23日
TKPガーデンシティ
PREMIUM名古屋駅前

6月24日 岡崎ニューグランドホテル

1.5
消費税の誤りやすい事例
～裁判事例及び税理士職業賠償責任保険事故事例を踏まえたミス防止対
策の検討～【第１部】

2
消費税の誤りやすい事例
～裁判事例及び税理士職業賠償責任保険事故事例を踏まえたミス防止対
策の検討～【第２部】

2
消費税の誤りやすい事例
～裁判事例及び税理士職業賠償責任保険事故事例を踏まえたミス防止対
策の検討～【第３部】

6月16日 10:00～16:00 5 法人税 「法務・会計・税務から押さえる会社の解散・清算の実務」 税理士 坂野上　満
ホテル金沢・ライブ配信
サテライト会場：小松商工
会議所、小浜商工会議所

7月11日 10:00～16:00 5 消費税 「消費税実務～事例に見る判断のポイント～」 税理士 金井　恵美子
ホテル金沢・ライブ配信
サテライト会場：小松商工
会議所

9月11日 10:00～16:00 5 相続税 「資産税における税務上の留意点」 税理士 笹岡　宏保

ホテルフジタ福井・ライブ配
信
サテライト会場：税理士会
館、小松商工会議所、
LAKUNAはくい

11月10日 10:00～16:00 5 法人税 「同族会社における　合併・分割の税務・会計」 税理士・公認会計士 太田　達也

ボルファートとやま・ライブ
配信
サテライト会場：税理士会
館、小松商工会議所、
LAKUNAはくい

12月16日 10:00～16:00 5 税法全般 「災害立国日本の税制を考える」、「税理士が考える課税上の問題点」 弁護士 三木　義一

ボルファートとやま・ライブ
配信
サテライト会場：税理士会
館、小松商工会議所、
LAKUNAはくい

北陸

東海

太田　達也税理士・公認会計士
令和７年８月14日～
令和９年８月13日配信

法人税

令和7年９月８日～
令和９年９月17日配信

金井　恵美子税理士 ウェブ配信

税理士 金井　恵美子
消費税の誤りやすい事例
～裁判事例及び税理士職業賠償責任保険事故事例を踏まえたミス防止対
策の検討～

10:00～16:00 5 消費税

ウェブ配信

消費税
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10:00～12:00 2 「税務調査のトラブルと判例」（岡山会場）午前

13:00～16:00 3 「税務調査のトラブルと判例」（岡山会場）午後

10:00～12:00 2 「税務調査のトラブルと判例」（松江会場）午前

13:00～16:00 3 「税務調査のトラブルと判例」（松江会場）午後

10:00～12:00 2 「税務調査のトラブルと判例」（倉吉会場）午前

13:00～16:00 3 「税務調査のトラブルと判例」（倉吉会場）午後

10:00～12:00 2
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（山口会場）午前

13:00～16:00 3
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（山口会場）午後

10:00～12:00 2
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（広島会場）午前

13:00～16:00 3
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（広島会場）午後

10:00～12:00 2
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（福山会場）午前

13:00～16:00 3
「法人税の重要項目」完全解説　－解散・清算、資本取引等の実務－
（福山会場）午後

2 税法 令和８年度税制改正大綱の解説【午前の部】

3 法人税 中小企業の特例税制の総合解説【午後の部】

9月17日 10:30～16:30 5 所得税
個人所得税の誤りやすい事例
～裁判事例及び税理士職業賠償責任保険事項事例を踏まえて～

税理士 金井　恵美子
福岡国際会議場
（ライブ配信併用）

9月18日 10:30～16:30 5 相続税
第１部　相続税の連帯納付・延納・物納について
第２部　税賠保険の「相続税申告チェックシート」より

税理士 松岡　章夫
福岡国際会議場
（ライブ配信併用）

10月9日 10:30～16:30 5 民法・相続税 税理士が知っておきたい民法＝相続法の最新動向 立命館大学法学部教授 本山　敦
ハイネスホテル久留米
（ライブ配信併用）

10月24日 10:30～16:30 5 減価償却資
産等

実務家のための減価償却資産の留意点 税理士 山下　雄次
リーガロイヤルホテル小倉
（ライブ配信併用）

10:00～12:00 2 （１）税務行政のデジタル化と税理士事務所のデジタル化事例

日本税理士会連合会
デジタル･システム委員会

委員長

副委員長

委員

山口　伸二

小林　英樹

樋爪　昌之
幸松　慎太郎

13:00～16:00 3
（２）TAINSの紹介と使い方について
（３）サイバー空間における脅威情勢と対策の基本
（４）サイバー攻撃と事後、初動対応への備え

（２）TAINSユーザーサポート
部副部長

（３）独立行政法人情報処理推
進機構　セキュリティセンター
普及啓発・振興部　シニアエキ
スパート

（４）株式会社くまなんピーシー
ネット代表取締役

南九州税理士会デジタル部長

樋爪　昌之

横山　尚人

浦口　康也

幸松　慎太郎

10:00～12:00 2 税務調査と税理士を巡る諸問題（前半）

13:00～16:00 3 税務調査と税理士を巡る諸問題（後半）

10:00～12:00 2 税理士実務に「活かす」ための判例・裁判例等の分析と事例研究（前半）

13:00～16:00 3 税理士実務に「活かす」ための判例・裁判例等の分析と事例研究（後半）

10:00～12:00 2 組織再編の実例ー事業再生・廃業を中心にして（前半）

13:00～16:00 3 組織再編の実例ー事業再生・廃業を中心にして（後半）

8月15日 10:00～16:00 5 消費税 相続があった場合の消費税実務 税理士 熊王　征秀
ダブルツリーbyヒルトン
那覇首里城

8月28日 10:00～16:00 5 資産税
税務法務的視点から検証する戦略的贈与
～贈与課税改正後の実務検証を含む～

税理士・公認会計士 木下　勇人
ダブルツリーbyヒルトン
那覇首里城

10月31日 10:00～16:00 5 法人税 ①法人の解散・清算・譲渡、②役員給与と退職金 税理士 山下　雄次
ダブルツリーbyヒルトン
那覇首里城

岡山コンベンション
センター

中国

沖縄

8月5日

ウェブ配信

令和8年1月23日ライブ配信
令和8年2月18日～令和8年
8月17日午前の部配信

令和8年1月23日ライブ配信
令和8年2月18日～令和9年
2月17日午後の部配信

税理士・公認会計士 太田　達也 ライブ配信・ウェブ配信

5 税理士損害賠償訴訟の予防策・対応策
～もし訴えられたらどうする？訴えられないためにはどうする？～

南九州

4月4日 デジタル化

8月26日

税法 弁護士 内田　久美子

九州北部

税理士・公認会計士 太田　達也8月27日

四国

令和7年7月7日～令和8年7
月6日配信

8月28日

弁護士 山本　洋一郎

10月3日 法人税 税理士・弁護士 長友　慶徳 宮崎観光ホテル

8月8日 事例研究・判
例

弁護士 永吉　啓一郎
ANAクラウンプラザホテル
熊本ニュースカイ

7月4日 税務調査
弁護士
弁護士

三木　義一
山本　洋一郎

ライブ配信

福山ニューキャッスルホテ
ル

山口グランドホテル

広島国際会議場

8月4日

8月6日

ライブ配信

税法全般

サンラポーむらくも

ホテルセントパレス倉吉
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第60回（令和７年度）全国統一研修会実施事績

会名 日 開催時間 研修時間 科目 研修内容（タイトル） 講師（役職等） 講師（氏名） 会場名/実施形態

1 税理士法 税理士の職業倫理
日本税理士会連合会
綱紀監察部部長

上原　博行 ウェブ配信

2.5 会計学
リースに係る会計と税務
～新リース会計基準の検証と税務の対応～

税理士 宮森　俊樹 ウェブ配信

3 経済学 経済認識の基礎 市場とその多様な外側を再認識する 東京大学名誉教授 小野塚　知二 ウェブ配信

2.5 民法 民法と税法（借地権、親族） 税理士・中小企業診断士 渡邉　正則 ウェブ配信

2.5 民法 相続法概説 東京大学名誉教授・弁護士 早川　眞一郎 ウェブ配信

2.5 民法 日本相続法の展開と課題～債権債務の相続を中心に～ 白鷗大学法学部教授 水野　紀子 ウェブ配信

日税連

次回差し替えまで配信

令和7年10月22日～
令和8年10月21日配信

令和8年1月9日～
令和9年1月8日配信

令和8年3月3日～
令和9年3月2日配信

令和8年3月3日～
令和9年3月2日配信

令和8年1月19日～
令和9年1月18日配信
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令和７年度マルチメディア研修事績 

配信開始日 テーマ 講 師 再生回数 

第１回 令和７年６月24日 令和７年度税制改正について 
境 吉隆（財務省主税局総務

課企画官） 
2,274 

第２回 令和８年３月18日 

①特定非営利活動法人(NPO 法

人)の税務について 

②特定非営利活動法人(NPO 法

人)の会計について 

①中田 ちず子（税理士・公

認会計士） 

②脇坂 誠也（税理士） 

4,005 

第３回 令和８年３月18日 
マネー・ローンダリング等対策

について 

行方 裕昭（警察庁犯罪収益

対策室 課長補佐）  
2,889 

第４回 令和８年３月18日 
税務行政におけるオンライン

ツールの利用について 
国税庁課税総括課 2,909 

再生回数は、配信開始日から令和８年３月31日時点のもの。 
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5
)

5
8
8

(5
6
8
)

3
6

(3
8
)

四
国

1
6
1

(1
6
5
)

0
(1
)

1
5

(1
5
)

1
1
9

(1
1
2
)

8
(9
)

0
(0
)

1
9

(2
8
)

7
,8
1
8

(7
,1
4
7
)

0
(3
6
)

6
2
8

(5
0
2
)

6
,3
4
1

(5
,7
5
3
)

5
0
6

(4
4
2
)

0
(0
)

3
4
3

(4
1
4
)

九
州

北
部

5
6
0

(5
5
8
)

3
3
3

(3
4
2
)

1
5
5

(1
6
7
)

6
1

(4
7
)

3
(2
)

8
(0
)

0
(0
)

2
2
,5
5
3

(2
3
,8
9
5
)

1
1
,0
6
5

(1
1
,8
2
8
)

7
,1
4
3

(7
,3
1
1
)

4
,2
6
7

(4
,3
4
6
)

1
0

(4
1
0
)

6
8

(0
)

0
(0
)

南
九

州
4
5
3

(4
8
0
)

2
7
7

(3
1
8
)

1
4
7

(1
2
2
)

2
0

(2
7
)

1
(2
)

1
(1
)

7
(1
0
)

2
0
,6
7
0

(1
8
,5
9
9
)

9
,6
2
8

(1
0
,6
7
4
)

8
,0
4
2

(5
,4
9
1
)

2
,7
7
3

(1
,8
9
4
)

4
(2
1
)

6
2

(7
3
)

1
6
1

(4
4
6
)

沖
縄

9
9

(8
3
)

0
(1
)

7
6

(7
2
)

2
2

(1
0
)

1
(0
)

0
(0
)

0
(0
)

3
,3
7
2

(3
,0
4
4
)

0
(9
0
)

2
,5
3
0

(2
,7
0
8
)

8
3
5

(2
4
6
)

7
(0
)

0
(0
)

0
(0
)

合
計

1
1
,7
8
3

(1
1
,4
3
7
)

6
,2
2
2

(6
,1
0
1
)

3
,5
9
3

(3
,5
2
7
)

1
,5
0
6

(1
,3
6
1
)

2
9
2

(2
6
8
)

1
0
6

(1
0
8
)

6
4

(7
2
)

4
8
8
,8
1
4

(4
8
1
,2
2
9
)

2
0
4
,4
2
9

(2
1
0
,3
5
2
)

1
6
4
,3
8
8

(1
5
4
,8
9
6
)

9
9
,7
4
2

(9
4
,4
2
8
)

1
1
,7
3
0

(1
2
,5
3
1
)

6
,9
0
2

(6
,9
6
2
)

1
,6
2
3

(2
,0
6
0
)

対
前
年
比

+
3
4
6
(1
0
3
.0
%
)

+
1
2
1
(1
0
2
.0
%
)

+
6
6
(1
0
1
.9
%
)

+
1
4
5
(1
1
0
.7
%
)

+
2
4
(1
0
9
.0
%
)

-
2
(9
8
.1
%
)

-
8
(8
8
.9
%
)

+
7
,5
8
5
(1
0
1
.6
%
)

-
5
,9
2
3
(9
7
.2
%
)

+
9
,4
9
2
(1
0
6
.1
%
)

+
5
,3
1
4
(1
0
5
.6
%
)

-
8
0
1
(9
3
.6
%
)

-
6
0
(9
9
.1
%
)

-
4
3
7
(7
8
.8
%
)

税
理
士
に
よ
る
租
税
教
室
開
催
数
及
び
受
講
者
数
（
令
和
７
年
度
）

合
計

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

専
門
学
校
・

専
修
学
校

大
学
・

短
期
大
学

社
会
人
・

そ
の
他
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令
和
７
年
度
デ
ジ
タ
ル
相
談
室
相
談
事
績

税
理
士
会
令
和
７
年

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

令
和
８
年

１
月

２
月

３
月

合
計

東
京

2
7

2
7

3
5

2
9

3
2

3
5

6
6

7
7

5
5

6
6

5
2

6
8

5
6
9

東
京
地
方

0
5

0
2

1
0

2
0

0
0

1
0

1
1

千
葉

県
1

3
2

1
0

0
2

1
0

2
1

1
1
4

関
東
信
越

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

0
0

2

近
畿

1
5

2
0

2
9

2
1

1
5

3
5

3
8

3
8

3
2

3
9

4
1

3
8

3
6
1

北
海

道
0

0
0

0
0

0
0

1
0

0
0

0
1

東
北

0
0

5
0

0
6

0
0

0
0

0
0

1
1

名
古

屋
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

東
海

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

北
陸

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

中
国

3
2

0
0

2
3

5
0

0
0

5
0

0
3
8

四
国

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

九
州
北
部

2
2

0
0

0
1

0
1

1
0

0
0

7

南
九

州
0

0
0

0
0

1
0

0
0

0
0

0
1

沖
縄

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

合
計

4
8

5
9

7
1

5
3

7
1

8
4

1
0
8

1
1
8

8
8

1
1
3

9
5

1
0
7

1
0
1
5

令
和
７
年

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

令
和
８
年

１
月

２
月

３
月

合
計

0
4

0
2

1
1

2
1

0
0

1
0

1
2

日
税
連
税
法

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

※
税
理
士
会
の
デ
ジ
タ
ル
相
談
室
に
寄
せ
ら
れ
た
事
項
の
う
ち
、
回
答
が
困
難
な
も
の
に
つ
い
て
日
税
連
税
法
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
回
付
し
、
日
税
連
税
法
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
か
ら
回
答
し
て
い
る
。
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対
外
機
関
へ
の
参
画
事
績
（
令
和
７
年
４
月
１
日
～
令
和
８
年
３
月
３
１
日
）
 

委
員
会
名
 

役
職
 

氏
名
 

出
席
状
況
 

国
税
審
議
会
（
財
務
省
）
 

委
員
 

太
田
直
樹
 
12
/8
 

政
府
税
制
調
査
会
（
内
閣
府
）

特
別
委
員
 

太
田
直
樹
 
5/
15
、
11
/1
8 

政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
（
総
務
省
）
 

委
員
 

杉
田
慶
一
 
4/
23
、
6/
30
、
9/
16
、
12
/1
8、

3/
12
 

社
会
保
障
審
議
会
年
金
記
録
訂
正
分
科
会
（
厚
生
労
働
省
）
 

委
員
 

和
田
榮
一
 
12
/1
8 

中
小
企
業
政
策
審
議
会
／
同
中
小
企
業
経
営
支
援
分
科
会
（
中
小
企
業
庁
）
 

臨
時
委
員
 

大
濵
 
剛
 
3/
5 

中
小

M＆
A
市
場
の
改
革
に
向
け
た
検
討
会
（
中
小
企
業
庁
）
 

委
員
 

秦
 
雅
彦
 
10
/7
、
3/
17
 

中
小
企
業
に
お
け
る
事
業
再
生
支
援
の
あ
り
方
検
討
会
（
中
小
企
業
庁
）
 

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
 

菱
田
裕
之
 
12
/1
8、

1/
13
、
1/
27
、
3/
3 

中
小

M＆
A
資
格
制
度
検
討
委
員
会
（
中
小
企
業
庁
）
 

委
員

秦
 
雅
彦

11
/1
8、

2/
24
 

親
族
内
承
継
支
援
に
関
す
る
検
討
会
（
中
小
企
業
庁
）
 

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

秦
 
雅
彦

2/
27
 

令
和
７
年
度
成
長
型
中
小
企
業
等
研
究
開
発
支
援
事
業
に
係
る
研
究
会
（
中
小
企
業
庁
） 

委
員

相
間
宏
章

2/
6、

2/
9 

個
人
住
民
税
検
討
会
（
総
務
省
）
 

委
員
 

末
吉
幹
久
 
8/
26
 

Pe
pp
ol
 S
er
vi
ce
 P
ro
vi
de
r 
Ag
re
em
en
t
へ
の
署
名
の
た
め
の
協
議
会
（
デ
ジ
タ
ル
庁
） 

委
員
 

遠
井
洋
子
 
10
/6
、
1/
27
、
3/
26
 

農
業
経
営
人
材
の
育
成
に
向
け
た
官
民
協
議
会
（
農
林
水
産
省
）
 

委
員
 

菱
田
裕
之
 
6/
25
*、

10
/2
4、

2/
18
 

農
業
経
営
人
材
の
育
成
に
向
け
た
官
民
協
議
会
実
務
者
会
合
（
農
林
水
産
省
）
 

委
員
 

秦
 
雅
彦
 
10
/2
4 

(独
)国

際
観
光
振
興
機
構
 
開
催
支
援
審
査
会
 

委
員
 

西
村
 
新
 
9/
18
、
12
/1
8、

3/
18
 

(公
財
)日

本
国
際
教
育
支
援
協
会
 

監
事
 

神
津
信
一
 
5/
29
、
6/
26
、
3/
4 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
協
会
 

評
議
員
 

遠
井
洋
子
 
5/
28
*、

9/
26
*、

2/
26
* 

(一
財
)建

設
業
振
興
基
金
 
建
設
業
経
理
検
定
試
験
委
員
会
 

委
員
 

遠
井
洋
子
 
4/
11
*、

10
/2
4、

12
/5
 

中
小
企
業
の
事
業
再
生
等
に
関
す
る
研
究
会
 

委
員
 

菱
田
裕
之
 
2/
5 

地
方
税
共
同
機
構
 
地
方
税
に
お
け
る
電
子
化
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会

委
員
 

遠
井
洋
子
 
10
/1
5、

10
/2
3 

地
方
税
共
同
機
構

  
地
方
税
に
お
け
る
電
子
化
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
実
務
者
ワ
ー

キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ

委
員
 

坂
井
昭
彦
 
6/
12
*、

7/
31
*、

9/
24
、
3/
26
 

電
子
認
証
局
会
議
 

理
事
 

遠
井
洋
子
 
10
/3
0 

監
事
 

坂
井
昭
彦
 
4/
24
、
10
/3
0 

(公
社
)成

年
後
見
セ
ン
タ
ー
・
リ
ー
ガ
ル
サ
ポ
ー
ト
 

監
事
 

信
太
 
貢
 
5/
7、

5/
9、

6/
4、

6/
14
、
8/
4、

8/
6、

9/
8、

10
/6
、
11
/5
、
11
/1
9、

12
/8
、
1/
22
、
1/
23
、
2/
2、

2/
9、

2/
21
、
3/
3 

*は
前
任
者
又
は
代
理
に
よ
る
出
席
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第２号議案  令和７年度決算承認の件 
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150



151



152



153



（単位:円）　

科　 　目

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

　１．事業活動収入

(1) 会費収入 1,617,799,500 1,601,812,500 15,987,000

(2) 拠出金収入 60,375,000 54,540,000 5,835,000

(3) 事業収入 1,434,839,577 688,240,579 746,598,998

(4) 分担金収入 298,377,500 12,635,000 285,742,500

(5) 雑収入 10,842,718 5,657,123 5,185,595

事業活動収入計 3,422,234,295 2,362,885,202 1,059,349,093

　２．事業活動支出

(1) 事業費支出 1,199,491,998 937,091,705 262,400,293

(2) 管理費支出 1,615,076,062 996,999,590 618,076,472

(3) 交付金支出 97,697,700 92,946,700 4,751,000

事業活動支出計 2,912,265,760 2,027,037,995 885,227,765

事業活動によるキャッシュ・フロー 509,968,535 335,847,207 174,121,328

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．投資活動収入

(1) 特定資産取崩収入 201,251,310 230,122,267 △ 28,870,957

(2) 定期預金払戻収入 40,000,000 40,000,000 0

投資活動収入計 241,251,310 270,122,267 △ 28,870,957

　２．投資活動支出

(1) 基本財産取得支出 32,712,712 32,712,712 0

(2) 特定資産取得支出 477,945,000 393,865,000 84,080,000

(3) 固定資産取得支出 45,827,210 159,088,596 △ 113,261,386

(4) 定期預金預入支出 42,398,284 40,000,000 2,398,284

投資活動支出計 598,883,206 625,666,308 △ 26,783,102

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 357,631,896 △ 355,544,041 △ 2,087,855

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 152,336,639 △ 19,696,834 172,033,473

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,332,758,480 1,352,455,314 △ 19,696,834

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 1,485,095,119 1,332,758,480 152,336,639

キャッシュ ・ フロー計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

当 年 度 前 年 度 増    減
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令和７年度期末監査報告書 

私たちは、令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの令和７年度における日

本税理士会連合会の会計及び業務の監査を行い、次のとおり報告する。

１．監査の方法の概要

（１） 会計監査について、帳簿並びに関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続

を用いて計算書類の正確性を検討した。

（２） 業務監査について、常務理事会及び理事会に出席し、理事から業務の報告を

聴取し、関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続を用いて業務執行の妥当

性を検討した。

２．監査意見

（１） 貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目録、キャッシュ・フロー計算書及

び収支計算書は、会計帳簿の記載金額と一致し、年度末における財産の状況を

適正に表示しているものと認める。

（２） 会務の執行については、各事業計画に基づいて適切に実施されていることを

認める。

令和８年７月２日

日本税理士会連合会

代表監事 脇 坂 雄 一 ㊞

常任監事 三 浦 宏 晶 ㊞

常任監事 錦 織 良 光 ㊞

常任監事 小 畑 雅 人 ㊞

常任監事 大多和 則 之 ㊞

外部監事 澤 野 正 明 ㊞

監 事 坂 本 和 重 ㊞

監 事 藤 原 誉 康 ㊞

監 事 大 友 良 一 ㊞

監 事 久 野 完 治 ㊞

監 事 土 本 直 邦 ㊞

監 事 近 重 勉 ㊞

監 事 河 上 幸 市 ㊞

監 事 野 田 昇 資 ㊞

監 事 花 田 強 志 ㊞

監 事 満 尾 俊 哉 ㊞
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令�和�８�年�度�事�業�計�画（案） 

税理士が国民・納税者の期待に応え続けるためには、時代に合った税理士制度の構築に向けた不断

の検討が必要である。納税環境整備の一環として適時に税理士法改正を実現すべく検討を加速する。 

近年、経済活動の複雑化・多様化とこれに呼応する税制の複雑化とデジタル化が著しく進展してお

り、税務行政のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）も急速に進展している。こうした変化

に的確かつ迅速に対応するため、税理士の業務の改善進歩に資する施策を強力に推進するとともに、

研修事業の更なる充実を図る。 

税理士に求められる社会的役割が大きくなっていることに伴い、本会、税理士会及び支部の会務が

増大している。税理士制度を支える会務の運営を持続可能なものとするため、多様な人材の確保とデ

ジタルを活用した業務効率化を更に進めるとともに、事業の合理化及び財政の安定化に向けた施策を

着実に進める。 

遺言や民事信託を活用した財産承継を主とする相続対策事業が広がりを見せる中、税理士は、相続

税申告のみならず、そこに至るまでのあらゆるライフイベントにおいて依頼者を的確に支援していく

必要がある。人生１００年時代を見据えた付加価値の高い税理士の業務の実現に向け、税理士会会員

を支援する施策を検討する。 

日本における若年人口の減少が進む中、税理士業界でも同様の課題を抱えており、税理士制度の未

来を危惧する声が高まっている。次代の税理士制度を担う者を輩出・育成すべく、職業としての税理

士の魅力を訴求するなど、若者が税理士を選択するための施策を着実に実施していく。併せて、若年

層の会計離れが顕著であることから、会計教育の普及について関係民間団体との連携を進める。 

原材料・エネルギー価格等の高騰や資金繰り・価格転嫁の問題等により、中小企業の苦境が続いて

いる。税理士がその職能を最大限に発揮し、財務・経営・金融・税制といったあらゆる面から中小企

業を支援することで、わが国企業の９９％を占める中小企業の創業、事業の回復・継続・発展及び承

継を支えていく。 

税理士の職能は、社会のあらゆる場面で必要とされている。税制改正に関する建議はその最たるも

のであり、税務に関する専門家として、国際的な視点も踏まえて税制や税務行政の改善進歩に資する

意見を表明し、税理士の社会的使命を果たしていく。さらに、税務支援はもとより、租税教育の推進

や各種公益活動への参画を通じた社会貢献などの事業が着実に遂行されるよう会員の後押しを継続し

ていく。 

本会は、以上の基本方針の下、税理士制度が社会にとって必要不可欠な存在であることを示すため

に、令和８年度において、次の１４の施策を柱として積極的な活動を展開する。 

＜重点施策＞ 

一 時代に即した税理士制度の構築を期し、税理士法改正の実現に向けた検討を進める。 

二 電子申告・納税制度の利便性向上に向けた施策を推進するとともに、税理士の業務のデジタル化

を進める一方、急速なデジタル化による影響に対し適切に対応する。 
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三 国民の税理士制度への理解を深めるため、対外広報を強化するとともに、若年層が職業としての

税理士に関心を持つための施策を講ずる。 

四 税制及び税務行政等の改善進歩に資する提言及び建議を行う。 

五 持続可能な会務運営の確立に向けた事業及び財政のあり方について検討を進める。 

六 積極的改善措置を適切に運用するとともに、多様な人材の会務参加を促進するための施策を検討

する。 

七 本会及び税理士会の会務運営における情報基盤の整備に向けた検討を進める。 

八 人生１００年時代を見据えた付加価値の高い税理士の業務の実現及び税理士の公益活動の推進に

向けて、税理士会会員への支援策について検討を進める。 

九 中小企業の事業の回復・継続・発展を図るとともに、創業と事業承継を推進するための施策を講

ずる。 

十 税理士法及び諸規則における研修受講義務の履行の徹底を図るとともに、登録時研修の受講義務

化及び職業倫理研修の必修化を検討する。 

十一 租税教育等の普及、推進及び充実を図る。 

十二 税理士の綱紀の保持、品位の向上及び職業倫理の高揚を図るとともに、非税理士による税理士

法違反行為の排除に努める。 

十三 税務支援事業を適切に推進するとともに、受託事業のあり方について国税庁との協議を進める。 

十四 書面添付制度の普及・定着を図るための施策を推進する。 

 

 

＜各部・委員会等事業＞ 

１ 総  務  部 

（１）各部、委員会との連絡調整に努め、円滑な会務運営を図る。 

（２）事務局の効率的運営を図るとともに、会務運営に係る関係諸規程の整備を行う。 

（３）個人情報及び特定個人情報等に関し、他の分掌機関と連携し適正な保護・管理に努める。 

（４）税理士職業賠償責任保険制度等の改善合理化を図る。 

（５）税理士及び税理士法人に関する情報の適正な管理に努める。 

（６）会館の適正な管理・運営に努める。 

（７）税理士会の紛議調停制度の連絡調整を行う。 

（８）税理士会、関連団体及び関係諸機関との連絡調整に努める。 

（９）定期総会及び新年賀詞交歓会の適正な運営に努める。 

（10）表彰制度の合理的運営を図るとともに、業界功労者の栄典を推進する。 

（11）災害発生等緊急時における諸対策を引き続き検討する。 

 

２ 財  務  部 

（１）予算の適正な執行の監理を行う。 

（２）健全な財務体質の確保を図る。 
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（３）各種事業に関し、適正な資金計画を策定する。 

（４）本会が保有する資金の保全を図る。 

（５）税理士会及び税理士会の支部における滞納会費徴収整理事務について、税理士会と連絡調整を

行う。 

（６）大規模災害発生時の緊急支出に備える特定資産について、計画的な積立を行う。 

（７）公益法人会計基準について、新基準導入への検討を行うとともに、勉強会を開催して税理士会

との情報共有を図る。 

 

３ 広  報  部 

（１）機関紙「税理士界」を発行する。また、同紙の電子配信についての検討を進める。 

（２）税理士のイメージ向上、税理士会の活動のＰＲ等のための対外広報活動を行う。 

（３）税理士試験の受験資格要件の緩和を受けて、若年層に対して、税理士の職業認知度を上げるた

め、税理士による租税講座及び職業説明会等の対外広報活動を行う。 

（４）ホームページの充実を図る。 

（５）対外広報ツールを企画・制作する。 

（６）「税理士記念日」及び「税を考える週間」における行事を企画・実施する。 

（７）パブリシティ活動を進める。 

（８）広報活動の一層の充実を図る。 

 

４ 制  度  部 

（１）次なる税理士法改正に向けて、総合企画室と連携し、税理士法に関する研究を進める。 

（２）税理士制度及びこれに関連する諸制度の検討を進める。 

（３）各国の税理士及び職業会計人制度とわが国の制度との比較研究を適宜進める。 

 

５ 調 査 研 究 部 

（１）税制及び税務行政の改善整備に関する建議書を作成するとともに、関係諸機関との折衝等を進

めその実現に努める。 

（２）税務行政手続の整備についての調査研究を進める。 

（３）諸外国の税制及び税務行政を調査し、わが国の制度との比較研究を進める。 

（４）税理士業務に関連する会計制度、会社法制、ＩＦＲＳ等について調査研究を進める。 

（５）「公開研究討論会」を企画実施する。 

（６）「日税研究賞」を公益財団法人日本税務研究センターと協議のうえ企画実施する。 

（７）税制審議会、公益財団法人日本税務研究センター及び各税理士会税務研究所等との連携を図る。 

（８）「中小企業の会計に関する指針」及び「中小企業の会計に関する基本要領」について調査研究を

進める。 

 

６ 業 務 対 策 部 
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（１）税理士の職域の確保・拡充を図るため税理士会会員の業務改善に関する諸施策について検討す

る。 

（２） 税理士の業務に関する専門家責任を実現する観点から、業務水準の向上のための施策を講じる。 

（３）国税庁と協議のうえ、書面添付制度の普及・定着を一層進めるための施策を講じる。 

（４）税理士の業務の改善進歩を図るため、他の分掌機関と連携し、税理士業務のデジタル化を推進

する。 

（５）税理士法第４１条に規定する帳簿（業務処理簿）の作成義務を適切に履行するため、指針等の

作成や利便性の向上を図る施策を講じる。 

（６）所属税理士制度の適切な運用を図るための施策を講じる。 

（７）関係団体との緊密な連携のもと、税理士会会員のための税務相談事業を実施する。 

（８）社会保障・税番号制度に伴う税理士の業務の環境整備に係る施策等を実施する。 

 

７ 研  修  部 

（１）全会員の受講義務の履行に向けて、税理士法、会則及び研修諸規則を会員に周知し、研修受講

義務の徹底を図る。 

（２）ウェブを利用した研修（税理士会から提供された研修も含む）の充実を通じ、受講機会の拡大

を図る。 

（３）「登録時研修」を企画実施するとともに、当該研修の受講義務化の実現に向けた検討を進める。 

（４）職業倫理に係る研修の義務化実現に向けた検討を進める。 

（５）「全国統一研修会」を企画実施するとともに、開催方法等について検討を進める。 

（６）研修受講管理システムの円滑な運用を図る。 

 

８ 税務支援対策部 

（１）独自事業、受託事業及び協議派遣事業の定着を図るとともに、独自事業のあり方について検討

を行う。 

（２）受託事業のあり方について、国税当局との協議を進める。 

（３）税務支援における電子申告及び特定個人情報について適切に対応する。 

（４）税務関連諸団体との協調関係を促進するため、これら団体及び関係官庁との間で協議を積極的

に進める。 

（５）税理士法第５０条（臨時の税務書類の作成等）問題に関する対策を進める。 

（６）「特設の会場で行う税務相談」の適正・円滑な実施のための対策を進める。 

（７）当部事業に関連した職域侵害への防止対策を講じる。 

（８）離島等対策費の運用について適切に対応する。 

（９）災害に係る税務支援施策について適切に対応する。 

（10）税務支援のＩＣＴ化の推進に向けて、税理士会を支援する施策を講じる。 

 
９ 綱 紀 監 察 部 
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（１）税理士の倫理の高揚及び品位の向上を図る。 

（２）綱紀保持に関する国税当局との協議会及び会員向け研修会の開催を推進する。 

（３）税理士法第５２条違反行為の排除に関する方策を講じる。特に、広域的な事案に対し税理士会

との緊密な連携のもと対応を図る。 

（４）名義貸し行為（税理士法第３７条の２）を未然に防止するための方策を講じる。 

（５）一般法令等に違反した場合に行う会則処分の量定基準について検討する。 

（６）使用人監督義務が適正に履行されるために必要な方策について検討する。 

（７）事務所の内部規律等の整備のために必要な方策について検討するとともに、二ヶ所事務所等の

税理士法違反について、対応策を検討する。 

（８）税理士が主宰する会計法人及び税理士法人に併設される会計法人の適切な運営について検討す

る。 

（９）所在不明確認調査に関する規則等の適正な運営を図る。また、調査の事務処理を行うとともに、

税理士会との連絡調整を図る。 

（10）税理士会又は支部の会費を滞納する者に関する方策を講じるとともに、長期会費滞納者に関し、

諸規則等に基づいた対応を行う。 

（11）税理士の業務広告違反行為について情報収集に努める。 

（12）会則第７３条に規定する税理士会の会員の不服申立てを処理する。 

 

１０ 登 録 調 査 部 

（１）登録申請書の調査を行い、その結果を登録審査会に報告する。 

（２）各税理士会との連携を図り、登録調査事務の適正化及び統一化に努める。 

（３）税理士証票の定期交換事務を的確に進める。 

（４）登録業務ネットワーク（個人情報及び特定個人情報の保護を含む。）の適正な運営を図る。 

（５）国家資格等情報連携・活用システムの適正かつ円滑な運用に努める。 

（６）税理士の登録事務の改善整備を図る。 

（７）税理士法人の届出に関する事務の適正な運営を図る。 

（８）登録事務の電子化に向けた検討を進める。 

 

１１ 公益業務支援部 

（１）相続、遺言、信託及び任意後見等に関する研修等の企画、運営及び見直しを図るとともに倫理

指導に関する施策を講じる。 

（２）相続、遺言、信託及び任意後見等に関連する諸制度に関する調査及び研究を行う。 

（３）相続、遺言、信託及び任意後見等に関する行政・司法機関及び各種団体との連絡調整を行う。 

（４）相続、遺言、信託及び任意後見等に関する税理士の業務について、税理士会会員を支援する施

策を講じるとともに、国民への広報活動を企画・実施する。 

（５）地方公共団体外部監査制度及び監査委員制度について、地方自治法改正及び監査制度見直しの

動向を注視し、地方公共団体に対して税理士の登用要請を積極的に行うとともに、登用促進のた

185



めの環境を整備するほか、地方公共団体の監査制度のあり方について検討する。さらに、地方公

共団体の監査制度研修について、運営方法等を適宜見直しつつ、効果的に実施する。 

（６）政治資金監査制度について、改正政治資金規正法に基づく政治資金監査業務の動向を注視し、

関係諸機関との連絡調整及び周知広報を行うとともに、登録政治資金監査人として活躍する税理

士のための諸施策を講じる。 

（７）成年後見助成金制度を適正に運営する。 

（８）成年後見賠償責任保険を適正に運営するとともに、更なる充実に向けて、検討を進める。 

（９）その他税理士の職能を活用した公益活動に関する諸施策を実施する。 

 

１２ 租税教育推進部 

（１）租税教育等のあり方を研究し、その充実を図る。特に今後の教育環境の変化等を見据え、各種

教材の普及・活用方法について検討する。 

（２）租税教育関係省庁等と緊密に連携し、効果的な租税教育の実施に向けた情報交換等を積極的に

行うとともに、財政教育と連携した取組の推進に努める。 

（３）「教員養成大学への寄附講座」を開設し、教員養成大学と連携して租税教育等を担う教員の養成

を推進する。 

（４）税理士による寄附講座のあり方について検討する。 

（５）租税教室の講師養成及び講師の資質向上に資する施策を実施する。 

（６）税理士会租税教育担当者の情報交換の場を設ける。 

 

１３ 国  際  部 

（１）一般社団法人アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）との連携、協調

を図るとともに、同協会の事業活動に対し積極的に支援・参加する。 

（２）国内外における研修会、コンベンション等を通じ、諸外国に対しわが国の税理士制度の紹介に

努め、税務専門家制度の確立及び発展に寄与する。 

（３）諸外国の関係諸機関及び諸団体との交流促進を図る。 

（４）諸外国の税制及び税務専門家制度に関する情報収集に努める。 

（５）一般社団法人日税連税法データベース（ＴＡＩＮＳ）と連携し、諸外国の税制及び税務専門家

制度に関する情報並びに日税連・税理士会の国際関係事業の発信に努める。 

（６）税理士会における国際交流事業への対応について、連絡、調整を進め、必要な支援を行う。 

（７）外国語版ホームページ等諸外国向け広報ツールの充実を図る。 

（８）国際税務情報研究会等との連携を図る。 

 

１４ 中小企業対策部 

（１）税理士会の会員が行う中小企業支援に係る業務の推進を図るため、研修会を実施する等、周辺

環境整備に努める。 
（２）中小企業の事業承継を推進するための施策を積極的に講じる。 
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（３）中小企業者等の創業支援に資する施策を講じる。 
（４）国、地方公共団体、金融機関及びその他支援機関との緊密な連携のもと、中小企業支援施策に

協力する。 
（５）会計参与制度の普及・推進を図るため、所要の方策を講じるとともに、「会計参与の行動指針」

について、日本公認会計士協会と協議を行う。 
（６）「中小企業の会計に関する指針」及び「中小企業の会計に関する基本要領」（これらのチェック

リストを含む。）の普及定着を図るため、所要の対策を講じる。 
（７）災害対策本部と連携し、同部の実施する中小企業等に対する災害関連施策に協力する。 
 

１５ 事 業 本 部 

（１）税務、会計、経営及び法律に関する図書類の監修、編集、刊行及び推薦に関する事業を実施す

る。 

（２）「税理士法逐条解説」「税理士関係法類集」の改訂及びデジタル化への対応について、関係部署

との連携を図る。 

（３）前記の図書類の販売促進について、日本税理士協同組合連合会との連携を図る。 

（４）本会が行う事業に関連する物品の頒布について、関係部署との連携を図る。 

 

１６ 会務制度委員会 

（１）組織機構及び運営制度の改善合理化を図る。 

（２）会則その他諸規則等の整備改善を図る。 

（３）税理士会の会則変更に関する意見を立案する。 

（４）税理士会の組織運営に関する制度の調査研究を進める。 

 

１７ デジタル・システム委員会 

（１）電子申告・電子納税制度の発展及び利便性向上に寄与するための施策を関係諸機関と折衝しつ

つ、推進する。 

（２）税理士用電子証明書に関して、今後のあり方について検討を行う。また、税理士認証カードと

併せて今後の活用方法について検討を進める。 

（３）マイナンバー制度における情報連携及びマイナポータルの利活用に向けた施策を推進する。 

（４）税理士の業務の情報化に関する調査研究及び情報発信を行う。 

（５）会務を円滑に遂行するための情報基盤の整備について検討を行うとともに、他の分掌機関と連

携し、税理士の業務のデジタル化に関する施策を推進する。特に、会務及び業務において生成Ａ

Ｉを適切に利活用するためのガイドラインを策定し、今後の技術進展を踏まえ、必要に応じて見

直しを検討する。 

（６）ＩＣＴ関連情報について関連官公署・諸団体と連携を取りつつ情報の活用について検討を行う。 

（７）一般社団法人日税連税法データベースとの連携を密にし、同社団が運営する税理士情報ネット

ワークシステム（ＴＡＩＮＳ）について会員への情報提供を行う。 
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１８ 法対策実行本部 

税制改正問題、規制改革問題、税理士制度改革問題等についての対応策を樹立し、その実現に向け

て強力な運動を推進する。 

１９ 税 制 審 議 会 

税制、税務行政及び税理士制度に関する会長諮問について審議し、その結果を答申する。 

２０ 国際税務情報研究会 

（１）諸外国の税制、税務専門家制度、税務行政に関する情報の収集等に基づく調査研究を行う。 

（２）国際部と連携し、諸外国の税務関係機関及び団体との交流事業の支援を行う。 

（３）調査研究に係る成果について、関係分掌機関等へのフィードバックを行う。 

２１ 税理士制度調査会 

（活動休止中） 

２２ 総 合 企 画 室 

（１）適時の税理士法改正に向けて、関連する部・委員会と連携して検討を進める。 

（２）積極的改善措置を円滑に運営するとともに、税理士業界における多様性活躍の推進に向けた施

策を検討する。 

（３）持続可能な会務運営のあり方について検討する。 

（４）会員管理システムの構築を進めるなど、情報管理事務等の効率化・高度化について検討する。 

（５）「日本税理士会連合会・金子宏賞」の運営について検討する。 

（６）会務に必要な情報、資料の収集、分析及びその活用を図る。 

（７）中長期の基本施策の調査研究を進める。 

（８）緊急を要する重要事案の対応策を講じる。 
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第４号議案  令和８年度予算決定の件 
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科　　　　　目 備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入

(1) 会費収入 1,635,408,000 1,611,936,000 23,472,000 101.5%

(2) 拠出金収入 57,000,000 53,250,000 3,750,000 107.0%

(3) 事業収入 688,279,000 689,504,216 △ 1,225,216 99.8%

(4) 分担金収入 13,750,000 292,250,000 △ 278,500,000 4.7%

(5) 雑収入 22,918,000 8,152,000 14,766,000 281.1%

事業活動収入計 2,417,355,000 2,655,092,216 △ 237,737,216 91.1%

　２．事業活動支出

(1) 事業費支出 1,122,055,000 1,404,474,000 △ 282,419,000 79.9%

(2) 管理費支出 1,008,928,000 1,024,535,216 △ 15,607,216 98.5%

(3) 交付金支出 97,459,000 89,697,000 7,762,000 108.7%

事業活動支出計 2,228,442,000 2,518,706,216 △ 290,264,216 88.5%

事業活動収支差額 188,913,000 136,386,000 52,527,000 138.5%

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

(1) 特定資産取崩収入 268,400,000 228,000,000 40,400,000 117.7%

投資活動収入計 268,400,000 228,000,000 40,400,000 117.7%

　２．投資活動支出

(1) 基本財産取得支出 32,712,712 32,712,712 0 100.0%

(2) 特定資産取得支出 536,000,000 475,750,000 60,250,000 112.7%

(3) 固定資産取得支出 263,800,000 64,500,000 199,300,000 409.0%

投資活動支出計 832,512,712 572,962,712 259,550,000 145.3%

投資活動収支差額 △ 564,112,712 △ 344,962,712 △ 219,150,000 163.5%

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0 #DIV/0!

　２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0 #DIV/0!

財務活動収支差額 0 0 0 #DIV/0!

Ⅳ　予備費支出 70,000,000 70,000,000 0 100.0%

当期収支差額 △ 445,199,712 △ 278,576,712 △ 166,623,000 159.8%

前期繰越収支差額 1,490,431,708 1,318,576,570 171,855,138 113.0%

次期繰越収支差額 1,045,231,996 1,039,999,858 5,232,138 100.5%

  収   支   予   算   書 （案）
令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

（単位：円）

予　算　額 前年度予算額 増　　　減
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ム

委
員

会
費

支
出

10
,7

60
,0

00
7,

64
3,

00
0

3,
11

7,
00

0

法
対

策
実

行
本

部
費

支
出

4,
46

6,
00

0
3,

71
5,

00
0

75
1,

00
0

成
年

後
見

支
援

セ
ン

タ
ー

費
支

出
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

4,
20

8,
00

0
△

4,
20

8,
00

0

総
合

企
画

室
費

支
出

14
,5

63
,0

00
5,

67
4,

00
0

8,
88

9,
00

0

③
　

諮
問

機
関

等
運

営
費

支
出

（
21

,0
57

,0
00

）
（

24
,0

26
,0

00
）

（
△

2,
96

9,
00

0
）

顧
問

相
談

役
会

費
支

出
5,

80
3,

00
0

5,
53

2,
00

0
27

1,
00

0

評
議

員
会

費
支

出
12

0,
00

0
24

0,
00

0
△

12
0,

00
0

税
制

審
議

会
費

支
出

1
1
,8

3
6
,0

0
0

12
,4

31
,0

00
△

59
5,

00
0

運
営

評
価

委
員

会
費

支
出

31
0,

00
0

23
6,

00
0

74
,0

00

国
際

税
務

情
報

研
究

会
費

支
出

2,
88

8,
00

0
5,

48
7,

00
0

△
2,

59
9,

00
0

税
理

士
制

度
調

査
会

費
支

出
10

0,
00

0
10

0,
00

0
0

④
　

研
修

費
支

出
（

10
8,

30
0,

00
0

）
（

11
6,

80
3,

00
0

）
（

△
8,

50
3,

00
0

）

全
国

統
一

研
修

会
費

支
出

67
,7

21
,0

00
71

,4
49

,0
00

△
3,

72
8,

00
0

登
録

時
研

修
費

支
出

5,
47

0,
00

0
5,

39
1,

00
0

79
,0

00

そ
の

他
研

修
費

支
出

9,
62

3,
00

0
10

,8
59

,0
00

△
1,

23
6,

00
0

公
開

研
究

討
論

会
費

支
出

19
,4

86
,0

00
22

,1
04

,0
00

△
2,

61
8,

00
0

日
税

研
究

賞
支

出
6,

00
0,

00
0

7,
00

0,
00

0
△

1,
00

0,
00

0

⑤
　

広
報

費
支

出
（

26
5,

68
9,

00
0

）
（

26
6,

38
6,

00
0

）
（

△
69

7,
00

0
）

「税
理

士
界

」発
行

費
支

出
13

5,
00

5,
00

0
13

6,
10

7,
00

0
△

1,
10

2,
00

0

広
報

宣
伝

費
支

出
12

5,
37

4,
00

0
11

7,
87

9,
00

0
7,

49
5,

00
0

法
改

正
関

連
広

報
活

動
費

支
出

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

7,
09

0,
00

0
△

7,
09

0,
00

0

税
理

士
記

念
日

等
事

業
費

支
出

5,
31

0,
00

0
5,

31
0,

00
0

0
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⑥
　

慶
弔

費
支

出
（

10
9,

07
0,

00
0

）
（

57
,9

88
,0

00
）

（
51

,0
82

,0
00

)

慶
祝

費
支

出
85

,0
70

,0
00

33
,9

88
,0

00
51

,0
82

,0
00

弔
慰

費
支

出
24

,0
00

,0
00

24
,0

00
,0

00
0

⑦
　

国
際

交
流

関
係

費
支

出
（

76
,7

74
,0

00
）

（
74

,7
16

,0
00

）
（

2,
05

8,
00

0
)

国
際

交
流

関
係

費
支

出
7
6
,7

7
4
,0

0
0

74
,7

16
,0

00
2,

05
8,

00
0

　
A

O
T

C
A

香
港

会
議

、
海

外
視

察
（
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
、

モ
ル

ド
バ

、
イ

タ
リ

ア
）
、

通
訳

費
、

資
料

翻
訳

費
等

⑧
　

相
談

事
業

費
支

出
（

18
,8

93
,0

00
）

（
46

,4
70

,0
00

）
（

△
27

,5
77

,0
00

)

税
務

相
談

事
業

費
支

出
12

,7
60

,0
00

34
,9

07
,0

00
△

22
,1

47
,0

00
　

日
本

税
務

研
究

セ
ン

タ
ー

と
の

共
催

事
業

デ
ジ

タ
ル

相
談

事
業

費
支

出
6,

13
3,

00
0

11
,5

63
,0

00
△

5,
43

0,
00

0

⑨
　

助
成

金
支

出
（

96
,4

00
,0

00
）

（
10

6,
40

0,
00

0
）

（
△

10
,0

00
,0

00
)

日
税

研
事

業
助

成
金

支
出

2
0
,0

0
0
,0

0
0

20
,0

00
,0

00
0

　
事

業
運

営
に

対
す

る
助

成
金

Ａ
Ｏ

Ｔ
Ｃ

Ａ
助

成
金

支
出

8
0
0
,0

0
0

80
0,

00
0

0

大
学

寄
附

講
座

助
成

金
支

出
6
,0

0
0
,0

0
0

14
,0

00
,0

00
△

8,
00

0,
00

0
　

（教
員

養
成

枠
）
上

越
教

育
大

学
等

３
大

学

税
理

士
会

租
税

教
育

助
成

金
支

出
2
0
,0

0
0
,0

0
0

20
,0

00
,0

00
0

　
税

理
士

会
の

租
税

教
育

事
業

に
対

す
る

助
成

金

税
理

士
に

よ
る

大
学

租
税

講
座

助
成

金
支

出
1
3
,0

0
0
,0

0
0

15
,0

00
,0

00
△

2,
00

0,
00

0
　

租
税

講
座

を
開

設
す

る
大

学
へ

の
助

成
金

、
計

１
３

大
学

職
業

説
明

会
等

助
成

金
支

出
3
,0

0
0
,0

0
0

3,
00

0,
00

0
0

　
税

理
士

会
の

職
業

Ｐ
Ｒ

活
動

等
の

施
策

に
対

す
る

助
成

金

日
税

連
税

法
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
助

成
金

支
出

1
8
,0

0
0
,0

0
0

18
,0

00
,0

00
0

　
事

業
運

営
に

対
す

る
助

成
金

成
年

後
見

制
度

助
成

金
支

出
6
0
0
,0

0
0

60
0,

00
0

0
　

成
年

後
見

人
従

事
者

に
対

す
る

報
酬

の
助

成
金

税
理

士
会

相
続

・後
見

等
無

料
相

談
助

成
金

支
出

1
5
,0

0
0
,0

0
0

15
,0

00
,0

00
0

　
税

理
士

会
の

相
続

・
後

見
等

無
料

相
談

会
の

活
動

費
と

し
て

の
助

成
金

⑩
　

情
報

化
対

策
費

支
出

（
99

,0
00

,0
00

）
（

79
,0

00
,0

00
）

（
20

,0
00

,0
00

)

情
報

化
対

策
費

支
出

99
,0

00
,0

00
79

,0
00

,0
00

20
,0

00
,0

00
　

L
A

N
・O

A
シ

ス
テ

ム
維

持
費

、
登

録
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

費
用

、
検

索
サ

イ
ト
関

連
費

、
グ

ル
ー

プ
ウ

ェ
ア

関
連

費
他

⑪
　

災
害

対
策

費
支

出
（

46
,3

83
,0

00
）

（
46

,2
81

,0
00

）
（

10
2,

00
0

）

災
害

対
策

費
支

出
46

,3
83

,0
00

46
,2

81
,0

00
10

2,
00

0
　

災
害

対
策

本
部

規
程

に
基

づ
く

支
援

費
用

等

(2
) 
管

理
費

支
出

（
66

3,
75

8,
00

0
）

（
68

6,
09

8,
00

0
）

（
△

22
,3

40
,0

00
）

①
　

総
会

費
支

出
（

47
,7

54
,0

00
）

（
44

,3
90

,0
00

）
（

3,
36

4,
00

0
）

総
会

運
営

費
支

出
16

,0
35

,0
00

14
,6

23
,0

00
1,

41
2,

00
0

総
会

懇
親

会
費

支
出

10
,6

57
,0

00
10

,7
95

,0
00

△
13

8,
00

0

賀
詞

交
歓

会
費

支
出

21
,0

62
,0

00
18

,9
72

,0
00

2,
09

0,
00

0

②
　

役
員

会
費

支
出

（
48

,4
84

,0
00

）
（

53
,4

95
,0

00
）

（
△

5,
01

1,
00

0
）

正
副

会
長

会
費

支
出

15
,7

89
,0

00
15

,9
22

,0
00

△
13

3,
00

0

常
務

理
事

会
費

支
出

9,
39

6,
00

0
12

,3
25

,0
00

△
2,

92
9,

00
0

理
事

会
費

支
出

18
,6

79
,0

00
19

,4
43

,0
00

△
76

4,
00

0

監
事

会
費

支
出

4,
62

0,
00

0
5,

80
5,

00
0

△
1,

18
5,

00
0

③
　

総
務

費
支

出
（

53
4,

63
7,

00
0

）
（

54
5,

57
2,

00
0

）
（

△
10

,9
35

,0
00

）

総
務

管
理

事
務

費
支

出
8
6
,0

0
0
,0

0
0

96
,9

00
,0

00
△

10
,9

00
,0

00

保
険

料
支

出
7
,0

1
7
,0

0
0

6,
64

2,
00

0
37

5,
00

0

人
件

費
支

出
4
3
3
,4

0
0
,0

0
0

43
4,

95
0,

00
0

△
1,

55
0,

00
0

職
員

退
職

年
金

共
済

掛
金

支
出

8
,2

2
0
,0

0
0

7,
08

0,
00

0
1,

14
0,

00
0

④
　

役
員

選
挙

管
理

費
支

出
（

0
）

（
11

,3
61

,0
00

）
（

△
11

,3
61

,0
00

）

会
長

選
任

管
理

委
員

会
費

支
出

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

4,
20

7,
00

0
△

4,
20

7,
00

0

会
長

候
補

推
薦

会
費

支
出

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1,
11

1,
00

0
△

1,
11

1,
00

0

会
長

選
考

会
費

支
出

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

6,
04

3,
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0
△

6,
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3,
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0
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⑤
　

連
絡

協
議

費
支

出
（

32
,8

83
,0

00
）

（
31

,2
80

,0
00

）
（

1,
60

3,
00

0
）

役
員

等
業

務
連

絡
費

支
出

24
,0

00
,0

00
24

,0
00

,0
00

0

対
外

機
関

連
絡

費
支

出
3,

50
0,

00
0

3,
50

0,
00

0
0

　
省

庁
等

か
ら

の
委

嘱
に

よ
る

国
税

審
議

会
等

に
か

か
る

旅
費

全
国

事
務

局
連

絡
会

議
費

支
出

4,
22

7,
00

0
2,

99
5,

00
0

1,
23

2,
00

0

税
賠

保
険

連
絡

費
支

出
1,

15
6,

00
0

78
5,

00
0

37
1,

00
0

(3
) 
交

付
金

支
出

（
97

,4
59

,0
00

）
（

89
,6

97
,0

00
）

（
7,

76
2,

00
0

）

①
　

税
理

士
会

交
付

金
支

出
（

97
,4

59
,0

00
）

（
89

,6
97

,0
00

）
（

7,
76

2,
00

0
）

登
録

手
数

料
等

交
付

金
支

出
97

,4
59

,0
00

89
,6

97
,0

00
7,

76
2,

00
0

　
登

録
等

手
数

料
取

扱
規

程
に

基
づ

く
税

理
士

会
へ

の
交

付
金

(4
) 
繰

入
金

支
出

（
61

0,
00

0,
00

0
）

（
55

0,
00

0,
00

0
）

（
60

,0
00

,0
00

）

①
 会

館
特

別
会

計
繰

入
金

支
出

25
0,

00
0,

00
0

25
0,

00
0,

00
0

0

②
 電

子
証

明
事

務
特

別
会

計
繰

入
金

支
出

16
0,

00
0,

00
0

20
0,

00
0,

00
0

△
40

,0
00

,0
00

20
0,

00
0,

00
0

10
0,

00
0,

00
0

10
0,

00
0,

00
0

2,
44

0,
17

2,
00

0
2,

33
9,

26
9,

00
0

10
0,

90
3,

00
0

△
18

3,
47

7,
00

0
△

14
3,

39
0,

00
0

△
40

,0
87

,0
00

Ⅱ
　
投
資
活
動
収
支
の
部

１
．

投
資

活
動

収
入

(1
) 
特

定
資

産
取

崩
収

入
（

24
4,

00
0,

00
0

）
（

46
,0

00
,0

00
）

（
19

8,
00

0,
00

0
）

①
　

情
報

シ
ス

テ
ム

構
築

積
立

特
定

資
産

取
崩

収
入

24
4,

00
0,

00
0

46
,0

00
,0

00
19

8,
00

0,
00

0
　

会
員

管
理

シ
ス

テ
ム

、
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

機
器

　
他

24
4,

00
0,

00
0

46
,0

00
,0

00
19

8,
00

0,
00

0

２
．

投
資

活
動

支
出

(1
) 
特

定
資

産
取

得
支

出
（

15
6,

00
0,

00
0

）
（

14
5,

75
0,

00
0

）
（

10
,2

50
,0

00
）

①
　

退
職

給
付

引
当

特
定

資
産

取
得

支
出

37
,0

00
,0

00
28

,0
00

,0
00

9,
00

0,
00

0

②
　

拠
出

金
積

立
特

定
資

産
取

得
支

出
19

,0
00

,0
00

17
,7

50
,0

00
1,

25
0,

00
0

　
拠

出
金

収
入

の
1
/
3
相

当
額

③
　

情
報

シ
ス

テ
ム

構
築

積
立

特
定

資
産

取
得

支
出

10
0,

00
0,

00
0

10
0,

00
0,

00
0

0

(2
) 
固

定
資

産
取

得
支

出
（

24
5,

00
0,

00
0

）
（

46
,0

00
,0

00
）

（
19

9,
00

0,
00

0
）

①
　

器
具

備
品

購
入

支
出

5,
00

0,
00

0
4,

00
0,

00
0

1,
00

0,
00

0

②
　

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

購
入

支
出

24
0,

00
0,

00
0

42
,0

00
,0

00
19

8,
00

0,
00

0
　

会
員

管
理

シ
ス
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Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

(1) 事業収入 ( 246,670,000 ) ( 246,670,000 ) ( 237,700,000 ) (   8,970,000 )

集金事務収入 246,670,000 246,670,000 237,700,000   8,970,000

  246,670,000   246,670,000   237,700,000   8,970,000

２．事業活動支出   

(1) 事業費支出 ( 15,600,000 ) ( 15,600,000 ) ( 22,000,000 ) ( △ 6,400,000 )

15,600,000 15,600,000 22,000,000 △ 6,400,000

(2) ( 105,268,000 ) ( 58,282,000 ) ( 46,986,000 ) ( 101,612,000 ) (   3,656,000 )

25,200,000 0 25,200,000 24,000,000   1,200,000

8,136,000 0 8,136,000 8,160,000 △ 24,000

1,080,000 0 1,080,000 1,164,000 △ 84,000

6,500,000 6,500,000 9,000,000 △ 2,500,000

1,032,000 0 1,032,000 792,000   240,000

1,000,000 958,000 42,000 900,000   100,000

4,272,000 0 4,272,000 3,036,000   1,236,000

12,500,000 12,500,000 11,000,000   1,500,000

維持管理費支出 4,848,000 0 4,848,000 4,860,000 △ 12,000

2,700,000 324,000 2,376,000 2,700,000   0

38,000,000 38,000,000 36,000,000   2,000,000

(3) 繰入金支出 ( 125,802,000 ) ( 125,802,000 ) ( 114,088,000 ) (   11,714,000 )

一般会計繰入金支出 125,802,000 125,802,000 114,088,000   11,714,000

246,670,000 199,684,000 46,986,000   237,700,000   8,970,000

  0 46,986,000 △ 46,986,000   0   0

Ⅱ　投資活動収支の部   

１．投資活動収入   

0 0 0   0

２．投資活動支出   

0 0 0   0

  0 0 0   0

Ⅲ　財務活動収支の部   

１．財務活動収入   

0 0 0   0

２．財務活動支出   

0 0 0   0

  0 0 0   0

Ⅳ　予備費支出 0 0 0   0

  0 46,986,000 △ 46,986,000   0   0

0 0   0

0   0   0

人件費支出

収 支 予 算 内 訳 書 （案）
令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

（単位：円）

科　　　　目
予　算　額

前年度予算額 増　　　減 備　　　　考
合　計　額

一般会計経費
配賦前予算額

一般会計経費
配賦額

【集金事務収入見込内訳】
税　　　賠　　246,000,000
(保険料の5.0%相当額)

成年後見　　　　　70,000
(保険料の3.0%相当額)

会計参与　　　　　600,000
(保険料の5.0%相当額)事業活動収入計

加入促進費支出

管理費支出

投資活動収入計

旅費交通費支出

会議費支出

事務費支出

通信費支出

印刷費支出

リース料支出

租税公課支出

雑支出

法人税、住民税及び事業税支出

事業活動支出計

事業活動収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

投資活動支出計

投資活動収支差額

財務活動収入計

財務活動支出計

財務活動収支差額

当期収支差額

賠 償 責 任 保 険 特 別 会 計
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（単位：円） 

Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入
(1) 事業収入 ( 68,182,000 ) ( 68,182,000 ) (   90,853,000 ) ( 22,671,000 )

家賃収入   51,534,000   51,534,000     68,538,000 △ 17,004,000

共益費収入   16,648,000   16,648,000     22,315,000 △ 5,667,000

(2) 雑収入 ( 10,578,000 ) ( 10,578,000 ) (   3,696,000 ) (   6,882,000 )

雑収入 1,850,000 1,850,000   1,700,000   150,000

基本財産等利息収入 8,728,000 8,728,000   1,996,000   6,732,000

(3) 繰入金収入 ( 250,000,000 ) ( 250,000,000 ) (   250,000,000 ) (   0 )

一般会計繰入金収入 250,000,000 250,000,000   250,000,000   0

  328,760,000   328,760,000   344,549,000 △ 15,789,000

２．事業活動支出       

(1) 管理費支出 ( 152,210,000 ) ( 145,178,000 ) ( 7,032,000 ) (   159,818,000 ) ( △ 7,608,000 )

人件費支出 3,480,000 0 3,480,000   3,720,000 △ 240,000

総務管理費支出 3,700,000 340,000 3,360,000   3,800,000 △ 100,000

維持管理費支出 83,000,000 83,000,000   95,800,000 △ 12,800,000

火災保険料等支出 22,000,000 22,000,000   22,000,000   0

修繕工事費支出 12,030,000 12,030,000   6,000,000   6,030,000

租税公課支出 22,500,000 22,500,000   23,000,000 △ 500,000

雑支出 500,000 308,000 192,000   498,000   2,000

5,000,000 5,000,000   5,000,000   0

152,210,000 145,178,000 7,032,000   159,818,000 △ 7,608,000

  176,550,000   183,582,000 △ 7,032,000   184,731,000 △ 8,181,000

Ⅱ　投資活動収支の部
１．投資活動収入   

(1) 特定資産取崩収入 ( 24,400,000 ) ( 24,400,000 ) ( 32,000,000 ) ( △ 7,600,000 )

24,400,000 24,400,000 32,000,000 △ 7,600,000

24,400,000 24,400,000 32,000,000 △ 7,600,000

２．投資活動支出   

(1) 基本財産取得支出 ( 32,712,712 ) ( 32,712,712 ) ( 32,712,712 ) (   0 )

32,712,712 32,712,712 32,712,712   0

(2) 特定資産取得支出 ( 150,000,000 ) ( 150,000,000 ) ( 200,000,000 ) ( △ 50,000,000 )

150,000,000 150,000,000 200,000,000 △ 50,000,000

(3) 固定資産取得支出 ( 18,800,000 ) ( 18,800,000 ) ( 18,500,000 ) (   300,000 )

建物附属設備取得支出 1,000,000 1,000,000 1,000,000   0

器具備品購入支出 17,800,000 17,800,000 17,500,000   300,000

201,512,712 201,512,712   251,212,712 △ 49,700,000

△ 177,112,712 △ 177,112,712 △ 219,212,712   42,100,000

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入   

0 0 0   0

２．財務活動支出   

0 0 0   0

  0   0     0   0

Ⅳ　予備費支出 10,000,000 10,000,000 10,000,000   0

△ 10,562,712 △ 3,530,712 △ 7,032,000 △ 44,481,712   33,919,000

    60,771,664       81,593,885 △ 20,822,221

  50,208,952     37,112,173   13,096,779

財務活動収支差額

当期収支差額
前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

建物減価償却引当資産取得支出

修繕積立特定資産取得支出

投資活動支出計
投資活動収支差額

財務活動収入計

財務活動支出計

投資活動収入計

収 支 予 算 内 訳 書 (案)
令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

科　　　　　　　　目
予　算　額

前年度予算額 増　　　減 備　　考
合　計　額

一般会計経費
配賦前予算額

一般会計経費
配賦額

事業活動収入計

法人税、住民税及び事業税支出

事業活動支出計
事業活動収支差額

修繕積立特定資産取崩収入

会 館 特 別 会 計
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（単位：円） 　

Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入

(1) 事業収入 ( 1,250,000 ) ( 1,250,000 ) (   0 )

  1,250,000 1,250,000   0

(2) 分担金収入 ( 13,750,000 ) ( 292,250,000 ) ( △ 278,500,000 )

  13,750,000 292,250,000 △ 278,500,000

(3) 雑収入 ( 50,000 ) ( 25,000 ) (   25,000 )

50,000 25,000   25,000

(4) 繰入金収入 ( 160,000,000 ) ( 200,000,000 ) ( △ 40,000,000 )

一般会計繰入金収入 160,000,000 200,000,000 △ 40,000,000

  175,050,000 493,525,000 △ 318,475,000

２．事業活動支出     

(1) ( 37,500,000 ) ( 369,000,000 ) ( △ 331,500,000 )

37,500,000   369,000,000 △ 331,500,000

(2) ( 141,710,000 ) ( 129,480,000 ) (   12,230,000 )

人件費支出 39,900,000 39,000,000   900,000

750,000 700,000   50,000

認証局運営費支出 100,860,000   88,880,000   11,980,000

租税公課支出 150,000 150,000   0

50,000 750,000 △ 700,000

179,210,000   498,480,000 △ 319,270,000

△ 4,160,000 △ 4,955,000   795,000

Ⅱ　投資活動収支の部
１．投資活動収入   

(1) 特定資産取崩収入 ( 0 ) (   150,000,000 ) ( △ 150,000,000 )

0 150,000,000 △ 150,000,000

0   150,000,000 △ 150,000,000

２．投資活動支出   

(1) 特定資産取得支出 ( 30,000,000 ) (   30,000,000 ) (   0 )

30,000,000 30,000,000   0

30,000,000 30,000,000   0

△ 30,000,000   120,000,000 △ 150,000,000

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入   

  0   0   0

２．財務活動支出   

  0   0   0

    0   0   0

Ⅳ　予備費支出 10,000,000   10,000,000   0

△ 44,160,000   105,045,000 △ 149,205,000

  292,147,827   148,257,442   143,890,385

  247,987,827   253,302,442 △ 5,314,615

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

投資活動支出計
投資活動収支差額

財務活動収入計

財務活動支出計
財務活動収支差額

当期収支差額

事業活動収支差額

発行費用積立特定資産取崩収入

投資活動収入計

発行費用積立特定資産取得支出

事業費支出
ＩＣカード発行費支出
管理費支出

維持管理費支出

雑支出
事業活動支出計

発行手数料収入

税理士会分担金収入

雑収入

事業活動収入計

収 支 予 算 内 訳 書 (案)
令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

科　　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

電子証明事務特別会計
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Ⅰ　事業活動収支の部
１．事業活動収入

(1) 繰入金収入 ( 200,000,000 ) ( 100,000,000 ) (   100,000,000 )

一般会計繰入金収入 200,000,000 100,000,000   100,000,000

  200,000,000   100,000,000   100,000,000

２．事業活動支出       

(1) ( 0 ) ( 0 ) (   0 )

0 0   0

0 0   0

  200,000,000   100,000,000   100,000,000

Ⅱ　投資活動収支の部
１．投資活動収入   

(1) 特定資産取崩収入 ( 0 ) ( 0 ) (   0 )

0 0   0

0 0   0

２．投資活動支出   

(1) 特定資産取得支出 ( 200,000,000 ) ( 100,000,000 ) (   100,000,000 )

200,000,000 100,000,000   100,000,000

200,000,000 100,000,000   100,000,000

△ 200,000,000 △ 100,000,000 △ 100,000,000

Ⅲ　財務活動収支の部
１．財務活動収入   

0 0   0

２．財務活動支出   

0 0   0

  0   0   0

Ⅳ　予備費支出 0 0   0

  0   0   0

  0     0   0

  0   0   0

投資活動収入計

大規模災害対策特定資産取得支出

投資活動支出計

増　　　減

収 支 予 算 内 訳 書 (案)
令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

次期繰越収支差額

前年度予算額 備　　考

（単位：円） 　

投資活動収支差額

財務活動収入計

財務活動支出計
財務活動収支差額

当期収支差額
前期繰越収支差額

事業活動支出計
事業活動収支差額

大規模災害対策特定資産取崩収入

事業活動収入計

事業費支出
事業費支出

科　　　　　　　　目 予　算　額

大規模災害対策特別会計
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⑤ 連絡協議費支出   32,883,000           32,883,000

⑥ 管理費支出     67,568,000   126,230,000   101,660,000   △ 25,338,000 270,120,000

⑦ 人件費支出 433,400,000 25,200,000 3,480,000 39,900,000 △ 28,680,000 473,300,000

⑧ 租税公課支出 12,500,000 22,500,000 150,000 35,150,000

(3) 交付金支出   97,459,000 97,459,000

(4) 繰入金支出   610,000,000 125,802,000 △ 735,802,000   0

① 一般会計繰入金支出 125,802,000 △ 125,802,000 0

② 特別会計繰入金支出 610,000,000 △ 610,000,000 0

  2,440,172,000   246,670,000   152,210,000   179,210,000   0 △ 789,820,000 2,228,442,000

△ 183,477,000   0   176,550,000 △ 4,160,000   200,000,000   0   188,913,000

Ⅱ　投資活動収支の部             

１．投資活動収入   

(1) 特定資産取崩収入 244,000,000 24,400,000 0 0 268,400,000

①
法対策準備積立
特定資産取崩収入

0 0

②
情報システム構築積立
特定資産取崩収入

244,000,000 244,000,000

③
修繕積立
特定資産取崩収入

24,400,000 24,400,000

④
発行費用積立
特定資産取崩収入

0 0

  244,000,000   0   24,400,000   0   0   0 268,400,000

２．投資活動支出             

(1) 基本財産取得支出       32,712,712       32,712,712

①
建物減価償却
引当資産取得支出

      32,712,712       32,712,712

(2) 特定資産取得支出   156,000,000     150,000,000   30,000,000   200,000,000     536,000,000

①
退職給付引当
特定資産取得支出

  37,000,000           37,000,000

②
拠出金積立
特定資産取得支出

  19,000,000           19,000,000

③
法対策準備積立
特定資産取得支出

  0           0

④
情報システム構築積立
特定資産取得支出

  100,000,000           100,000,000

⑤
修繕積立
特定資産取得支出

      150,000,000       150,000,000

⑥
発行費用積立
特定資産取得支出

        30,000,000     30,000,000

⑦
大規模災害対策
特定資産取得支出

          200,000,000   200,000,000

(3) 固定資産取得支出   245,000,000     18,800,000   0     263,800,000

① 器具備品購入支出 5,000,000 17,800,000 22,800,000

② ソフトウェア購入支出 240,000,000 240,000,000

③ 建物附属設備取得支出 1,000,000 1,000,000

  401,000,000   0   201,512,712   30,000,000   200,000,000   0 832,512,712

△ 157,000,000   0 △ 177,112,712 △ 30,000,000 △ 200,000,000   0 △ 564,112,712

Ⅲ　財務活動収支の部             

１．財務活動収入             

  0   0   0   0   0   0 0

２．財務活動支出             

  0   0   0   0   0   0 0

  0   0   0   0   0   0   0

Ⅳ　予備費支出 50,000,000 0 10,000,000 10,000,000 0 0 70,000,000

△ 390,477,000   0 △ 10,562,712 △ 44,160,000   0   △ 445,199,712

  1,137,512,217   0   60,771,664   292,147,827   0   1,490,431,708

  747,035,217   0   50,208,952   247,987,827   0   

事業活動収支差額

事業活動支出計

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額 1,045,231,996

投資活動収入計

投資活動支出計

投資活動収支差額

財務活動収入計

財務活動支出計

財務活動収支差額

202


	表紙
	第１号議案　令和７年度事業報告承認の件
	第２号議案　令和７年度決算承認の件
	第３号議案　令和８年度事業計画決定の件
	第４号議案　令和８年度予算決定の件


 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
     裁ち落としマージン保持: いいえ
      

        
     D:20260701165759
      

        
     32
            
       D:20260701165754
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     564
     439
    
     None
     Right
     0.5669
     0.0000
            
                
         Both
         692
         AllDoc
         715
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     36.8504
     Left
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus4
     QI+ 4.0g
     QI+ 4
     1
      

        
     211
     218
     217
     218
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





